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第1章 所得再分配機能と日本の地方財政制度の課題 
1. 所得再分配機能と地方分権の進展 
第二次世界大戦後、先進諸国では福祉国家が定着した。福祉国家とは、財政の所得再分配機
能により、国民の生活を保障しようとする国家である。所得再分配機能を果たすためには、国
境管理が必要となるため、中央政府が所得再分配機能を担わざるをえない。したがって、福祉
国家とは、中央集権的な所得再分配国家であった。 
1970 年代に変動為替相場制への移行を機に、経済のグローバリゼーション化によって行き
詰まった福祉国家は、二つの方向に進展していく1。一つは、「中央集権的非分配政府」である。
これは、大きくなりすぎた福祉国家の所得再分配機能を縮小することによって、経済成長を実
現できるとする「政府縮小―市場拡大」戦略を新自由主義(ネオリベラリズム)に基づく「アン
グロ・アメリカンモデル」である。もう一つは、「地方分権的再分配政府」である。これは、
中央政府による所得再分配機能が弱まらざるをえないことに対応して、地方自治体に地域社会
で営まれる国民生活を保障する責務を任せるために、地方自治体に財政権限を移譲していく
「ヨーロッパ社会モデル」である。 
1980 年代からの世界的な地方分権改革は、大きくこの二つのモデルに沿う方向で進展して
いく。「アングロ・アメリカンモデル」では、政府活動の縮小化に向けた分権改革が推進され
ていく。一方、「ヨーロッパ社会モデル」では、国民生活を保障するための権限を地方自治体
に移譲していく地方分権改革が推進されていく。 
このような二つの分権が進展している状況として、主要先進国の政府の規模に関して比較し
てみる。政府の規模について、図 1.1 は、一般政府支出、地方税収、財政移転を対 GDP 比で
示したものである。図中の国は、左から一般政府支出対 GDP 比が高い順に示している。一般
政府支出をみると、スウェーデンとカナダは、一般政府支出は高く、地方歳出のウェイトも高
い。一方、アメリカ、日本、ドイツでは、一般政府支出は低いが、地方歳出のウェイトが高い。
政府の規模に関わらず、公共サービスの提供は主として地方が行っていることが分かる。 
続いて、歳入について、地方税収と財政移転との関係をみると、スウェーデン、カナダ、ア
メリカ、ドイツは、地方税収のウェイトに比して財政移転のウェイトは低い。これらの国は、
地方歳出を賄う財源は主として自主財源であることを示している。一方、イギリスは地方税収
のウェイトに比して財政移転のウェイトは非常に高く、依存財源で地方歳出を賄っている。日
                                                  
1 神野(2017、5-7 頁)を参照。 
2 
本やフランスも地方税収のウェイトに比して財政移転のウェイトが高く、財政移転は、地方歳
出を支える重要な財源となっている。 
図 1.1 一般政府支出・地方税収・財政移転の対 GDP 比（2015 年） 
 
（注）OECD 統計による 2015 年の数値である。ただし、日本の一般政府支出および財政移転は年度の数値である。 
一般政府支出は社会保障基金を除いている。 
財政移転とは、中央政府支出に占める地方政府への支払(「その他の経常移転」と「資本移転」の合計)である。 
項目ごとに四捨五入しているため、合計が一致しない場合がある。 
（資料）OECD Fiscal Decentralisation Database(OECD ウェブサイト)、総務省ウェブサイトおよび総務省『地方財政白
書』平成 29 年版(平成 27 年度決算)により作成。 
また、表 1.1 は、地方政府の課税自主権の状況を示している。表中の国は、上から税収総額
に占める地方税収の割合が高い順に示している。スウェーデン、カナダ、アメリカでは、課税
自主権が高く、図 1.1 でみた財政移転のウェイトが低いので、歳入面での分権の度合いが高い。
したがって、これらの国の地方財政は、歳出面でも歳入面でも分権的であることが分かる。3
カ国のなかで財政移転の水準が比較的高いスウェーデンでは、課税自主権は高い状況にあるこ
とから、高い地方歳出の財源を自主財源と財政移転による補完で賄っているといえる。 
また、イギリスでは、課税自主権は比較的高く課税権での分権の度合いは高いが、図 1.1 よ
り財政移転のウェイトが非常に高いので、歳出面、歳入面ともに集権的であるといえる。フラ
ンスでは、地方歳出のウェイトが低いが、課税自主権は比較的高く、課税権での分権の度合い
は高いので、地方歳出の多くを税収による自主財源によって賄っていることが分かる。 
一方、日本では、課税自主権は、税率決定権に制限があるものによる収入も高く、また中央
3 
政府が税率・課税標準を決定する割合も高い水準にある。したがって、課税権の統制は他の諸
国に比べ厳しく、図 1.1 より地方税収のウェイトに比して財政移転のウェイト高いので、歳入
面では集権的である。日本は、歳入面では集権的、歳出面では分権的であり、これは 7 カ国の
なかで独特である2。 
表 1.1 地方政府の課税自主権の状況（2014 年） 
 
（注）公表されている OECD の類型は、6 大項目 13 小項目であるが、ここでは 7 カ国における課税自主権が該当する分類
のみを列挙している。表の課税自主権の類型は、OECD の分類に従って、表の左の列から課税自主権が高い順に列
挙している。 
アメリカの地方政府の課税権は多種類あり、OECD の類型に分類できないのでその他にまとめている。 
項目ごとに四捨五入しているため、合計が一致しない場合がある。 
（資料）OECD Fiscal Decentralisation Database(OECD ウェブサイト)により作成。 
2. 所得再分配機能と日本の地方財政制度の混迷 
1 節でみられる日本の地方財政制度における状態は、戦後から続いている。国と地方の政府
間財政関係の調整(垂直的財政調整)により、地方自治体に多くの行政任務が配分されている3。
しかし、行政任務における決定権限と執行権限が対応していない状態や行政任務が多く地方自
治体に配分されているにもかかわらず、地方自治体に行政任務に対応した課税権が配分されて
いない状態は、地方分権ではなく、中央集権と呼ばれている。 
戦後、日本の地方財政制度の特徴として、地方自治体は、機関委任事務により国の決定に従
い事務を執行しなければならなかった。つまり、「行政任務における決定と執行の非対応」の
                                                  
2 本章で使用した OECD のデータは、国の一般財源と地方税のみを対象とし、社会保険を含まない。 
3 神野・小西(2014、34-35 頁)を参照。 
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状態にあった。平成 12 年 4 月に機関委任事務は廃止、法定受託事務に改められたが、法定受
託事務でも地方自治体は受託された事務を国の決定に従い、執行しなければならない。また、
自治事務であっても法令で事務の執行を詳細に規定されると、地方自治体は国の決定どおりに
執行せざるをえない。 
また、「行政任務と課税権の非対応」は、国税と地方税との税源配分が、中央政府と地方自
治体との事務配分と対応していないことを意味している。平成 12 年以降、法定外税の創設や
三位一体の改革により所得税から個人住民税への移譲が実施されたが、行政任務と課税権が対
応していない状況はほとんど変わっておらず、地方自治体は行政任務を遂行する財源を中央政
府からの財政移転によって統制される。 
ここで、所得再分配機能と垂直的財政調整の関係について、1 節による日本の財政の特徴と
併せて考えてみる。まず、「小さな政府」は所得再分配機能の縮小と関わる。戦後から、日本
における所得再分配機能は、国と地方が分担し、サービスは市町村を中心に地方が実施してき
た。近年では、社会保障施策は国の重点分野として掲げられ、年々歳出は増加しており、政府
の大きさはアメリカに比して大きくてもよいはずである。考えられるのは、財政再建により社
会保障サービスが選別主義に基づいて提供されていることである。対象者を選別、特定するこ
とで、歳出は抑制の方向に動く。また、選別主義によるサービスは、全国的に画一された基準
で行われるので、決定権限は国にあり、「行政任務における決定と執行の非対応」の状態とな
り、中央集権の方向に動く。近年は、所得制限により自己負担が増額されるサービスも多くな
り、所得再分配機能は拡充しても、その効果は限定的であり、しかも中央集権的に実施される。
これは、集権的な「小さな政府」につながり、国の指向とは逆方向となる。 
一方、「行政任務と課税権の非対応」の状態について、近年は、国の施策である社会保障関
係の補助事業が増加する一方で、財源の国庫補助負担金の比率は低下しており、地方負担分が
増加しているが、その地方負担分は地方交付税により財源措置がされる。しかし、財政再建の
ため、地方財政計画の歳出総額の増加率が抑制傾向にあり、実際の地方財政運営では、補助事
業が優先され、その地方負担分に多くの一般財源が充てられることになる。また、単独事業で
も法令により実施しなければならない事業がある。結果として、特に、財源が豊かではない自
治体では、ニーズの多様化や地域の実情に応じた地方自治体独自のサービスは、優先順位が低
くなる。地方自治体独自のサービスは、地方税を主とした自主財源で賄う必要があるが、課税
権が厳しく統制されているので、サービスの提供は抑制の方向に動く。つまり、歳入が制約さ
れると、歳出も制約されてしまう。これは、集権的な「小さな政府」につながり、国の指向と
5 
は逆方向となる。 
総じて、日本では、「ヨーロッパ社会モデル」と「アングロ・アメリカンモデル」の二つの
相反するモデルの指向や、垂直的財政調整による「行政任務における決定と執行の非対応」と
「行政任務と課税権の非対応」の二つの非対応によって、地方財政制度が混迷を極め、地方財
政の所得再分配機能が弱まることが懸念される4。 
3. 本論文の構成 
以上のことは、「財政連邦主義(fiscal federalism)」の視点から分析できる。財政連邦主義と
は、異なるレベルの政府の機能や政府間財政関係のあり方を探究するものである。マスグレイ
ブがアメリカにおける連邦国家の効率的な財政構造のあり方について分析したことが始まり
とされているが、近年では、政治形態に関係なく研究が行われている。特に、所得再分配機能
について、先に述べたとおり、国が担うべきか、もしくは地方が国と分担するべきかの議論が
ある。筆者は、生活保障のために、住民の生活に直接かつ密接した社会保障サービスは地方自
治体が担うことが不可欠であると考える。社会保障サービスの多くを地方自治体が担ってきた
が、それは、地方自治体による所得再分配機能が重視されてきた側面もあるが、国による行財
政改革の推進などによる側面もある。これまで、国庫補助負担金事業の見直しや三位一体の改
革による税源移譲、社会保障・税の一体改革による地方消費税の引上げ(税源配分)などが実施
されてきたが、行政任務に見合う課税権が地方自治体に配分されていない状況は続いている。
地方自治体による社会保障サービスが重点施策となっても、課税権が制約されていることで、
サービスの実施に影響が及んでいることが考えられる。近年では、財政再建が喫緊の課題とな
っており、地方交付税が大きく増額となる可能性は低い。したがって、地方自治体が所得再分
配機能を担うために、必要な財源が確保できる歳入の自主性や課税権の配分を高めることで、
社会保障サービスの実施を制約することがない地方財政制度を構築するのが重要であると考
える。 
本論文では、財政連邦主義を「地方財政制度において、各政府レベルへの財政機能の配分や
事務配分と、それらの配分に見合う適切な財政権限の移譲を求める考え方」と定義し、これに
基づき、日本の社会保障サービスにおける地方財政制度と運営の実態を解明し、地方自治体が
社会保障サービスを自主的・自立的に提供することができる地方財政制度の構築に向けた課題
                                                  
4 政府による所得分配機能は、国税と地方税のみによるものではなく、社会保険制度によるところも少なくな
いと考えられる。しかし、本論文は、社会保障制度による所得分配機能を論述の対象としていないことに注意
されたい。 
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を考察する。 
第 2 章では、財政連邦主義について、財政学の二つの潮流に則って、政治経済学の視点か
ら、市場原理に基づく公共部門の効率化が公共の利益と整合的であるとする「経済学的視点」
と、協力原理に基づき、結節点としての公共部門の必要性を強調する「財政社会学的視点」と
の二つの観点に基づいて議論を整理し、所得再分配機能に着目して、財政連邦主義の類型化を
試み、日本の地方財政制度の運営における視点を考察する。 
第 3 章では、第 2 章の財政連邦主義の分析に照らして、戦後から現在までの国と地方の財
政関係と所得再分配機能について、事務配分や税源配分、財政移転の観点から整理し、今後の
日本の地方財政制度の展開の方向性を考察する。 
第 4 章から第 6 章では、日本の地方自治体が担う所得再分配政策のうち、低所得者に関連
する社会保障サービスや税制を取り上げ、財政連邦主義の視点を踏まえて分析する。 
第 4 章では、財政連邦主義の議論では国が担うべきとする現金給付の所得再分配機能であ
る生活保護について取り上げる。生活保護は、歳出面では全国画一的な基準で実施されるので
決定権は国にあるが、経費負担については、国と地方で分担されており、地方負担については
地方交付税で措置される仕組みとなっており、国による全額負担と同様の意味をもつ。それに
対し、保護率が高い地方自治体からは地方負担に対する財源措置が十分なされておらず、算定
方法に問題があるとの指摘がある。ここでは、保護率が全国的にみると例外的に高い門真市の
事例から、生活扶助等の保護費に対する地方交付税の財源保障について、交付税単価と実額単
価の較差とその単価差によって生じる生活扶助等の保護費の一般財源過不足の状況について
検証し、財源保障の考え方とあり方を考察する。 
第 5 章では、現物給付の所得再分配に係る医療保障のうち、市町村国民健康保険について取
り上げる。Boadway and Shah(2009)による財政連邦主義の議論では、医療は準私的財である
が、所得再分配機能として重要なサービスと位置づけられ、地方政府がその機能を果たすのが
望ましいとする。ただし、日本のように、市町村単位で組織された医療保険制度は例外的であ
り、多くの国では、州や県といった広域自治体によって実施されている。また、制度上、加入
者は高齢者や低所得者が多く、市町村の国保財政は悪化している。ここでは、国保の財政運営
を制度と加入者の所得水準に着目して、自治体だけの努力によってこれらに関連する問題を解
決しがたい状況であることを検証し、国保が都道府県と市町村の共同運営へ向けて解決すべき
国保の財政運営の課題を考察する。 
第 6 章では、地方税における基幹税である個人住民税における非課税限度額を取り上げる。
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非課税限度額制度は、税制による所得再分配機能として活用されているが、個人住民税には課
税最低限も存在する。財政連邦主義の議論では、地方の課税権の制約の視点から、地方税の基
幹税である個人住民税にどの程度、所得再分配機能をもたせるべきかについて考慮する必要が
ある。ここでは、現行の非課税限度額制度を精査し、非課税限度額制度の意義と、個人住民税
にどの程度の所得再分配機能を配分すべきかについて考察する。 
最後に、日本の地方財政制度の新たな構築に向けた課題を整理する。 
 
なお、初出および書下ろしは次のとおりである。 
第 2 章：書下ろし 
第 3 章：書下ろし 
第 4 章：「生活保護に対する地方交付税の財源保障－大阪府門真市における交付税単価と実
額単価による分析－」『日本地方財政学会研究叢書』第 19 号、2012 年 3 月(日本
地方財政学会)。 
第 5 章「市町村国保の運営の限界に関する実証的分析」(日本財政学会第 69 回大会報告論
文、2012 年 10 月)。 
第 6 章：「個人住民税の非課税限度額に関する考察」『経済学論究』第 67 巻第 4 号、2014 年
3 月(関西学院大学経済学部研究会)。 
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第2章 国と地方の財政理論の分析 
1. 国と地方の財政関係をめぐる議論の視点 
国と地方の財政関係、財政における集権か分権かという問題は、近年、先進国、発展途上国、
大国、小国を問わず国際的潮流となっている。地方分権を進めるにあたり、国家統治機構の再
編成として、国家の統合・統治と地方自治の拡充のバランスをどのようにとるかが重要な論点
となる。 
地方分権が要請される背景には、経済社会の発展に伴う行政需要の多様化や地域的特性に対
応するという社会経済的要因、地方政府の自主的・自立的な財政運営に向けて中央と地方の財
政機能配分や税財源配分を再検討するという財政的要因、モノやサービスの自由な移動に伴う
地域間競争や国際的競争に対し、地方政府に権限と財源を与え、企業と連携して地域経済の活
性化を図るという経済のグローバル化の要因などがあげられる。また、地方の自主権を望む政
治的イデオロギーが分権推進の動機にもなりうる。 
世界各国の分権化の傾向について、Bennett(1990)は二つの主要な局面があるとする。一つ
は、「政府間関係(中央政府と地方政府)」、もう一つは「政府と市場の関係」である。中央政府
から複数の地方政府への権限や財源等の移譲は、集権的意思決定から分権的意思決定への移行
であり、また、中央・地方政府部門から市場や非政府部門への資源配分決定権の移譲も、集権
的意思決定から分権的意思決定への転換である1。 
政府間財政関係に関する諸問題に対する分析として、第 1 章で定義した財政連邦主義があ
げられる。財政連邦主義は、事実解明的(positive)もしくは規範的(normative)の観点から、
異なるレベルの政府の機能や政府間財政関係のあり方を探究するものである。空間的側面から
連邦国家の効率的な財政構造のあり方についてアメリカを中心に発展し2、近年では、政治形
態の連邦国家や単一国家に関係なく、議論されている。また、国と地方の財政関係における集
権化や分権化は、中央政府と地方政府の規模というよりも、歳入と歳出に関する意思決定権と
執行権が中央政府と地方政府のどちらに所在するかという権限や権能の配分の問題である。政
府間財政関係においてとりわけ解決すべき課題として、Bird(2000)は、(1)歳出面での委譲・
                                                  
1 日本では、通常、前者を分権化、後者を規制緩和とよぶ。 
2 マスグレイブの議論では、地方政府は財政需要と財政能力にはほとんど関係がなく形成されてきたが、大都
市圏の発展が地域的な生活様式の急激な変化をもたらし、地域の財政構造を考え直す必要がある場合に、財政
効率は一つの重要な要素であるとする。また、種々のサービスは、地方的、州的、国家的あるいは世界的広が
りの便益の範囲をもつとし、空間的に効率的な財政構造のあり方を議論しており、財政的集権に賛成か反対か
についての一般的前提は全く存在しないとしている(Musgrave 1969, pp. 292-96)を参照。 
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移譲(assignment)、(2)課税などの歳入面での委譲・移譲、(3)歳出面と歳入面での委譲・移
譲が解決した後に生じる中央政府と地方政府全体の財源の偏在を是正する垂直的財政調整、
(4)地方政府間の財源の偏在を是正する水平的財政調整、の四つの項目をあげている。 
こうした地方分権改革や地方財政制度のあり方をめぐっては、二つの視点に基づいて整理す
ることができる3。一つ目は、「経済学的視点」から、経済学の理論や分析手法を用いて議論を
展開するものである。「経済学的視点」では、財政を経済理論的に究明し、特に経済事象に焦
点をあて、公共経済と市場経済という経済システムとの関連で分析、競争(市場)原理に基づく
公共部門の効率化が公共の利益と整合的であるとの考え方を特徴とする。二つ目は、「財政社
会学的視点」から、財政を経済現象と非経済現象の結節点と捉えてこの二つの相互関係から議
論を展開するもののである。「財政社会学的視点」では、財政を政治・経済・社会との関連で
社会現象として考察し、協力原理に基づき、市場経済と共同経済(財政)は密接な関係があり、
特に結節点としての公共部門の必要性を強調するという考え方を特徴とする。 
本章の目的は、これら二つの視点から財政連邦主義の議論を整理し、日本の地方財政制度の
運営における視点を見出すことにある。近年の日本の地方分権改革は、1990 年代から本格的
に展開されている。しかし、1980 年代の行政改革、1990 年代の政治改革、財政再建の流れを
併せ持つため、地方分権改革の目的とする方向とは反対に動いている。特に、財政面における
地方分権により、地方財政の状況は改革前の状況よりも悪化している状況がうかがわれる。以
下、国と地方の財政関係について、財政機能と財政権限の配分に着目し、これまで展開されて
いる主な財政連邦主義の議論を整理し、所得再分配機能に着目して、財政連邦主義の類型化を
行い、日本の地方財政制度の運営における視点を考察する。 
2. 経済学的視点による財政連邦主義の議論 
この節では、アメリカを中心とする経済学的視点をもとに展開された政府間財政関係の議論
を考察する。 
2.1. 消費者主権の地方財政制度 
ここでは、消費者主権に基づく分権論について、Tiebout(1956)の地方公共財の理論と
                                                  
3 神野(2007)によると、現代の財政学は、ケインズ経済学に基づく財政学を継承した「新古典派統合の財政
学」と正統派財政学を継承した「財政社会学」という、大きく二つの潮流に分類することができるとする。こ
こで示す地方分権や地方財政制度のあり方をめぐる二つの接近法はこの見解に基づいている。また、持田
(2004)では、ヨーロッパ諸国における地方分権化の進展に関連し、地方財政モデルの比較を行っている。 
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Buchanan(1965)のクラブ財の理論を取り上げる。 
ティブー(C. Tiebout)の地方公共財の理論は、独自の施策を行っている自治体が複数存在し、
公共財・サービスに関するさまざま見解をもった住民が自分の選好に最もあった地域を選択
し、もし住民がその支払いに対して自治体のサービスに不満があるならば他の地域へ移動し、
最終的には、住民が満足する状況が実現するというものである。個々の自治体が地方公共財と
租税の組合せをみずから設定し調整することができ、住民が自身の選好にあう公共財・サービ
スと租税の組合せを求めて自治体間を自由に移動することができれば、両者はみずからの求め
る自治体や住民を見出すことができる。こうした自治体と住民のプロセスを「足による投票」
(voting with the feet)とよぶ。 
この関係は、需要と供給が自由に形成されるのであれば、結果的に最適な取引数量と価格が
成立するという、競争市場の論理に対比するものであり、このメカニズムを地方公共財に関し
て擬制的に構築できるというものである。このティブーの理論は、地域的に便益と経費負担の
波及範囲の限定された純粋公共財の供給およびその経費負担としての租税が自治体ごとに独
立的に決定・実施されている状態、つまり、公共財の分権的な供給システムができれば、社会
全体がフリーライダーを回避することができるとする4。 
また、Buchanan(1965)のクラブ財の理論では、地方政府が供給するサービスは、どれくら
いの人数で共同消費するのが望ましいかについて、便益と費用の観点から考察している。ブキ
ャナン(J. Buchanan)の理論は、地方自治体は一種の「クラブ財」的要素をもっており、ある
公共財・サービスの供給は、それが排除可能な私的財に近いものであっても、供給の対象とな
る人数によって費用対効果が変化する。そこで、クラブを作ってその財の供給を行えば、安価
に財・サービスの供給が可能になる。つまり、地方自治体をクラブと考えれば、多くのサービ
スを効率的に供給することができ、排除可能であるため、フリーライダーのようなモラル・ハ
ザードを克服できるという。 
ティブーやブキャナンの議論は、地方公共財とそれに対する税負担の組合せを個人が自身の
選好やニーズに基づいて選択することでみずからの効用を最大化するという消費者主権の地
方財政システムであるといえる。また、分権的な地方政府の活動によって便益の範囲が空間的
に限定されている地方公共財の効率的配分が自動的に達成可能であるというこれらの理論に
基づくと、国家による財政調整制度の必要性の根拠はないと考えられる。 
                                                  
4 ティブーの議論についての解釈は、原田(2005)を参照した。 
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2.2. 財政の機能と政府間財政関係：Musgrave、Oates による財政連邦主義 
政府間財政関係に関する諸問題について、マスグレイブ(R. A. Musgrave)やオーツ(W. E. 
Oates)は、財政の機能の観点から、「財政連邦主義」として議論を展開している。財政の機能
について、Musgrave(1959, 1969)は、資源配分、所得再分配、経済安定の三つに総括してい
る。資源の最適配分、所得分配の公平、経済の安定成長という基本的経済課題に対し、公共サ
ービスを供給するのに、三つの財政機能をどの政府レベルに配分するのが最も効率的か、公共
サービスの財源は連邦、州、地方のそれぞれの組織でどのように調達されるべきか、について、
経済理論に基づいて展開をしている。 
マスグレイブは、公共部門が資源配分、所得再分配、経済安定の三つの機能を遂行するにあ
たって、中央政府は、経済の安定、公平な所得分配の実現、そして社会の全構成員の厚生に大
きく影響するような公共財の供給に第一義的責任をもち、地方政府は、これらの活動を補完し、
それぞれの行政区域の住民にのみ第一義的利益のある公共財・サービスを供給することが望ま
しいとする5。Oates(1972)は、この命題を「分権化定理(decentralization theorem)」とする。
分権化定理によると、ある財の消費が総住民数の地理的部分集合に限定され、かつ供給費用に
ついて地方政府が供給する場合と中央政府が供給する場合とが同じであるような公共財に関
しては、地方政府がパレート効率の水準を供給するほうが、中央政府により特定の一律水準を
供給するよりも、少なくともより効率的である(厚生水準は高くなる)という。 
所得再分配機能は、元来、地方の政策に関するよりはむしろ国家の政策に関する問題である。
地方財政が所得再分配機能を担い、所得再分配政策を地方政府ごとに実施すれば、所得再分配
政策の手厚い地方への貧困者の流入、富裕者の流出という人口移動が生じてしまうからであ
る。また、経済安定化機能も同様に地方よりも国家の政策である。地方財政が経済安定化機能
を担い、景気対策を実施した場合も、その効果が他の地域へもスピルオーバー(漏出)してしま
うからである。 
政府間の税源配分について、Musgrave and Musgrave(1989)は、効率性の観点から、先に
述べた財政の機能配分に基づき、包括的累進所得課税や移動性の高い税源は中央政府に配分さ
れ、応益課税の性格を有する税目は地方政府に配分されるとする。この原則に基づくと、累進
的な個人所得税や法人所得税、相続税、天然資源税(natural resource tax)は中央政府に、弱
い累進度あるいは一様な税率構造の個人住民税、域内源泉の個人所得税と法人所得税、小売売
                                                  
5 マスグレイブは、あるサービスは国家的単位が、他のサービスは州的単位が、さらに他のサービスは大都市
圏的あるいは地方的単位が、必要とされるとし、このことは「より上位」レベルの政府と「より下位」レベル
の政府という階層的序列づけではないとする(Musgrave 1969, p. 296)を参照。 
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上税は中位(middle level)政府に、固定資産税、支払給与税(payroll tax)、使用料・手数料は
最下位の地方政府に配分されるべきであると主張する。Oates(1972)は、ブキャナンのクラブ
財の理論と類似した地方公共財の供給の議論を展開しており、便益と費用の観点から、住民は
供給される財への見返りとして地方税を支払うという応益課税を重視する見解を示している。 
政府間財政移転について、Oates(1972)は、分権によって生じた地域間の外部性の問題に対
し、上位政府からの特定補助金によって便益のスピルオーバーを調整する場合があること、水
平的公平を維持しながら実質所得の分配における好ましからざる偏りを防ぐためには上位政
府からの一般補助金が役立つことを主張する6。 
分権的財政制度(税源分離)の立場によって、租税輸出(tax exporting)や租税競争(tax 
competition)が生じ、公共財・サービスの供給が非効率な水準になりうることから、中央政府
と地方政府が同一課税ベースの課税、課税面での中央政府の責任分担を大きくし、その収入の
一部を交付金・補助金のかたちで地方政府に移転するという支出と課税の分離の考え方に対
し、Oates(1972)は、支出と課税とのつながりはできるだけ明確にしておくこと、そして個々
人が公的施策の費用と便益を評価できるようにしておくことが望ましいとし、支出と課税の分
離には否定的な立場である。 
このほかに、マスグレイブは、これまで議論してきた地方政府による公共財・サービス、す
なわち道路、上下水道などは社会財とし、それとは区別して価値財(merit wants)の議論を展
開している7。価値財とは、私的財として供給することが可能であっても、社会的に重要とみ
なされるので公的に供給されることが望ましいとされる財やサービスであるという。たとえ
ば、無償教育サービス、無償医療サービス、フードスタンプや低家賃住宅などの現物給付など
である。社会財と価値財との区別は、社会財は消費者選択(個人的欲求)に基づくものとし、一
方、価値財は時の政権の選好基準を反映し、個人消費者による集合的選択(強制的欲求)に基づ
くものと整理している。消費者選好への干渉によって価値欲求が充足されるとし、共同社会の
                                                  
6 オーツの一般補助金の見解は、Buchanan(1950)、Scott(1964)、Musgrave(1961)の議論から示唆されたも
のである。Buchanan(1950)は、地方政府間の財政均等化に否定的であり、この見解は地域間の財政均等化は
個人の段階で基礎づけられるべきであり、「等しい人々は等しく取り扱われるべきで、異なる州の住民である
という事実で差別的に取り扱われるべきではない」という公正の原理に基づいている。Scott(1964)は、連邦
制のもとでは中央政府と各地方政府が独自に等しい者を等しく扱えば十分であり、完全な水平的公平の達成
が連邦制の主要な目的ではないとし、ブキャナンの議論に批判的で、地域間の財政均等化をはじめとするすべ
てにわたる水平という問題を単純に無視できると主張する。Musgrave(1961)は、ブキャナンの議論の現実的
な重要性を疑い、地域間で所得水準が異なることは連邦制のもとで発生する多くの水平的不公平に関する一
要因にすぎず、必ずしも最も重要な要因ではないとし、「すべての州は財政的に等しい地位におかれるべきで
ある」という、連邦主義の財政哲学に基づいて地域間の財政均等化を主張する。 
7 Musgrave (1969, pp. 11-12)を参照。 
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ニーズ(communal needs)の概念は、経済学の枠組みのなかでの分析に適さないとする
(Musgrave 1959, 1969; Musgrave and Musgrave 1989)。 
現物給付でも所得再分配機能は果たしうる8。したがって、価値財は所得再分配機能として
国家的広がりの便益をもつものであるので、中央政府がみずからそのサービスを決定し、提供
することもできる。あるいは、中央政府が下位レベルの政府に特定補助金を通じて価値財の提
供を行うこともできる。また、中央政府が地方政府のすべてもしくは特定の公共財・サービス
を価値財と考える場合、それらの財・サービスの支出を増加させるために、地方政府の支出全
体もしくは特定の支出のみに限られた定率の一般補助金が必要になる9。したがって、中央政
府は、地方レベルで決定される地方公共サービスの「不十分」な供給に対して、国民を保護す
る観点から、国の政府の仕事であるとした純粋に機能的な役割を超えて、国の政府が中央集権
的に役割を担うことになる10。 
このように、マスグレイブ、オーツの財政連邦主義は、地方政府に地方公共財・サービスに
ついての歳出と歳入の決定権や執行権を配分し、地方政府に対する中央政府による関与をでき
るだけ小さくすることで、政府全体として資源配分の効率性を達成できるという効率的分権論
の考え方の一つである。 
2.3. 政府部門の大きさと政府間財政関係 
地方分権の視点として、先に述べた政府間財政関係のほかに、分権化と政府部門の大きさと
の関係についての議論がある。ティブーの議論やマスグレイブ、オーツの財政連邦主義の議論
は、慈悲深い政府(benevolent government)を想定しており、人々の厚生水準を高めることを
目的として、マスグレイブの示した財政の機能についての国と地方の政府間配分を考えてい
る。それに対し、Brennan and Buchanan(1980)は、マスグレイブ、オーツらの財政連邦主義
を「伝統的／正統派財政連邦主義の理論(convenrional or orthodox theory of fiscal 
federalism)」と呼び(Brennan and Buchanan 1980, p. 174)、この分析には暗黙のうちに「公
共性の範囲」が含まれていると指摘する。公共選択論では、公共部門の領域が市民主権と独立
に与えられるものではなく、合理的な公共的意思決定とそれを具体化する政治的プロセスで決
められ、そこでは過大な中央政府の活動や中央集権的な非効率な政府機能が発生する、すなわ
ち「政府の失敗」が生じるとする。こうした政府の失敗に対し、地方分権や課税権の分散が全
                                                  
8 Musgrave (1969, p. 81)を参照。 
9 Musgrave (1969, p. 309), Musgrave (1980, p. 530)を参照。 
10 Musgrave (1969, p. 309)を参照。 
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面的あるいは部分的に直接的規制としての有効的な代替手段となりうるか、という点が公共選
択論での関心事である11。 
また、政府の失敗に対し、公共選択論では、政府部門や非市場部門におけるルールや制度改
革を重視している。一方、新自由主義(ネオリベラリズム)の観点からは、政府部門(特に中央
政府)の縮小化あるいは最適化を重視している。ネオリベラリズムは、市場機構に欠陥がある
場合でも政府の失敗はそれ以上に大きいので、安易に政府は介入すべきではないとし、政府活
動の縮小化と分権化を主張する。つまり、公平な所得や富の分配への政府の関与はできる限り
行わず、規制緩和や民間活力による市場部門の拡大によって政府部門の大きさ自体を縮小す
る。これが、「小さな政府」や「自己責任」という主張に表れている。 
ここでは、政府の大きさと政府間財政関係について、「政府と競争の関係」、「政府部門と民
間部門の関係」の二つの視点から、Brennan and Buchanan(1980)の政府間競争に基づく連
邦主義とワインガスト(B. R. Weingast)、チィェン(Y. Qian)の市場維持的連邦主義を取り上
げる。 
2.3.1. Brennan、Buchanan の内部競争的連邦主義 
Brennan and Buchanan(1980)は、市民の厚生を損ねてでもみずからの利益を追求するも
のとするリヴァイアサン(Leviathan)として政府を想定し、分権化による政府間競争が政府の
税収極大化行動を阻止できるとし、みずからの立場を「内部競争的連邦制(internally 
competitive federal polity)」と呼んでいる(Brennan and Buchanan 1980, p. 183)。ブレナ
ン(G. Brennan)らは、最適な連邦制について、生産資源の地域的固定性、住民の等質性、中
央政府、地方政府の課税権に対する明示的な憲法による制限の有効性を主張している。また、
多数の政府を競争させることで、地方政府による財政的搾取(fiscal exploitation)の可能性や
課税権行使における政府間の結託の可能性が低くなり、財政は効率化するとし、政府間競争に
よる規律づけをブレナンらは主張する12。 
                                                  
11 公共選択論による地方分権のメリットは次の三つに整理できる(貝塚 1994; 川野辺 2005; 原田 2005 を参
照)。(1)Niskanen(1971)による予算最大化をめざす官僚機構の行動原理について、地方政府間の競争が拡大
された予算に応じた税負担の上昇を阻止する(住民の移出が地方政府に規律を与え、支出拡大を抑制する)可
能性があること、(2)代表民主制のもとでの立法府と行政府の一体化した政府の形成が独占下の企業における
利潤極大化行動をとるという Breton(1974)の議論や、多数決原理は結託や個別利害の尊重をもたらし、政府
規模が拡大するという Tullock(1959)の議論といった独占者としての政府について、地方政府間の競争によっ
て独占者としての政府の地位が崩れる可能性があること、(3)予算最大化行動を追及するリヴァイアサン
(Leviathan)としての政府について、地方政府間競争により阻止できること(Brennan and Buchanan 1980)。 
12 Brennan and Buchanan(1980)は、公共部門の効率化(縮小化)について、このほかに、公共性の範囲(消費
における規模の経済)は、政府の管轄区域の規模と公共性の範囲を対応させるという正統派の分析は妥当であ
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課税権について、人や資源の移動が上位政府に比べ下位政府を厳しく制約するので、最下位
の政府への課税権の配分は、人頭税や固定資産税のような歪みの少ない税が適当であるとし、
政府の課税手段の行使は、人や資源の移動が規律となって抑制されるという。また、下位レベ
ルの政府間に競争的圧力を緩和するような制度的再編成を求める圧力が高まった場合、すべて
の下位政府に均一の税体系を確立し、上位政府が追加収入の分配や下位政府間の協定を監視す
ることが考えられるが、こうした収入の分配は、政府間競争という連邦主義の目的を覆すもの
であるとし、望ましくないとする。選挙による選択が制約として機能している状況では、支出
と収入の決定は同一の政府レベルで責任をもつべきであり、他の政府と協定を結んで均一税率
を定めることを行ってはならないとし、追及すべきは、個々の政府間の租税結託(tax 
collusion)よりも租税競争(tax competition)であると主張する。 
政府間補助金に関し、補助金の正当化に関する伝統的な議論として、(1)政府間のスピルオ
ーバーへの対処としての移転支払、(2)徴税行政の規模の経済から中央政府(上位政府)による
下位政府の支出のための徴収と基金の分配、(3)地域間で所得や人口の格差是正に対する上位
政府による地域間の所得再分配、の三つをあげ、これらは公共選択論の視点から議論の余地は
ないとする。(3)は議論の範囲外であり13、(1)と(2)は原則的に重要な主張であるが、連邦主
義の経済理論の他の側面と同様、慈悲深い専制君主としての政府モデルを仮定しているので、
この二つも議論の枠組みから外れるとする。 
ブレナンらは、こうした財源をめぐる政府間競争と政府の課税権の行使に対する人と資源の
移動反応が、課税権に対する明示的な財政的制限の部分的あるいは完全な代替物となることを
重要視している。しかし、この議論はリヴァイアサンの財政的欲望全般の統制手段として、課
税権をさまざまな政府レベルに分散する論理的根拠を示すという限られたものにすぎないと
し、全体として経済への政府の介入は小さくあるべきであるとブレナンらは主張する。 
地方分権化と政府の大きさに関するもう一つの議論として、地方分権による国と地方の政府
間関係の再構築によって、政府と市場経済の関係が再構築され、市場への政府の介入が抑制さ
                                                  
るとしながらも、政府間競争による公共部門の効率性の効果を相殺してしまう可能性があるとし、また、政府
や事業部局の統合による行政機構の規模の縮小(財政的統合)は財政的搾取を相殺する潜在力がある、という。 
13 公共選択論においては、個々人に帰着する便益と公共財の費用負担との差額について、同一所得の個人間
において均等化することを公平とみなしてきた。つまり、国全体としての財政構造には中立性が求められ、そ
こでは個人レベルにおいても水平的公平が達成されるとし、水平的公平が効率性と両立するものであり、垂直
的公平に関する議論には触れられていない。それは、個人が支払った以上の便益を享受することが不公平であ
るからである。また、資源配分と所得再分配について根本的に区別しており、この二つはそれぞれ別の手続き
として扱われなければならないとする。所得再分配の決定は立憲段階において決定され、政府は資源配分の効
率性の改善に関する決定のみとする。したがって、所得再分配を目的とする垂直的公平のイデオロギーが社会
によって避けられない場合、立憲段階において見直しを行い、社会契約を変える立憲改革が必要となる。 
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れる可能性があり、市場機能が維持され、政府部門が縮小化されるという、市場重視型の分権
論が展開されている。ワインガストやチィェンは、先の公共選択論や政治経済学に加え、情報
の非対称性、産業組織論の視点から、政府の自己利益の追求が経済発展をもたらすと主張し、
みずからの立場を「市場維持的連邦主義(market preserving federalism)」と呼んでいる
(Weingast 1995, p. 1)。 
Weingast(2007)は、市場維持的連邦主義の形成するための必要条件として、(1)政府間の権
限配分が明確であること、(2)下位政府(地方政府)が当該地域内の経済に対する規制や公共財・
サービスの主な権限を保持していること、(3)中央政府が生産要素の移動を保障する共同市場
(common market)の監視権限を保持していること、(4)政府間財政移転や借入に制限があり、
下位政府(地方政府)がハードな予算制約に直面していること、(5)政府間権限配分が制度化さ
れており、中央政府による自由裁量的で一方的な制約を受けていないこと、の五つの項目をあ
げている。 
こうした条件を満たすことで、中央政府は国防などの国家公共財の供給に特化することでそ
の財政規模を縮小化でき、また、政府間競争が地方政府や関連機関の予算のソフト化や市場へ
の政府の介入を抑制し、税収極大化や自身の利権に関心を払う利己的な地方政府に対し効率的
な財政運営を行うように誘因づけるという。また、政府は、当該地域を競争上比較劣位にする
規制や課税などの域内企業に対する過大な経済的・政治的負担、斜陽産業に対する支援等を行
うのではなく、市場への介入を抑制することで地域経済を発展させ、併せて政府自身へのレン
ト(税収等)を高めようとし、その結果、市場経済の発展が促進されるとワインガストらは主張
する。 
2.3.2. 政府部門の大きさと政府間財政関係の様相 
地方分権化と政府部門の大きさについての議論は、分権化が政府の失敗への対処の一つの手
段という視点から、政府部門を縮小化する、いわゆる「小さな政府」を実現するためには、政
府間競争による規律づけや規制緩和による競争促進策など政府の市場への関与を抑制するこ
とが重要であるとする。確かに、企業や家計が地域間を自由に移動できるのならば、生産要素
が流出しないように地方政府はできるだけ効率的な財政運営をしなければならなくなる。した
がって、地方分権による地方政府への課税権の移譲や財政移転などのルールの改革が地方政府
間の競争を誘発して税収極大化を意図するリヴァイアサンとしての地方政府に財政規律をか
けることができるという見解は評価できる。その一方で、地方分権による政府間財政移転の制
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約や市場機能の促進によって生じうる地域間格差を容認する見解であるといえる。 
2.4. 小括：経済学的視点による政府間財政関係 
以上のように、ティブーの議論やブキャナンの議論は、その社会を形成する人々の選好を最
もよく表すような財・サービスの組合せが供給されるとき、経済効率が達成されるというもの
である。また、マスグレイブらの財政連邦主義の議論は、ティブーやブキャナンの議論を根拠
とし、地方政府を住民が共同の問題を解決するために自発的に結成したクラブとみなし、そこ
では公共サービスの受益と負担が明確化され、効率的な資源配分が達成できるとし、その視点
から政府間財政関係のあり方を議論したものである。 
一方、公共選択論が主張する政府の失敗が生じているかどうか、政府活動についての利他的
なインセンティブは考慮されず、個人主義から導かれたリヴァイアサンとしての政府を想定に
することについての異論はあるが、ブレナン、ワインガストらの論点は、先の議論と同様に資
源配分の効率性である。いずれの議論も、国と地方の機能分担や税源配分を明確化し、政府間
財政移転は限定的であるとする。このように、経済学的視点からは、特に効率性を重点に置い
て、望ましい政府間財政関係や政府と市場の関係の議論を展開しているといえる。 
3. 財政社会学的視点による財政連邦主義 
前節で述べた経済学的視点による政府間財政関係においては、効率性は達成できるが、地方
政府の機能を限定的にすることで中央集権的な政府間財政関係が形成されることになる。マス
グレイブらの財政連邦主義は、第二次大戦後の福祉国家の定着には妥当する。また、1980 年
代に展開された先進諸国における新自由主義に基づく福祉国家の再編の一つとして政府部門
の縮小することは、中央集権的な政府間財政関係を形成することになる。 
これに対し、1980 年代以降の福祉国家の再編において、前に述べた経済学的視点による財
政連邦主義の議論に対して、その妥当性を疑問視する議論が展開された。それは、巨大化する
中央政府の権限を地方政府に移譲し、地方政府の機能を拡充することが必要であるとする「財
政社会学的視点」による財政連邦主義の議論である。 
神野(1998, 2007, 2011)は、1980 年代から世界同時進行的に中央集権から地方分権へと転
換され、地方財政の機能の拡大する根拠を社会経済現象から必然であるとする。その主張は次
のとおりである。教育、医療、育児、養老といった福祉にかかる対人社会サービスは、家族や
コミュニティの相互扶助として無償労働で担われてきた。ところが、こうした対人社会サービ
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スを無償労働で担ってきた女性が、重化学工業からサービス産業や知的集約産業というソフト
な産業へと産業構造が転換すると、労働市場へと進出してくるようになる。そこで、対人社会
サービスが財政によって提供する必要が生じてくる。こうした対人社会サービスが普遍的に供
給されるようになると、現物給付つまりサービス給付が所得再分配機能をもつようになる。現
物給付は地域社会で営まれている多様な生活実態に合致させる必要があるため、地方財政が提
供せざるをえなくなる。したがって、地方政府の財政の機能が拡大していくことになる。 
そして、地方政府の財政の機能が拡大するにつれ、地方自治体が住民の共同意思決定に基づ
いて公共サービスを提供できるような地方財政が必要となる。そのためには、地方自治体に割
り当てられた行政任務が確実に遂行できるように、地方税の課税権が設定されていなければな
らない。そして、地方自治体に配分される税源あるいは課税権が拡大することに対応して、地
方自治体が自立すればするほど、相互に協力するという理念のもとに、一定レベルの財政水準
を保障し合う財政調整を有効に機能させるようにしなければならないという。 
ここでは、社会保障、生活基盤整備、環境保全、教育等の対人社会サービスを分権的に政策
展開している連邦国家であるカナダと単一国家である北欧諸国を取り上げ、それらの政府間財
政関係について考察する。 
3.1. 協調的財政連邦主義：Boadway、Hobson によるカナダの財政連邦主義14 
Boadway, Roberts, and Shara(1994)は、先進国における経験から、地方政府の機能として
公共的に供給される私的財(準私的財)の供給と所得再分配機能の部分的責任分担をあげてい
る。準私的財は現在その多くの部分は公的な機関によって供給されているか、または私的な供
給においても補助金などによってその供給が奨励されている15。準私的財を公的に供給するこ
とが正当化されるならば、それぞれの地域ごとにその地域の人々の選好にしたがって地方政府
が供給したほうが好ましいとする16。 
また、所得再分配機能の部分的責任を分担する地方政府の役割については、ある地方は現物
給付による所得再分配を好み、他地域は現金給付を好むというように、地域ごとに所得再分配
                                                  
14 カナダの財政連邦主義に関する議論は、Boadway and Hobson(1993)、Boadway and Hobson, eds(1998)、
Clark(1997)、池上(2006, 2008)を参照した。 
15 準私的財とは、たとえば、教育サービス、医療サービス、福祉サービスである。 
16 マスグレイブは、ヨーロッパ諸国では、個人的欲求である社会財と強制的欲求である価値財が混合し、価
値財は資源配分と同様に消費者選択に基づいて行われ、現実の社会では理論的な極端なケースはないことを
認めている(Musgrave 1969, p. 12)。ボードウェイらの議論は、マスグレイブの議論を発展させたものである
といえる。 
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の選好が異なっている場合には、地方政府によって供給がなされるほうが望ましいとする。ま
た、所得再分配機能を有している準私的財の供給が多くなっている。特に、教育、医療、福祉
における現物給付による所得再分配が重要性をもつてくるときには、地域の選好に従った所得
再分配が重要となってくる。したがって、所得再分配の部分的な責任分担が地方政府によって
なされなければならない場合が生じてくる17。したがって、理論的には、所得再分配機能と準
私的財のサービスが増加するときには、地方政府の役割が増加する傾向にある。ボードウェイ
らの議論は、次に説明するカナダにおける国と地方の財政関係を理論的に裏づけたものである
といえる。 
アメリカと同じ連邦国家であるカナダでは、平等化(equalization)が 1982 年憲法第 36 条
によって規定されており、社会的優先事項、社会支出について、連邦政府と州政府が協力して
行うことを定めており、中央政府と地方政府が責任を担っている。したがって、カナダにおけ
る所得再分配機能の政府間配分は、経済学的な機能配分に基づくものではないといえる。そし
て、州政府が協調して連邦政府との間で権限・財源をめぐる交渉が行われており、カナダでは
「協調的連邦主義(cooperative fiscal fedralism)」に基づく「分権的福祉政府」システムが根
付いているという(池上 2004 a)。 
カナダでは、政府間の権限配分が 1867 年憲法「第 6 章 立法権の配分」に明確に規定され
ており、新たな課題が生じた場合や権限配分を変更する場合には、憲法改正や憲法的性格を有
する新たな法律の制定が行われてきた。連邦政府の権限は、国防、外交・国際援助、全国的治
安、金融、老齢年金、雇用保険、経済政策など、州政府の権限は、保健医療、福祉、高等教育、
産業、交通、資源、環境などを担当している。地方政府(municipalities)では、学校区が州か
らの補助金と不動産税によって初等中等教育を運営し、市町村が道路、都市計画、上下水道、
廃棄物処理、治安・消防、文化などを主に担当しているが、地方政府は、州政府の管轄であり、
その権限は州ごとに異なり、州の政策方針が大きな影響を及ぼす構造になっている。 
また、連邦政府、州政府、地方政府が重複して役割を担っている分野があり18、協定や補助
金制度がそれを支える場合もある。さらに、州政府と地方政府が主に担う保険医療、天然資源、
環境、産業、交通・社会資本などについても連邦の省庁が設置されている。 
政府間の税源配分については、連邦政府と州政府が個人所得税、法人所得税、一般売上税、
酒税、たばこ税、燃料税など主要な税源を共有しており、州税と地方税の合計は連邦税を上回
                                                  
17 堀場(1997)を参照した。 
18 たとえば、先住民、移民、環境、警察、交通、住宅、危機・災害予防、芸術・文化、経済開発などである。 
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っている。地方税は、財産税が大半を占めており、不足する財源は主に州からの財政移転によ
って賄われている。州政府は、関税以外は、税目、課税標準、税率などを自由に決定すること
ができる。 
連邦政府と州政府の間での税源の重複や州政府ごとに異なる課税ベースや税率の設定によ
って複雑化している租税制度について、連邦政府は、州政府の課税権を尊重しつつ19、州政府
は、連邦政府と租税徴収協定(Tax Collection Agreement)を結び、連邦政府が連邦税と調和が
行われた州税などを州政府に代わって租税の代行徴収を行い、各州に配布する制度によって、
税制の調和(tax harmonization)をはかっている。租税徴収協定への参加は任意である20。 
政府間財政移転については、カナダでは州の課税権が強いが、その税収は支出権限を満たす
には不十分であり、連邦政府から財政移転として、平衡交付金(equalization payments)と包
括補助金(block grants)が交付されている。平衡交付金については、州間の水平的財政不均衡
を是正する平衡交付金が憲法で規定されている21。平衡交付金は、財政調整制度として、州ご
との財政需要の相違は考慮せず、各州の人口一人当たり税収を一定水準まで連邦政府が財源を
保障する使途制限なしの一般補助金である。 
包括補助金については、医療、福祉、高等教育への補助金を統合した実質上使途制限のない、
「税源移譲」を組み込んだ包括補助金として、カナダ保健医療移転(Canada Health Transfer; 
CHT)とカナダ社会移転(Canada Social Transfer; CST)が交付されている。CHT と CST は、
各州に対して「租税移転(tax transfer)」と「現金移転(cash transfer)」に分かれており、両
者の合計が人口一人当たり同額になるように配分される。租税移転は、連邦政府が補助金の一
部として個人所得税と法人所得税の税率を引き下げて、州税率を引き上げる余地(tax room)
をつくる、いわば税源移譲であり、これは 1967-77 年に実施されたものである。 
3.2. 行政的連邦主義：Rattsø、Lotz による北欧諸国の財政連邦主義22 
北欧諸国の政府間財政関係について、Rattsø(2003)は、北米大陸で発展したマスグレイブ、
オーツらの財政連邦主義を「伝統的財政連邦主義」とし、その議論はヨーロッパの地方財政の
                                                  
19 連邦政府は州政府が裁量的に税率を設定できるように、連邦税額の一定割合を減額(tax abatement)して、
州政府の課税の余地を残している。 
20 租税徴収協定の参加条件として、協定に参加する州政府は、連邦政府の課税ベースの定義を受け入れ、州
間共通の課税ベースの配分方式に合意しなくてはならない。 
21 平衡交付金制度は、1982 年憲法に規定される以前の 1957 年から実施されている。 
22 北欧諸国の財政連邦主義に関する議論は、Lotz(1997, 1998, 1999)、Rattsø(2003)、Söderström(1998)、
持田(2004)の 1 章、7 章、持田編(2006)の 12 章を参照した。 
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現実に関する説明力が弱いと指摘する23。伝統的財政連邦主義は、アメリカの地方財政システ
ムに基づいて構築された議論であり、規範的な性格が強く、それに対し、北欧諸国の財政連邦
主義(北欧型財政連邦主義)は、現実を描写するための方法的枠組みとしての性格が強いとい
う。ラッツオ(J. Rattsø)は、北欧諸国の地方財政システムは、経済学的な機能配分に基づく分
権化というよりも、行政上の便宜によって地方政府に社会サービスなどの供給が委任されてい
るとし、「行政的連邦主義(administrative federalism)」とよぶ(Rattsø 2003, p. 133)。 
北欧諸国の地方政府部門は、福祉国家の統合された一部であり、教育や医療といった主要な
福祉サービスは、行政上の効率性のため、中央政府の代理機関としての地方政府によって供給
されている。つまり、中央政府が所得再分配機能を地方政府に委任している。福祉国家の第一
義的目的は、公共サービスの効率的な供給ではなく、国全体に均一な福祉サービスを供給する
ことであり、こうした分権的な執行においては、中央政府からの財政移転、義務づけ、詳細な
サービス規制も同時に受ける。集権的な資金調達や階層的な行政統制が地方財政システムの財
政規律となり、市場による規律づけは必要ではないという。また、北欧諸国での地方財政シス
テムでは、資源配分の効率性がそれほど強調されない。その理由は、福祉国家の最優先事項は、
すべての住民に不可欠なサービスを提供することであり、公共サービスの供給は基本的な福祉
問題であるとみなされているからである(Lotz 1998; Rattsø 2003)。 
福祉サービスについて、北欧諸国では年金、児童手当、失業給付等の現金給付サービスは中
央政府が集権的に供給するが、老人福祉、教育、医療といった対人サービスは、地方政府が供
給している。地方税は、課税自主権を通じて必要な歳入を確保できるように、地方政府に国と
の重複課税型の伸張性に富んだ地方所得税が割り当てられている。地方所得税が基幹税とされ
るのは、多種多様なサービスの提供において地方政府に多くの決定権を与えることによって、
地方政府の説明責任が確保できることが理由の一つである。デンマークでは、地方所得税の税
率は累進税率ではなく比例税率であり、地方政府が決定する。スウェーデンでは、デンマーク
と同様に、地方所得税は比例税率であり、地方政府が決定するが、課税標準の決定と徴税は累
進的な所得税と合わせて中央政府が行う。 
政府間財政移転について、北欧諸国では自主財源比率が高いため、移転財源への依存度が低
くなっている。移転財源のうち包括補助金の占める割合が高く、その多くが一般財源となって
いる。一般補助金について、スウェーデンとデンマークでは、地方税が地方自治の財政的基盤
                                                  
23 「伝統的財政連邦主義」は、原文では「decentralied government in Musgrave-Oates-Tiebout 
tradition」と記述されているが、Rattsø (2003, p. 135)、持田(2004)の表記に倣った。 
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であって、一般補助金はそれを補完するために交付され、租税システムの構造的な赤字を補て
んする手段ではない。デンマークでは、一般補助金は地方政府の財政需要と税収予測の乖離を
埋めるために交付され、その利点は、教育、保健医療などの福祉・社会サービスの供給のため
に、景気変動による地方経済への打撃を阻止し、地方政府の財政の安定化を図ることである24。 
特定補助金については、北欧諸国では、その多くが経常支出目的であり、近年、地方の優先
順位に影響を与え、全国的な優先順位に合致させ、地方のサービス供給の効率性を改善するた
めに、特に雇用関係の補助金が交付されている25。フィンランドでは財政調整のために特定補
助金が交付されている。 
北欧諸国において財政調整制度が必要である理由として、(1)所得再分配的福祉機能が分権
化されている場合には、サービス水準の統一性を確保するために、地方自治体間の財政需要の
格差を平準化すること、(2)豊かな人々が低い税率で高水準のサービスを享受する租税回避地
を避け、低所得の自治体の税率が高くなることを回避すること、の二つがあげられている26。 
3.3. 小括：財政学社会的視点による政府間財政関係 
以上のように、カナダや北欧諸国の財政連邦主義は、アメリカを中心として発展してきた伝
統的財政連邦主義とは異なっている。カナダでは、連邦政府と地方政府のそれぞれの権限、社
会的優先事項や社会支出について連邦政府と州政府が協力することが、憲法によって規定され
ており、こうした機能を担うために、州政府には強い課税権が付与されており、連邦政府から
の財政移転が補完している。また、北欧諸国では、地方政府が社会サービスを含む広範な事務
を執行する所得再分配機能を担い、地方所得税によって支出の大部分を賄い、水平的財政調整
と一般補助金が補完し、全国均一の福祉サービスを保障している。このように、財政社会学的
視点からは、連邦国家と単一国家の違いはあるが、両者の共通点は、国家の統治と地方自治の
バランスを重点に置いて、地方の自主性を損なうことなく、政府間財政関係を構築しており、
そこでは政府間財政移転制度が重要な役割を果たしているといえる27。 
                                                  
24 持田編(2006、245 頁)を参照。 
25 デンマークでは、地方自治体が失業者に恒常的な移転を交付するのではなく、就労を促す経済的インセン
ティブを与えるために定率補助金の補助率の引下げが行われている(持田編 2006、245 頁を参照)。 
26 持田編(2006、246-47 頁)を参照。 
27 Boadway and Hobson(2003)は、政府間財政移転は、適切に制度設計されれば、分権的財政制度における
財政的外部効果や財政的不公平を是正し、分権化の社会的便益を高める効果があると主張する。 
24 
4. 財政連邦主義の様相 
これまで述べてきた地方分権や地方財政制度に関する議論について、経済学的視点と財政社
会学的視点という二つの観点から整理したものが表 2.1 である。 
経済学的視点においては、アメリカで発展した研究に基づき、主に経済事象に焦点をあてて
地方分権や地方財政制度のあり方を議論している。個人主義の視点で、競争原理に基づき、資
源配分の効率性を重視している点が特徴であり、競争的分権であるといえる。また、国と地方
の機能を切り分け役割分担を明確化し、地方の公共サービスの供給に対しては完全に地方政府
が責任をもち、国から地方への財政移転は限定的にするとし、地方分権が公共部門の効率性を
高めるという点が強調される。 
それに対し、財政社会学的視点からは、共同社会の利益が存在するとし、公共部門を社会事
象の一つと捉えて地方分権や地方財政制度のあり方を議論している。協力原理に基づいて国の
統治と地方自治のバランスを重視する点が特徴であり、協調的分権や行政的分権であるといえ
る。また、国と地方の機能は重複し、中央政府とともに地方政府は、生活保障や教育といった
社会サービスを担い、国から地方への財政移転はその機能を果たすために重要となっている。 
表 2.1 二つの観点からみた財政連邦主義の特徴 
経済学的視点 財政社会学的視点 
・個⼈主義の視点 
・競争原理 
・効率・公平を重視 
・競争的分権 
・国と地⽅の機能を切り分け役割分担を明確化 
・所得再分配機能は中央集権的 
・政府間財政移転は限定的 
・共同社会の利益を尊重 
・協⼒原理 
・国の統治と地⽅⾃治のバランスを重視 
・協調的分権・⾏政的分権 
・国と地⽅の機能は重複 
・所得再分配機能は、地⽅政府と分任 
・政府間財政移転の重要性を強調 
（資料）筆者作成。 
続いて、現物給付の所得再分配機能について、経済学的視点によるマスグレイブの価値財の
理論と、財政社会学的視点によるボードウェイらの準私的財の議論を整理する。 
マスグレイブは、価値財については、経済理論の根拠に基づかないので、財政連邦主義の議
論から除外している。しかし、現物給付の所得再分配機能として政府が価値財を提供する場合、
財政連邦主義の経済理論に基づくと、便益の及ぶ範囲が国家的であるから、中央政府がみずか
ら提供する、もしくは、下位レベルの政府に財政移転を通じて提供させる。したがって、マス
グレイブによる財政連邦主義では、現物給付による所得再分配は、現金給付による所得再分配
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と同様に集権的に実施される。 
一方、ボードウェイらは、マスグレイブの価値財を準私的財として、道路などの公共財と同
様に資源配分としての側面をもつので、効率性の観点から、サービス基準の設定などの意思決
定権の一部、執行権は地方政府に配分する。一方、歳入については、地方政府に課税権を付与
している。これは、地方政府が国の施策を効果的に実行し、説明責任を果たせることで、規律
づけの意味合いももつ。また、税源の補完として一般補助金が中央政府から交付される。つま
り、財源は、一般財源に補完された自主財源で賄われている。したがって、ボードウェイらに
よる財政連邦主義では、現物給付による所得再分配は、分権的に実施される。 
このように、価値財(準私的財)は、同じ機能でも、配分される政府のレベルは、根拠となる
経済理論や社会経済現象によって異なる。ここで、これまでの議論を踏まえ、所得再分配の機
能配分と歳出・歳入の自主性・分権についてのデータに基づき、主要国と北欧諸国の 11 カ国
における財政連邦主義の類型化を行う。 
図 2.1 社会保障支出の分権化と歳入の自主性の度合い（2016 年） 
 
（注）ここでいう社会保障費は、OECD 統計の機能別歳出分類の保健(Health)と社会福祉(Social Protection)の合計であ
る。社会保障費総額は、中央政府と地方政府の社会保障費の合計であり、社会保障基金を除いている。 
自主財源とは、歳入総額から他政府からの財政移転と借入金収入を除いたものである。 
連邦国家の地方の扱いについて、アメリカとカナダが州と地方の合計の数値のみの公表であったため、それらの国は
その値を、ドイツは州と地方の数値を合計したものを地方として用いている。 
国名は次のとおりである。CA：カナダ、DE：ドイツ、DK：デンマーク、FI：フィンランド、FR：フランス、IT：
イタリア、JP：日本、NO：ノルウェー、SE：スウェーデン、UK：イギリス、US：アメリカ。 
（資料）IMF,Government Finance Statistics（IMF data ウェブサイト)、OECD, National Accounts of OECD Countries 
General GovernmentAccounts（OECD.Stat ウェブサイト)、Statistics Canada ウェブサイトにより作成。 
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図 2.1 では、社会保障支出の分権化と歳入の自主性の度合いを示している。地方政府による
所得再分配機能の配分について、中央政府と地方政府の社会保障費(保健と社会福祉の合計)総
額のうち地方歳出の占める割合とし、その数値が高くなるにつれ、歳出規模では地方政府によ
る所得再分配機能が高いことを示している。ここでの 11 カ国平均は 41.8％であり、それと比
べて高い国は、カナダ、デンマーク、ドイツ、スウェーデン、フィンランド、日本である。 
また、表 2.2 に示す課税自主権も踏まえ、歳入の分権の度合いをみる。自主財源比率が高い
カナダ、フィンランド、スウェーデン、アメリカ、フランスは、課税自主権も高い。ドイツに
ついては、税収の多くが税収分与によるものであるが、その決定については地方政府に主導権
があるので、州は課税自主権が高いといえるが、地方は税率決定権に制限がある税収の割合が
税収分与による税収の割合と同水準であり、州に比べ課税自主権は低い。なお、デンマークに
ついては、自主財源比率が 11 カ国平均を下回っていたが、課税自主権は高い。これは、先に
みた高い地方政府の社会保障費の歳出の財源を課税自主権の行使による税収と財政移転によ
る補完で賄っているといえる。 
表 2.2 主要国と北欧諸国における地方政府の課税自主権の状況（2014 年） 
 
（注）公表されている OECD の類型は、6 大項目 13 小項目であるが、ここでは 11 カ国における課税自主権が該当する分
類のみを列挙している。表の課税自主権の類型は、OECD の分類に従って、表の左の列から課税自主権が高い順に
列挙している。 
アメリカの地方政府の課税権は多種類あり、OECD の類型に分類できないのでその他にまとめている。 
項目ごとに四捨五入しているため、合計が一致しない場合がある。 
（資料）OECD Fiscal Decentralisation Database(OECD ウェブサイト)により作成。 
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以上より、社会保障支出の分権化と歳入の自主性・分権化の度合いをもとに、財政連邦主義
の表 2.3 に分類する。Ⅰ類型は、地方政府における所得再分配機能と歳入の自主性・分権化の
度合いがともに比較的高く、歳出、歳入ともに分権度が高い国である。これは、表 2.1 に示し
た財政社会学的財政連邦主義といえる。Ⅰ類型に分類される国は、カナダ、ドイツ、フィンラ
ンド、スウェーデン、デンマークである。また、Ⅱ類型は、地方政府における所得再分配機能
は比較的低いが歳入の自主性・分権度が比較的高い国である。これは、表 2.1 に示した経済学
的財政連邦主義といえる。Ⅱ類型に分類される国は、アメリカ、フランスである。特に、アメ
リカは、第 1 章でみたとおり、政府全体としてみると、歳入面での分権度は高いが、所得再分
配機能については、集権的に行われている。この類型は、地方が担う所得再分配機能は低いが、
歳入の自主性が高く、歳入権限は分権化されているといえる。 
一方、これまで議論してきた財政連邦主義には分類されない国がある。まず、Ⅳ類型は、地
方政府における所得再分配機能と歳入の自主性・分権化の度合いがともに比較的低く、歳出、
歳入ともに集権度が高い国である。これは中央集権型である。Ⅳ類型に分類される国は、イタ
リア、ノルウェー、イギリスである。また、Ⅲ類型は、地方政府における所得再分配機能は比
較的高いが歳入の自主性・分権化の度合いが比較的低い国である。これも中央集権型といえる。
Ⅲ類型に分類される国は、日本である。 
財政社会学的財政連邦主義のⅠ類型、経済学的財政連邦主義のⅡ類型、中央集権型のⅣ類型
の共通点は、行政任務と課税権が対応していることである。Ⅲ類型は、行政任務と課税権が非
対応であり、このことが日本における地方自治体が社会保障サービスを自主的・自立的に提供
することができる地方財政制度に関わる重要な点であることがうかがわれる。 
表 2.3 所得再分配機能における財政連邦主義の分類 
  地⽅政府における所得再分配機能 
  ⾼い 低い 
歳⼊の⾃主性・課税⾃主権
 
⾼い
 
Ⅰ 
・カナダ    ・ドイツ 
・フィンランド ・スウェーデン 
・デンマーク 
Ⅱ 
・アメリカ 
・フランス 
 
低い
 
Ⅲ 
・⽇本 
 
 
Ⅳ 
・イタリア 
・ノルウェー 
・イギリス 
（資料）筆者作成。 
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Bailey(2004)によると、財政の資金の流れは市民と国家間の関係を示すもので、政治理念に
よって歳出と歳入の水準が決定されるという。したがって、ネオリベラリズムの主張やアメリ
カの財政連邦主義の議論において好ましいとされる財政の水準は、社会民主主義や共同体論
(コミュニタリアリズム)の主張やカナダの財政連邦主義や北欧型財政連邦主義の議論にとっ
ては、その水準は不十分であるとみなされる。池上(2009)は、カナダ国民は、新自由主義的政
策を拒絶しており、カナダがアメリカの財政モデルを導入するには高い制度的、イデオロギー
的障壁が存在するという。 
同様に、Lotz(1998)は、規範的な厚生経済学は、ノルウェーの政府間財政関係の制度設計に
は役に立たないと主張する。したがって、アメリカで発展した財政連邦主義の議論は地方分権
の規範的分析とされているが、それがすべての国にとって、実際に望ましい地方財政システム
となるとは限らない。政府間の財政機能の配分や税源配分、財政調整制度のあり方や政府の大
きさは、想定する政治理念や社会通念に大きく依存し多様化しているといえる。 
日本の地方財政制度では、所得再分配機能を国と地方が役割分担をしており、財政機能は重
複しており、市町村優先主義のもと、効率的な財政運営と対人サービスの充実の観点から、地
方政府が多くのサービスを提供している。この観点からは、「財政社会学的財政連邦主義」の
類型となる。しかし、歳入面では、地方の税率決定権には制限があり、国が多くの税率や課税
標準を決定し、課税権の統制が高く、集権的である。地方政府の支出を支える財源である財政
移転は国の影響を大きく受けることとなる。この点は、「経済学的財政連邦主義」とも「財政
社会学的財政連邦主義」とも異なる。財政の機能配分と財政権限の配分が非対称となっている
日本の地方財政制度の展開については、第 3 章で議論する。 
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第3章 日本の地方財政制度と所得再分配機能の展開 
1. 日本の社会保障関係分野における国と地方の財政関係 
本章では、所得再分配機能を果たすための手段である社会保障関係分野のサービスに着目し
て、国と地方の財政関係について議論する。 
国と地方を通じた目的別歳出額構成比の推移をみると1、図 3.1 に示すとおり、社会関係保
障費は2、昭和 45 年度には 18.3％であったが、「福祉元年」と呼ばれた昭和 48 年度から拡大
し、翌年度に 20％を超え、昭和 50 年代には 20％台前半で推移した。平成に入ると、平成 2
年度の 19.9％から拡大傾向となり、平成 27 年度には 33.7％に達している。国土保全及び開発
費の動向と比較してみると、社会保障関係費は、昭和 45 年度の国土保全及び開発費 23.4％に
比べ小さかったが、福祉元年を機に国土保全及び開発費を上回った。国土保全及び開発費は平
成 7 年度から縮小傾向となり、平成 27 年度には 9.9％となった。 
図 3.1 国と地方を通じた目的別歳出額構成比の推移 
 
（資料）総務省『地方財政白書』各年版により作成。 
                                                  
1 図 3.1 と図 3.2 について、国の歳出総額は、一般会計と交付税及び譲与税配付金特別会計、エネルギー対策
特別会計、年金特別会計(平成 21 年度までは児童手当勘定のみ、平成 22 年度から 24 年度までは児童手当及
び子ども手当勘定のみ、平成 25 年度から 27 年度までは子どものための金銭の給付勘定のみ)、食料安定供給
特別会計(国営土地改良事業勘定のみ）、自動車安全特別会計(空港整備勘定のみ)、東日本大震災復興特別会計
の 6 特別会計との純計決算額、地方は普通会計の歳出決算額に基づくものである。 
2 社会保障関係費は、財務省の公表による「財政統計」のなかの「目的別」の内訳項目の一つである。「目的
別」とは、公共サービスの供給というアウトプットの政府機能の観点から整理したものである。社会保障関
係費の内訳は、民生費、衛生費、住宅費、その他である。 
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一方、社会保障関係費のなかの民生費をみると、その地方の占める割合については、図 3.2
に示すとおり、民生費全体では、福祉元年の昭和 48 年度が 60.3％と過去最大の水準となり、
その後は減少し、昭和 50 年代には 50％を下回った。平成 2 年度以降は増加傾向になり、平成
27 年度には 53.7％に達している。また、年金関係を除いた民生費に着目すると、最終的には
地方を通じて支出される割合は、三位一体の改革を機に増加傾向となり、平成 27 年度には
70％の水準に達し、高い割合となっている。地方は、社会福祉の充実を図るため、国の施策の
展開に加え、地方の実情に応じた地方自治体独自の施策も行っており、地方において一定の所
得再分配機能を果たしてきている。 
図 3.2 国と地方を通じた民生費総額のうち地方の占める割合・ 
地方の民生費に占める国からの財政移転の占める割合 
 
（資料）図 3.1 と同じ。 
また、地方の民生費に占める国からの財政移転の割合をみると3、昭和 40 年代後半は、都市
税源の充実強化が行われた時期でもあり、地方の民生費の割合が増加しているが、財政移転の
割合は横ばいである。その後、昭和 50 年代に入り財政移転の割合は増加し、昭和 53 年度に
は 45.6％と過去最大の水準となった。昭和 50 年代後半から昭和 60 年代には、行政改革によ
り国庫補助負担金の整理合理化や国庫補助負担率の引下げが行われ、財政移転の割合は減少し
                                                  
3 財政移転とは、地方交付税、地方特例交付金、地方譲与税及び国庫支出金(交通安全対策特別交付金と国有
提供施設等所在市町村助成交付金を含む)の合計額であり、地方の歳入決算額によっている。 
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ていく。その後、平成 12 年度以降、地方分権推進計画に基づいて国庫補助負担金の整理合理
化や平成 16 年度から 18 年度の三位一体の改革により、地方の民生費の占める割合は微増し
ているが、財政移転の割合は減少している。そして、財政移転の割合は、平成 21 年度のリー
マンショックによる増加を経て、平成 22 年度以降、減少傾向にあり、平成 27 年度には 30.8％
となった。近年では、依存財源が減少している一方で、自主財源である地方税が増加している
ことがうかがえ、課税権が統制されているなか、厳しい財政運営を強いられていることが推測
される。 
日本の国と地方の財政関係についての研究は多数あるが、歴史的に分析しているものとし
て、今井(1993)は、シャウプ勧告から消費税導入までの 40 年間を考察し、日本の政府間財政
関係の特徴を中央政府が国庫支出金や地方交付税など多様な組合せによる「柔構造的集権制」
とした。また、小西(2013)は、地方交付税制度の発足時から現在までの期間における国と地方
の財政当局の協議に着目し、地方財政制度のあり方を考察している。 
本章の目的は、これらの研究をもとに、所得再分配機能を果たすための政策としての社会保
障制度の展開を加え、日本の地方財政制度の変遷をたどることにより、現在に至る課題を見出
すことにある。以下、社会保障制度の変遷によって戦後から現在までを 5 期間に区分し、第 2
章で議論した財政連邦主義を踏まえ、国と地方の財政関係と所得再分配機能について、事務配
分や税源配分、財政移転の観点から整理し、今後の日本の地方財政制度の展開の方向性につい
て考察する。 
2. シャウプ勧告・神戸勧告に基づく国と地方の財政関係と所得再分配機能 
昭和 22 年に施行された日本国憲法において、新たに地方自治の章が設けられ、地方自治が
憲法において認められた。この地方自治の理念を実現するため、昭和 24 年に来日したシャウ
プ使節団は、従来の国と都道府県、市町村間の事務配分について根本的欠陥を指摘し、事務の
再配分と地方財源の充実、地方財政の自主性確保のための具体的措置を勧告した。いわゆるシ
ャウプ勧告である。 
政府間の事務の再配分について、シャウプ勧告では、(1)行政責任明確化の原則(国、都道府
県、市町村間における事務の再配分を行い、責任を明確化すること)、(2)能率の原則(事務の
規模、能率、財源によって準備の整っているいずれかの段階の行政機関に割り当てること)、
(3)地方団体優先及び市町村優先の原則(事務は市町村に第一の優先権、第二に都道府県、国は
地方の指揮下では有効に処理できない事務だけを引き受けること)という三つの原則が示され
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た。これを受けて設置された地方行政調査委員会議(神戸委員会)は、昭和 25 年 12 月に、個
別具体的な事務に関する配分を提示した「行政事務再配分に関する勧告」(第一次勧告)を行っ
た4。このなかで、地方の事務は原則として市町村に配分されるべきであるが、市町村の区域
を越えて処理しなければならない事務、市町村で処理することが著しく非能率または著しく不
適当である事務は府県に配分されるべきであるとした5。 
社会福祉に関連する事項「民生行政」において、生活保護は、「市町村の事務とする」とし、
府県には専門職員を配置し、町村の行う保護の実施に対する技術的指導に当たることとした。
また、児童福祉に関して、妊産婦の保健指導、助産施設、母子寮及び保育所への入所措置とそ
れらの福祉施設の設置と監督は市町村の事務、精神薄弱児、盲ろうあ児などの特殊児童の保護、
その他市町村の事務以外の福祉措置とそれらの福祉施設の設置と監督は府県と児童相談所を
設置する市の事務とした。そして、生活保護と児童福祉ともに「国は、地方公共団体自治体に
対し報告の徴収、技術上の援助及び必要な勧告を行うことができるものとする」とし、地方自
治体に対する国の行政的関与は限定的なものとした6。なお、地方行政調査委員会議による勧
告は、ほとんどが実現されなかった。 
一方、地方税財政制度について、シャウプ勧告において中心となるものは、税源配分におけ
る市町村優先主義、独立税主義であった。その勧告によって、国税と地方税の基本的枠組につ
いては、従来、重複していた国税、都道府県税、市町村税の税源の分離、都道府県税に関する
附加税が多かった市町村税を中心に独立税主義による地方の自主財源の拡充が図られ、不足財
源の補てんのための平衡交付金が創設された。 
税源分離の原則に基づく税源配分をみると、所得課税については、国と市町村で重複してい
る(表 3.1)。勧告によると、住民税は、複合的な人頭税であって、所得その他の担税力を課税
標準とする租税であるとする。住民税は、地方歳入の増加を図るのに適した方法であると一般
的に考えられており、市町村の財源を強化するため、住民税を市町村の財源とし、均等割とは
別に、課税標準を所得のみとした所得割の創設を勧告した7。これを受け、市町村住民税は均
等割と所得割とされた。なお、公平性の原則として、均等割は応能原則に反するが、これは、
                                                  
4 地方行政調査委員会議「行政事務再配分に関する勧告」(昭和 25 年 12 月 25 日)。この勧告において、教育、
民生、衛生、労働、農業、林野、水産、商工、運輸、土木、その他の個々の分野について 60 の事務を限定的
に列挙している。また、第一次勧告後、「行政事務再配分に関する第二次勧告」が昭和 26 年 9 月 22 日に行わ
れ、二つの勧告を総称して「神戸勧告」と呼ぶ。 
5 地方行政調査委員会議編(1952、6 頁)を参照。 
6 前掲書(13-14 頁)を参照。 
7 神戸都市問題研究所・地方行財政制度資料刊行会編(1983、129-31 頁)を参照。 
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地方税原則の一つである負担分任の原則、地方税をすべての地域住民が相互に負担し合う租税
として、応益性の性格を有すると解釈することができる。 
そのほか、消費課税は国税と道府県税の双方にあるが、財貨(物品)を課税対象とする消費課
税は生産地と消費地が一致しないので国税に、サービス課税はサービスの提供と消費が同じ地
域でなされることが多いので道府県税に、それぞれ分類された。また、資産税のうち固定資産
税はその課税標準(土地、家屋、償却資産)が地域に定着しているので市町村の基幹税として適
しているが、自動車税は自動車の道路利用という面に着目して道府県税とすることが望ましい
と考えられた8。 
表 3.1 シャウプ勧告による国税・地方税の基本的枠組み 
 国税 道府県税 市町村税 
所得 所得税 法⼈税  
市町村⺠税 
 
消費 
酒税 
たばこ税 
物品税 
付加価値税 
⼊場税 
遊興飲料税 
電気ガス税 
 
 
資産  ⾃動⾞税 固定資産税 
（注）シャウプ勧告での付加価値税は所得型付加価値税で消費課税ではないが、ここでは税源の分離を
明示するため消費課税として分類している。 
（出所）橋本徹．1988 年.『現代の地方財政』東洋経済新報社、72 頁。 
そして、国庫補助負担金について、シャウプ勧告では、行政責任明確化の原則から、事務の
執行による利害の帰属を基準にして国費と地方費の負担区分を定めることを批判し、国庫補助
負担金を、全額補助金、一部補助金、公共事業補助金に分けて大幅整理し、平衡交付金への振
替えを行うこととした。これを受け、昭和 25 年に地方財政平衡交付金制度が創設され、奨励
的補助金と公共事業費補助負担金を除く普通補助負担金については存廃を検討し、平衡交付金
への組入れを行うこととなった。これにより、地方政府の財源は、まず地方税で確保し、なお
不足する部分はすべて平衡交付金に算入された交付が保障されることとなった。したがって、
従来の負担区分の原則であった利害の厚薄の度合等によって、行政事務について国と地方との
間の経費負担区分を峻別する意義に乏しくなったため、昭和 27 年に改正された地方財政法に
おいて、第 9 条に「地方公共団体がその全額を負担する経費」として、地方公共団体が担う事
務に要する経費については当該地方公共団体が全額負担するとことが原則とされた9。事務の
                                                  
8 前田(2009、59 頁)を参照。 
9 石原・二橋(2000、115-16 頁)を参照。 
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実施の責任と経費の負担とを地方公共団体に統一的に帰属させて、責任の明確化を図り、住民
の地方行政に対する関心を高め、もって地方行政の自主的な運営を確保するという考え方に基
づくものとされており、国と地方の負担区分は、国や地方自治体の受ける利害の強弱の度合い
には関係がなく、実際にサービスを提供する機関がその経費を負担するとされた10。 
なお、先に述べた地方財政平衡交付金制度は、地域間の税収の偏在を調整し、いずれの地方
自治体においても一定の行政水準が確保できるよう、中央政府による地方政府に対する財源保
障機能と地方政府間の財政力格差是正を同時に達成しようとするものであり、シャウプ勧告の
内容に沿うものであった。 
このように、戦後、占領下でのシャウプ勧告やそれを受けた神戸勧告に基づき構想され、一
部実現された日本の国と地方の財政関係は、行政責任明確化の原則により、社会福祉に関連す
る事項「民生行政」は、市町村優先主義に基づき地方自治体に対する国の行政的な関与は限定
なものとした。財源に関しては、基本的には税源分離の原則に基づくが、市町村優先主義によ
り市町村の財源確保の観点から、所得課税が国と重複している。 
この時期の国と地方の財政関係について財政連邦主義の類型でみると、行政責任明確化の原
則や税源分離の原則に基づいたマスグレイブ型の財政連邦主義と所得再分配機能において市
町村優先主義とする北欧型の財政連邦主義の混合型であるといえる。 
3. 戦後の社会保障制度の整備期における国と地方の財政関係 
敗戦直後の日本では、深刻化した貧困問題に対応することが緊急の課題であった。生活困窮
者の最低生活を保障するにあたって、昭和 21 年 4 月に生活困窮者緊急生活援護要綱(閣議決
定)が施行され、生活困窮者の援助が開始された。その後、生活困窮者の援助は、GHQ(連合
国総司令部)覚書「社会救済」(昭和 21 年 2 月 27 日)のなかで示された「私的または準政府機
関に委譲・委任せず、国の責任で平等に措置を行うべき」という国家責任の原則、無差別平等
の原則、最低生活保障の三原則を受け11、国家責任による保護の原則を明文化した生活保護法
(旧法)が制定された。その後、昭和 22 年施行の日本国憲法第 25 条で生存権が規定されたこ
とを受けて、生活困窮者に対する施策である生活保護制度を拡充強化するため、昭和 25 年に
旧法を全面的に改めるかたちで現行の生活保護法(新法)が制定された12。なお、生活保護に要
                                                  
10 この規定は現在も維持されている。なお、昭和 27 年に改定された地方財政法においては、第 9 条の原則に
対して四つの例外規定がなされている。この点については 3 節を参照。 
11 GHQ 覚書(SCAPIN 755) 社会救済(21.2.27)。なお、「社会救済」と訳されているが、原題は「Public 
Assistance」であり、後に「公的扶助」という訳語が用いられるようになった。 
12 (一財)厚生労働統計協会(2016、69 頁)を参照。 
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する経費について、昭和 23 年制定の地方財政法第 10 条の「国と地方公共団体相互の利害に
関係のある事務」に列挙されており、国の負担である生活保護費負担金がシャウプ勧告による
国庫補助負担金の整理で議論となったが、そのまま存続された13。 
また、日本国憲法第 25 条において、国民の生存権を保障した上で、「国は、すべての生活部
面について、社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び増進に努めなければならない」と規
定している。それを受け、昭和 22 年に児童福祉法が制定(翌年施行)された。児童福祉法は、
戦前の少年教護法と児童虐待防止法、母子保護法の一部を吸収統合し、要保護児童のみではな
く、次代の日本を担う児童すべての健全育成をも目的とした。また、昭和 24 年には、多数の
傷痍軍人に対し、生活保護法の救済では対応できない援助を行うことを目的として身体障害者
福祉法が制定された。なお、生活保護法、児童福祉法、身体障害者福祉法は、福祉三法と呼ば
れている。 
その後、昭和 25 年 10 月に社会保障制度審議会が行った「社会保障制度に関する勧告」に
おいて、戦後の日本の社会保障制度の整備の方向が示された14。この勧告では、社会保障は、
社会保険を中心に、国家扶助、公衆衛生及び医療、社会福祉の 4 部門により構成されることを
示した。また、社会福祉を社会保障の一部門として位置づけ、国家扶助を社会福祉とは別の部
門として位置づける一方で、国家扶助の適用を受ける者への援護育成は社会福祉に含まれると
した。また、国が社会保障制度に対する総合的な企画を立て、国みずからの責任において、制
度の実施に当たることが原則として示された。 
この社会保障制度審議会による勧告と 2 節で述べた神戸勧告(第一次勧告)の二つの勧告は、
同年に行われ、両者とも戦後の新憲法に則ったものであったが、対照的な内容であった。地方
行政調査委員会議による勧告は、当時の社会政治情勢の変化において戦前からの制度を変更す
るのが難しく、結局は既得の権限に固執する国の各省庁の抵抗に合い、その内容のほとんどが
実現されなかった。それに伴い、シャウプ勧告の国庫補助負担金の整理も徹底されず、シャウ
プ勧告によって批判された国と地方の負担区分の原則にかかる規定も不十分なものとなった。 
2 節で述べたとおり、昭和 27 年に改正された地方財政法において、実際にサービスを提供
する機関がその経費を負担することを原則としたが(第 9 条)、この原則に対して四つの例外
規定がなされており、地方自治体が実施する事業のうち、国がその全部または一部を負担する
                                                  
13 昭和 21 年制定の生活保護法(旧法)において、生活保護行政に関する国の負担割合は 10 分の 8 となった。
立法過程で、生活保護を国の責任で機関委任事務として行う以上、全額国庫負担で行うべきであるという意見
が厚生省社会局内にあったが、生活保護世帯を安易に認定するなど濫給を防止するために、一部地方負担を決
めたという経緯がある(厚生省社会局保護課編 1981、289 頁を参照)。 
14 社会保障制度審議会「社会保障制度に関する勧告」(昭和 25 年 10 月 16 日)。 
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ものが規定された15。(1)第 10 条で、法令に基づいて実施しなければならない事務であって、
国と地方公共団体相互の利害に関係のある事務のうち、なお国が進んで経費を負担する必要が
あるものに要する経費(負担金)、(2)第 10 条の 2 で、国民経済に適合するように総合的に樹
立された計画に従って実施しなければならない法律又は政令で定める土木その他の建設事業
に要する経費(負担金)、(3)第 10 条の 3 で、法律又は政令で定める災害にかかる事務で、地
方税又は地方交付税によってはその財政需要に適合した財源を得ることが困難なものに要す
る経費(負担金)、(4)もっぱら国の利害に関係のある事務に要する経費(委託金)、である。シ
ャウプ勧告に基づき、一般行政経費にかかる負担金、公共事業にかかる負担金、災害復旧事業
にかかる負担金に区分され、国庫負担の根拠として国と地方の相互の利害関係があることが示
された。しかし、これらに規定される経費の種目、算定基準及び国と地方公共団体とが負担す
べき割合は、法律又は政令で定めるとし、個々の機関との折衝で決定し、個別法で規定される
こととなった16。 
税源配分については、税源分離主義を転換し、税源重複を前提に地方税の再編が行われた。
昭和 26 年度の税制改正において、市町村民税法人税割が設けられ、法人所得を国と市町村が
財源を共有することとなった。昭和 29 年度の税制改正において、市町村民税の一部を移譲し
た道府県民税の創設が行われた。都道府県民税の復活は、事業税を基幹税、入場税と遊興飲食
税を補完税とする都道府県税の体系のもとで生じていた税源偏在問題に対処するためであっ
た。また、付加価値税に代わる事業税の復活に加え、都道府県たばこ消費税、市町村たばこ消
費税が新設され、都道府県と市町村の間でも税源が共有された。所得課税については、国税、
道府県税、市町村税の三段階で行われることとなった。税率については国会の決定事項となり、
地方自治体は事実上決定権をもてなかった。このように、税収確保という現実の要請に応える
ために税源分離の原則から乖離するかたちとなり、その結果、独立した税源をもつものは市町
村の固定資産税だけであり、市町村民税、府県民税、事業税はいずれも税源を国税と共有する
こととなり、税源の共有だけでなく、課税標準そのものが国税に依存することとなる。そして、
現在の地方税体系が形成された。 
また、昭和 29 年度に地方譲与税制度が設けられた。この制度は、本来地方に帰属すべき税
源を形式上、一旦国税として徴収し、地方に対し一定の基準に従って配分する仕組みである。
一般的には、地方自治体間の合理的な税源配分や財源調整を図る必要性をも考慮して設けら
                                                  
15 これらの規定は現在も維持されている。 
16 このほかに、第 16 条に、国はその施策を行うため特別の必要があると認めるとき、または地方公共団体の
財政上特別の必要があると認めるときに限り、国が補助金を交付することができるとされた。 
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れ、一律に客観的基準によって配分される。それまで府県税であった入場税が都道府県に入場
譲与税として譲与され17、また、揮発油税が都道府県に揮発油譲与税として譲与された18。 
一方、地方財政平衡交付金制度は、平衡交付金の総額を決定する場合に、財源不足額を積み
上げ、必要な財源の絶対額を確保することが実際上は困難であったため、昭和 29 年度から地
方交付税制度に改組され、地方財政計画の策定を通じて総額の財源不足額を推計する方法をと
ることになった。発足当時の地方交付税原資と法定率は、所得税と法人税のそれぞれ 19.874％、
酒税の 20％であった。 
このように、社会保障分野、特に社会福祉行政に関しては、国と地方が分担し「共同」で担
当している「縦割型」の事務配分が定着した時期であり19、いわゆる「機関委任事務」という
制度的手法により、中央集権的に全国画一的に拡大し展開していくこととなった。その財源は、
国庫補助負担金、地方譲与税、地方交付税、地方税のいずれかを通じて国が財政措置を行うこ
とで賄われることとなった。その結果、税源の共有が多くなり、地方財源の拡充は、国の税体
系や財政力、国の施策の優先順位に大きく依存することになった。 
この時期の国と地方の財政関係を所得再分配機能の観点からみると、第 2 章で述べたマス
グレイブのいう価値財に対する見解と類似しているといえる。しかし、日本の場合は、国によ
る特定補助金だけでなく、国庫補助事業については、国負担に加え、地方負担分は地方交付税
による財源措置がなされる。地方の単独事業の財源については、主に、地方税と地方の固有財
源としての地方交付税とを合わせて一般財源として地方財政計画を通じて確保していく。した
がって、地方の自主性は低く、歳出と歳入の決定権限は中央集権となり、財政移転を基本とす
る日本型の財政連邦主義が形成された。 
4. 社会保障制度の拡充期における国と地方の財政関係 
昭和 30 年代に入り、高度経済成長に伴い国民の生活が豊かになる一方で、若年層を中心に
人口が都市に集中し、核家族化が進行し、家族機能が低下していく。このことは、社会保障に
救貧だけではない社会サービスによる生活支援を要請することとなった。 
                                                  
17 配分は、国税入場税の収入の 9 割を人口按分した。なお、入場譲与税は昭和 37 年に廃止された。 
18 配分は、国税揮発油税収入の 3 分の 1 を都道府県の道路面積で按分した。揮発油譲与税は、昭和 30 年度に
地方道路譲与税となった。そのほか、消費譲与税(昭和 63 年創設、平成 8 年度廃止)、所得譲与税(三位一体
の改革に伴う 3 兆円規模の税源移譲が本格的に行われるまでの間の暫定措置として平成 16 年度改正で創設、
18 年度改正で廃止)があった。現在は、地方揮発油譲与税、石油ガス譲与税、自動車重量譲与税、航空機燃料
譲与税、特別とん譲与税、地方法人特別譲与税の 6 種類がある。 
19 金澤(2010、225 頁)を参照。 
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社会福祉の取組みのうち主なものをあげると、昭和 35 年に知的障害者の更正・援護を行う
精神薄弱者福祉法の制定20、昭和 38 年に高齢者福祉の向上を図ることを目的とした老人福祉
法の制定、昭和 39 年には総合的な母子福祉対策をめざす母子福祉法の制定が行われた21。こ
のほか、児童福祉においては、昭和 36 年に児童扶養手当法が制定され、生別の母子世帯に児
童扶養手当が支給されることになり、昭和 39 年には、20 歳未満の重度知的障害をもつ児童と
同居して養育にあたる父母、養育者、本人に対して重度精神薄弱児扶養手当制度が創設され、
その後、昭和 41 年に支給対象が重度の身体障害児に拡充され、特別児童扶養手当制度となっ
た。この時期は、社会保障関係施策が国の重要施策として推進され、それが地方財政に大きく
反映し、地方自治体が独自性や自律性を発揮する余地は限られていた。 
また、医療保険は職域の健康保険と地域の国民健康保険の 2 本立てとした。昭和 33 年に、
市町村に対して、医療費の 25％(定率負担 20％、調整交付金 5％)、国保事務費の国庫負担、
保健婦設置費について予算の範囲内おいて国がその 3 分の 1 の補助などを含む新たな国民健
康保険法が制定され、昭和 36 年に「国民皆保険」が実現した。国民健康保険は、高度成長期
に給付水準の拡充が進められ、定率国庫負担の割合の引上げなどが行われた。 
昭和 40 年代に入ると、経済成長による大幅な増収もあって、社会保障の拡充は続いた。主
な施策として、児童福祉では、一部の地方自治体によって実施されていた児童手当を22、国は
吸収するかたちで、昭和 46 年に児童手当法を制定し、経済的困窮の原因とされている多子に
対処する児童手当制度が実現した23。これは、低中所得の多子世帯に対する支援であり、一般
の児童を対象としたものではなかったが、社会が育児を分担するという育児の社会的支援が実
現されたものといえる。 
また、高齢者医療について、その一部負担金(患者負担)を無料化する制度が一部地方自治体
によって実施されていた24。児童手当同様、国はそれに追従するかたちで、昭和 47 年の老人
福祉法の一部改正により、翌年 1 月から国の制度として老人医療費支給制度が実現し、70 歳
                                                  
20 平成 10 年に「知的障害者福祉法」に改称された。 
21 昭和 56 年には寡婦を対象に含めた「母子及び寡婦福祉法」に改称、その後平成 26 年には父子家庭を対象
に含めた「母子及び父子並びに寡婦福祉法」に改称された。なお、精神薄弱者福祉法、老人福祉法、母子福祉
法の三法と、すでに昭和 20 年代に制定された生活保護法、児童福祉法、身体障害者福祉法の三法を合わせて、
福祉六法と呼ばれている。 
22 岩手県久慈市が昭和 42 年に児童手当を導入、その後、東京都武蔵野市でも採用され、昭和 45 年 7 月には、
2 県 172 市 23 特別区 26 村で実施された。 
23 制定当時は、義務教育修了前の第 3 子以降の児童を対象として、子育て世帯に月額 3,000 円を支給する制
度であった。 
24 たとえば、岩手県沢内村は昭和 35 年から 65 歳以上を対象に外来診療を無料化、翌年から 60 歳以上に対
象を広げた。また、昭和 44 年に東京都と秋田県、昭和 47 年に大阪で老人医療費無料化が実施された。 
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以上の老人(65 歳以上の寝たきり者を含む)が医療保険で医療を受けた場合の自己負担費用が
全額公費で負担され、老人の医療費負担が無料化された。こうして、社会保障制度が整備され、
経済成長優先から福祉優先への転換が図られた昭和 48 年は福祉元年と呼ばれた。 
また、昭和 40 年代前半には、国の事業に一定の付加的な施策を追加する単独事業の実施や
先に述べた老人医療の無料化や乳幼児医療の無料化など国の施策にはない独自の施策を行う
地方自治体が増加した。その背景として、産業構造の変化や家族形態の変容といった社会経済
情勢の進展に伴い、地域の実情に応じた社会福祉施策の要請や経済成長による税収の自然増が
あった。 
財政面については、社会保障分野でも国庫補助負担金の合理化が行われ、統合や廃止を行い
つつ国庫補助負担率の引上げや国庫補助負担金の新設が行われた。また、地方交付税について
は、法定率の引上げが創設当初から段階的に行われ、昭和 41 年度には 32％となった。これ
は、地方の財政需要の増加に伴う財源不足に対応するための引上げであった。 
このように、社会保障制度が構築され、所得再分配機能が拡充されていく。その背景には、
機関委任事務の増大があった。各地方自治体で制定された条例の一部が国の機関委任事務とさ
れたごとく、自治事務として条例により処理していた事務が法律の制定で国の事務とされ、こ
れを地方自治体に機関委任するという現象が多く生じていた25。 
この時期の国と地方の財政関係を所得再分配機能の観点からみると、歳出面、歳入面ともに、
地方の自主性は低くなり、昭和 20 年代末に形成され、定着した日本型の財政連邦主義によっ
て、地方自治体は、一般財源による負担額が低い国庫補助負担事業により、全国画一的な社会
保障サービスの提供を行っていた時期であるといえる。 
5. 行財政改革に伴う社会保障制度の見直しと国と地方の財政関係 
昭和 50 年代には、日本経済が低迷し、国は、積極的な景気対策として公共投資や、国民生
活の安定のために社会保障分野等の行政サービスの充実が求められ、予算などの増額を行った
結果、国債に依存した財政が続くこととなり、財政が悪化していく。国の財政状況が危機的状
況にあるなかで、昭和 51 年度以降、地方財政の財源不足は、地方交付税の法定率の引上げで
はなく、交付税及び譲与税配付金特別会計(交付税特会)による借入金、臨時地方特例交付金や
地方税減収に対する減収補てんのための地方債などによって賄うようになった。昭和 53 年度
には、交付税特会借入金の償還金について国と地方による折半で負担することが制度化され、
                                                  
25 加藤(1976、166 頁)を参照。 
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地方も交付税の財源不足を負うことになった26。 
また、昭和 48 年の福祉元年以降、大都市圏における特別の財政需要のために、地方自治体
による自主財源拡充の動きが高まった。東京都が昭和 49 年 10 月から法人事業税の超過課税
の実施27、昭和 50 年 7 月から法人住民税も超過課税が実施される。さらに、昭和 50 年度の税
制改正では、都市税源の充実のため、事業所税が創設された。このような自主財源拡充の動き
のなか、昭和 54 年度税制改正大綱で28、一般消費税の導入と、一般消費税の付加税として地
方消費税の創設が決定されたが、大平内閣は最終的にそれらの導入を断念した。 
こうした状況下で、昭和 56 年 3 月、膨張した行政を減量化し、行政の仕組みを効率的なも
のに見直すため、第 2 次臨時行政調査会(以下「臨調」という)が設置され、歳出削減を主な内
容とする答申を行った。政府は、臨調の答申を最大限に尊重しつつ、行政の簡素化、効率化を
推進した。それと同時に、昭和 57 年からは一般歳出について、ゼロシーリング、マイナスシ
ーリングが「増税なき財政再建」のもと、実施されていった。 
社会保障分野における主な見直しは医療分野であった。まず、老人医療費の増加への対応と
して老人医療費支給制度の見直しを行い、昭和 57 年に老人保健法を制定(翌年 2 月から施行)
し、(1)老人医療費無料化制度を廃止し、老人にも一部負担を求めること、(2)老人医療費に要
する費用を、公費 30％(国 20％、都道府県 5％、市町村 5％)、各医療保険者による共同拠出
金 70％の割合で負担することにより、国民健康保険財政の救済策を講じた29。また、国民健康
保険において、59 年に高額な医療に関する給付の発生が国民健康保険の財政に与える影響を
緩和するため、高額医療費共同事業が創設され、国と都道府県が補助できるよう規定された。
また、国民健康保険財政の安定化のため、昭和 63 年度から低所得者に対する保険料の軽減分
について、市町村の一般会計からの繰入れを行う保険基盤安定制度(保険料軽減分)が実施さ
れ、国 2 分の 1、都道府県と市町村が 4 分の 1 ずつ負担することとなった。 
その後も、臨調の答申を受け、既存制度の見直しが着々と進められるのと同時に、地方の自
主性を尊重する観点から事務事業の見直しが行われた。昭和 61 年に制定された地方公共団体
の執行機関が国の機関として行う事務の整理及び合理化に関する法律に基づいて、保育所や特
別養護老人ホームといった社会福祉施設への入所措置事務等の福祉サービスは団体委任事務
                                                  
26 地方の折半分の負担については、平成 13 年度から臨時財政対策債に段階的に切り替えられた。 
27 その後、昭和 50 年に大阪府、昭和 51 年に兵庫県、昭和 52 年に愛知県、昭和 53 年に神奈川県、昭和 54
年に静岡県、昭和 56 年に京都府が実施した。 
28 税制調査会「昭和 54 年度の税制改正に関する答申」(昭和 53 年 12 月 27 日)に「一般消費税大綱」が含ま
れている。 
29 (一財)厚生労働統計協会(2016、72 頁)を参照。 
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となった。 
また、国庫補助負担金の整理合理化として、昭和 59 年度から国庫補助負担率の引下げが段
階的に行われ、平成元年に、生活保護、精神措置入院、児童扶養手当(新規認定者分)など国の
責任が重い行政分野については、国庫補助負担率を 4 分の 3 に恒久化した。一方、老人福祉、
児童福祉、身障者福祉等については、昭和 61 年度に団体委任事務化等の事務の見直しを行っ
たことなどにより、国庫補助負担率を 2 分の 1 に恒久化することとなった。 
この国庫補助負担率の引下げによる地方負担の増加は、地方の財源不足となった。暫定措置
が続いた昭和 63 年度までの経常的経費分については地方交付税の特例加算、調整債、昭和 61
年度以降には地方たばこ消費税の税率の特例引上げも加わって措置され、投資的経費分は臨時
財政特例債と調整債で措置された。経常的経費の補助負担率の多くが恒久化された平成元年度
には、地方交付税原資は国税三税に加えて、たばこ税が交付税の対象税目になった。それは生
活保護費負担金など社会保障関係の補助負担率の恒久化による財源不足に対する措置であり、
法定率は 25％とされた30。 
このように、行政改革の下、経済社会情勢の変化に伴い、社会保障制度の拡充と見直しが進
められてきた。社会福祉分野の機関委任事務の団体委任事務化は、権限移譲により分権化が進
展し、社会福祉サービスが地方の業務として位置づけられていく。一方で、行政改革が米英の
新自由主義に基づく構造改革であり、国庫補助負担金の削減は、行政の仕組みを効率化し、財
政再建をめざしたものであった。しかし、国庫補助負担率の引下げによる地方負担の増加は、
結果として地方の財源不足を招いた。その財源措置は地方交付税を通じて行われたが、地方交
付税の法定率の引上げではなく、多様な手段で行われ、複雑化していく。財源確保は、地方交
付税原資の増額だけではなく、地方税の拡充や地方の課税権の拡大という手段もある。これら
の手段が用いられなかったことは、社会保障サービスの分権化は進んでいるが、それを賄う財
源の確保は、行政改革の路線が財政移転の減少にあり、法定率の引上げという長期的な視点か
ら行われたものではなかったといえる。 
したがって、この時期の国と地方の財政関係を所得再分配機能の観点からみると、地方財政
が国の財政力などに大きく依存する日本型の財政連邦主義は、歳出面では、社会福祉分野の分
権化が進展したが、歳入面では、行政改革によって、国庫補助負担金の減額と地方交付税の増
                                                  
30 昭和 61 年度に経常的経費の財源不足に対する措置として地方たばこ消費税の税率が引き上げられたが、同
時に国税たばこ消費税の税率も引き上げられ、交付税特例加算の財源とされた。これは昭和 61 年度限りの特
例措置であったが、補助負担率引下げの暫定措置が継続されたのに伴い、国と地方のたばこ消費税率の特例も
63 年度まで継続されており、補助負担率引下げの恒久化に合わせて、平成元年度の消費税導入により名称の
変わったたばこ税が交付税対象税目になった(今井 1993、139-41 頁を参照)。 
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額(国税以外の財源を含む)という財政移転の構造が変わったにすぎなかった31。地方財政計画
をみると、昭和 50 年度から 63 年度では、社会福祉関係分野の費用の実額は、2.7 兆円から
6.0 兆円に増加したが、事業の構成比は、ほとんど変化せず、国庫補助負担事業 66％、単独事
業 34％であった32。 
6. 社会保障制度の再構築と国と地方の財政関係 
平成に入り、社会福祉分野の分権化が進展し、社会保障制度の再構築が行われていく。平成
元年 3 月に中央社会福祉審議会、身体障害者福祉審議会、中央児童福祉審議会の三つの福祉関
係審議会の企画分科会合同会議による意見具申｢今後の社会福祉のあり方について―健やかな
長寿・福祉社会を実現するための提言―｣を受け、平成 2 年 6 月には、福祉関係八法の改正が
行われた33。その内容は、在宅福祉サービスを社会福祉事業として位置づけ、老人福祉、身体
障害者福祉の分野では在宅サービスと施設サービスとの両方の実施権限を市町村に集中させ、
具体的なサービス整備目標の設定を含む老人保健福祉計画の策定を市町村に義務づけるもの
であった。これにより、市町村を中心とした福祉行政の展開や地方行政における計画的な福祉
の基盤整備の推進が図られていくこととなった34。市町村が社会福祉サービスの運営と実施の
主体として改めて明確に位置づけられ、社会福祉分野の分権化は市町村優先主義の方向が定め
られたと考えられる。 
その後、社会保障制度の充実、経済成長や高齢化などの社会経済の変化に対応して、社会保
障制度の理念の見直しが必要とされ、社会保障制度審議会は、平成 7 年に「社会保障体制の再
構築」と題する勧告を行った35。この勧告では、社会保障の新しい理念として、｢広く国民に健
やかで安心できる生活を保障すること｣を掲げた。国と地方自治体との役割分担については、
                                                  
31 御船(1992、222-27 頁)では、1980 年代の地方歳出の民生費を分析し、地方政府の福祉財政の構造の特徴
を把握し、1980 年代後半の国庫補助負担率引下げに伴う地方財源不足の補てんは一般財源等の増加によって
賄われたことを示している。 
32 社会福祉関係の補助事業は一般行政経費の国庫補助負担金等を伴うもののうち厚生省所管関係経費の中の
保健衛生関係の補助負担金等を除いた合計額、単独事業は一般行政経費の国庫補助負担金を伴わないものの
うち社会福祉系統経費を、地方財務協会編『改正地方財政詳解』、『地方団体の歳入歳出総額の見込額』により
算出した。なお、地方の決算も実額の伸びは同様の傾向にある（地方財務協会編『地方財政統計年報』を参照。 
33 老人福祉法、身体障害者福祉法、精神薄弱者福祉法(現・知的障害者福祉法)、児童福祉法、母子及び寡婦福
祉法(現・母子及び父子並びに寡婦福祉法)、社会福祉事業法(現・社会福祉法)、老人保健法、社会福祉・医療
事業団法、である。 
34 (一財)厚生労働統計協会(2016、74 頁)を参照。国の定める策定指針に基づき市町村や都道府県に義務づけ
られた計画は、老人保健福祉計画、介護保険事業にかかる計画、障害者計画、次世代育成支援対策にかかる行
動計画、子ども・子育て支援事業支援計画、障害福祉計画、保育計画(一定数以上の待機児童のいる市町村と
都道府県)などである。 
35 社会保障制度審議会「社会保障体制の再構築(勧告)」(平成 7 年 7 月 4 日)。 
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社会保障の全体的な制度づくりは国の責任とし、特に保健、医療、福祉のようなサービスの提
供に関わる分野にあっては、とりわけ住民に身近な市町村の役割が重視されなければならず、
市町村が責任をもって行うことができるよう、地方分権化を進めるとともに、それを支える地
方財政を強化していく必要があるとされた。一方、都道府県については、広域的な事業、専門
技術的な事務等、各市町村間の連絡調整や専門技術面での指導、人材の養成確保、費用負担な
どについて、都道府県は責任を負うべきとされた。このように、国、都道府県、市町村がそれ
ぞれ全く別々の役割を分担すべきであるというわけではなく、一つのサービス分野につき、そ
の特性に応じて役割を分担することも認めるとし、特に市町村の役割が重視された。 
一方、国の行政改革を起因とする地方分権も推進され、福祉関係八法の改正を通じて、社会
福祉領域においても一部の事務が機関委任事務から団体委任事務となった。第一次地方分権改
革において平成 11 年に制定された地方分権一括法により、翌年 4 月施行の地方自治法に国と
地方、都道府県と市町村の行政面での対等・協力の新しい関係が定められた。機関委任事務は
廃止され、そのほとんどが地方自治体の事務となった。社会福祉分野における法定受託事務と
されたのは、都道府県においては、生活保護の決定、児童扶養手当の認定、知的障害者の同意
によらない入院措置、社会福祉法人の設立認可など、市町村においては、生活保護の決定、児
童手当の認定、障害児童福祉手当の認定(市)などである。地方自治体に新たな事務を課すもの
ではなかったが、都道府県が市町村に事務権限を受託する仕組みが導入された。また、自治事
務とされたのは、都道府県においては、身体障害者手帳の交付、福祉施設の設置許可など、市
町村においては、生活保護の日常生活指導(市)、利用者の入所決定権限などである。 
その後、第二次地方分権改革において、第一次地方分権改革で課題とされた事項の一つが
「法令による義務付け・枠付け」の緩和であった。社会福祉分野においては、施設・公物設置
管理の基準を次の三類型のいずれかに基づき条例で定めることにしたことなどが中心的な改
革内容だった。具体的には、(1)参酌すべき基準(国の基準を十分参照すれば、自治体が異なる
内容を定めることを許容する基準)、(2)標準(国が「通常よるべき基準」を示しつつも、合理
的理由のある範囲で、自治体が異なる内容を定めることを許容する基準)、(3)従うべき基準
(自治体が異なる内容を定めることを許さない基準)、である36。また、都道府県から市町村へ
の事務移譲が行われた。たとえば、平成 23 年制定の第二次一括法では、身体・知的障害者相
談員への委託による相談対応、援助が市町村まで、社会福祉法人の定款の認可、報告徴収、検
                                                  
36 山口(2016、198 頁)を参照。 
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査、業務停止命令などが市まで事務移譲が行われた37。なお、これらの改革は、その後も継続
して行われている。 
こうした二つの分権改革が推進され、社会保障の各分野において、地方、特に市町村が、広
範囲にわたり、対人サービス(現物給付)を展開していくこととなった。主な施策は次のとおり
である。 
高齢者福祉では、これまで租税を財源とした高齢者の介護に関連する制度が、社会保険方式
に基礎を置く制度に再編成された介護保険が平成 12 年 4 月に実施された。高齢者医療につい
て、平成 15 年に老人保健制度と退職者医療制度を廃止し新たな制度を創設することとされ、
平成 18 年の医療制度改革により見直しが行われ、平成 20 年 4 月から老人保健制度に代わっ
て後期高齢者医療制度が創設された。また、在宅医療と介護の連携について、26 年には、介
護保険制度において地域支援事業が実施され、また、地域包括ケアシステムの構築の一環とし
て、社会保障・税の一体改革による消費税増収分を活用した財政支援制度である地域医療介護
総合確保基金が都道府県に設置された。 
障害者福祉では、多様な提供主体による福祉サービスへの参入促進、適正な競争を通じた良
質なサービスの効率的な提供といった社会福祉基礎構造改革が実施され38、平成 15 年 4 月か
ら身体障害者、知的障害者、障害児(障害児は在宅福祉サービスのみ)の福祉サービスが支援費
制度に移行することとなり、措置制度から利用者契約制度への転換が図られた。戦後の政府の
責任で行われてきた措置制度を基盤とする福祉に、民間活力、応益主義の考え方が導入された。
また、近年では、平成 25 年 4 月に施行された障害者総合支援法に基づき、自立支援給付(介
護給付と訓練等給付等)と、地域生活支援事業の二つを中心に行われている。自立支援給付(個
別給付)は全国どこでも一定の水準でサービスが提供されるよう、国が基本的な基準を定め、
かかる費用についても義務的に負担することにしているのに対し、地域生活支援事業について
は、具体的なサービスの内容、利用手続き、報酬や利用者負担の基準等は事業を実施する都道
府県や市町村の実情に応じてそれぞれ定めることとしている39。対象となる事業は、都道府県
                                                  
37 前掲書(196-97 頁)を参照。 
38 社会福祉基礎構造改革の直接のきっかけは、平成 9 年に、国の財政赤字解消のための 6 つの分野の改革を
行う法案として「財政構造改革法」が出されたことによる。この法案は行政改革、経済構造改革、金融改革、
財政構造改革、教育改革、社会保障構造改革(医療、年金、福祉)からなり、社会福祉基礎構造改革は「社会保
障構造改革」の一部として検討され、平成 10 年に「社会福祉基礎構造改革について(中間のまとめ)」として
提言されたものである。 
39 地域生活支援事業においては、市町村の事業費に対しては国が 2 分の 1 以内、都道府県が 4 分の 1 以内で、
都道府県の事業費に対しては国が 2 分の 1 以内でそれぞれ補助を行うことができるとされている((一財)厚生
労働統計協会 2016、121-28 頁を参照)。 
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と市町村が必ず取り組まなければならない事業(必須事業)のほか、都道府県と市町村の判断に
よりその他の事業を実行することができる。 
児童福祉に関しては、平成 2 年に合計特殊出生率が 1.57 となり、昭和 41 年(丙午の年)を
下回ったことから、少子化対策に子育て支援が重要な施策として位置づけられていく。子育て
支援の一つとして保育所の待機児童の解消について、保育サービス量の拡大、市町村と社会福
祉法人に限定されていた保育所設置を NPO、株式会社、学校法人などにも認めるという設置
主体制限の撤廃、小規模保育所の定員要件の緩和、保育所運営にかかる不動産の自己所有制限
が緩和され、建物を民間からの貸与を認めるといった規制緩和が実施されてきた。近年では、
都市部における待機児童の解消を図るとともに、子どもが減少傾向にある地域の保育機能を確
保し、幼児教育を含め、地域における子ども・子育て支援を総合的に推進する子ども・子育て
支援新制度が、平成 27 年度から社会保障・税の一体改革の一環として本格的に施行された。
子ども・子育て新制度では、市町村が実施主体であり、施設型給付などからなる子どものため
の教育・給付と、地域子ども・子育て支援事業を実施する。また、従来の児童手当制度が子ど
も・子育て支援給付として位置づけられた。 
生活困窮者に対する生活保護制度については、平成 25 年に改正、翌年 7 月に施行された生
活保護法に基づき、就労による自立の促進として、生活保護脱却後の生活を支え、保護からの
脱却するインセンティブを強化する目的で就労自立給付金制度が導入された。また、被保護者
の就労自立支援について、平成 27 年 4 月に施行された生活困窮者自立支援法に基づく支援と
一体に行う観点から、被保護者就労支援事業が法定化されている40。生活困窮者自立支援法は、
生活保護に至る前の段階の自立支援策を強化する目的で制定されたものであり、自立支援に関
わる事業には必須事業と各市町村の判断で行う任意事業があり、都道府県や市町村を中心に実
施されている41。 
このように、この時期は全体としては、少子・高齢化の進行等に対応した総合的な地域福祉
施策の一層の充実を図るため、国が社会保障関係施策に重点的に推進し、高齢者福祉、子育て
支援、障害者福祉、少子化対策が増加し、主に地方を通じてサービスが実施され、所得再分配
機能は拡充されていく。また、ニーズが多様化し、地域の実情にあった社会福祉サービスの実
施が地方自治体に要請されていく。 
その一方で、これを賄う歳入面では、国の財政力、国の税体系、国の政策の優先順位により、
                                                  
40 (一財)厚生労働統計協会(2016、197-98 頁)を参照。 
41 生活困窮者支援法に基づく事業についての詳細は、(一財)厚生労働統計協会(2016、211-16 頁)を参照せよ。 
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制約を受けることとなる。主なものとして、消費税の導入と税率引上げがある。 
平成元年に福祉の充実を目的として 3％の消費税が導入されるのに伴い、地方間接税である
電気税、ガス税、木材取引税などが廃止され、料理飲食等消費税が特別消費税に、娯楽施設利
用税がゴルフ場利用税に、たばこ消費税がたばこ税になるなど、一部が消費税に吸収、縮小さ
れ、この地方税収の減少を補てんする目的で消費譲与税が創設された42。つまり、消費税と消
費譲与税導入によって、地方の一般財源の内部で自主財源が依存財源に振り替えられ、地方税
が縮小し、国からの財政移転が高まった。平成 7 年度に消費税が 5％に引き上げられ、このう
ち 1%が地方消費税となり、それに伴い、消費譲与税が廃止された。これにより、地方の一般
財源の内部で依存財源から一般財源に振り替えられたことで、自主財源は高まった。また、消
費税という基幹税を国税から地方税へ移譲しており税源の再配分につながるものであるが、税
率の決定権は配分されなかった。 
その後、社会保障・税の一体改革において、平成 26 年度から、消費税が 5％から 10％に段
階的に引き上げられることとなった。これに伴い、社会保障 4 分野の経費(年金、医療、介護、
子ども・子育て)に則った範囲の社会保障給付における国と地方の役割分担に応じて、引上げ
分 5％の消費税収を按分して、国分は 3.46％、地方分は 1.54％とした。なお、地方分は、財政
力の弱い地方団体における社会保障財源を確保するため、0.34％は地方交付税として地方に配
分することになり、地方消費税は 1.2％となった。 
消費税の導入・税率引上げと地方交付税に関して、昭和 63 年度の税制の抜本的改革による
交付税原資の国税三税の減税に伴い、交付税額の減少への対応として、平成元年に消費税が対
象税目(法定率は 24％)として追加された。また、バブル崩壊後、国、地方ともに財政が悪化
するなかで、経済対策として所得税の減税が行われ、それに伴う交付税額の減少を補てんする
ため、平成 9 年度から消費税の法定率を 29.5％に引き上げた。これらは、国の減税策に伴う
財源措置である。また、先に述べたとおり、社会保障・税の一体改革において、地方分のうち
0.34％が地方交付税の原資となったが、法定率は 22.3％に引き下げられた。これは、社会保障
4 分野のサービスにかかる財源確保のためである。 
続いて、分権改革や財政再建の観点からみると、課税権の統制が緩和された。法定外税の創
設がこれまで国の許可を必要とする許可制だったが、平成 12 年 4 月に地方分権一括法が施行
され、事前協議制に改められた。また、法定外目的税の創設も認められた。 
                                                  
42 消費譲与税の総額は、消費税法に規定する消費税の収入額の 5 分の 1 であり、うち 11 分の 6 は都道府県
に、11 分の 5 は市町村に交付された。地方消費税の導入に伴い、平成 7 年度から廃止された。 
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一方、地方分権推進計画に基づいて国庫補助負担金の整理合理化が進められたことにより、
国庫補助負担金が減額となり、一般財源は増加した。そして、平成 16 年度から 18 年度にか
けて実施された三位一体の改革により、約 5 兆円の国庫補助負担金削減と約 3 兆円の所得税
から個人住民税への移譲が、事務の性格を考慮して進められた。税源移譲により、地方の税源
配分が高まり、また、国庫補助負担金の一般財源化に伴い地方交付税が増額して、一般財源が
拡大するはずだった。しかし、小泉政権時に実施された新自由主義に基づく構造改革により、
地方歳出が抑制され、その結果、交付税額が圧縮され、一般財源の総額が大幅に削減されてし
まうことになった。 
以上、この時期は、国の重点的施策として、社会保障関係の施策の対象が貧困、低所得層だ
けでなく、広範囲にとなり、所得再分配機能は拡充していく。また、ニーズが多様化し、地域
の実情にあった社会福祉政策の実施が地方に要請されて、地方財政でも所得再分配機能を拡充
させる方向にある。地方分権により、歳出や歳入の決定権限が地方に一部移譲されたものの、
その後の財政再建や構造改革の影響を受け、その効果が限定的もしくは相殺される結果となっ
た。また、消費税の引上げは社会保障 4 分野のみに充てる財源の確保であり、それ以外の、特
に市町村を中心とした社会福祉サービスに充てる財源は対象とされなかった。地方自治体の財
政運営は、歳入の制約により、これまで以上に国の影響を受けることになった。 
したがって、現況では、国と地方の財政関係を所得再分配機能の観点からみると、日本型の
財政連邦主義のもとでは、歳入面での権限配分が大きくない限り、国の財政力により、国から
の財政移転の影響を受け、地方自治体の財源確保が厳しい状況になる。このことは、歳出面で
の分権化が進展していても、財源面から地域の実情にあった社会保障サービスの提供を抑制せ
ざるをえない状況が生じている可能性があることがうかがわれる。 
7. 日本の社会保障関係分野における日本の地方財政制度の課題 
本章では、社会保障制度の変遷によって戦後から現在までを 5 期間に区分し、第 2 章で議
論した財政連邦主義を踏まえ、国と地方の財政関係と所得再分配機能について、事務配分や税
源配分、財政移転の観点から整理した。その結果の主旨は次のとおりである。 
戦後、GHQ の占領下、国と地方の財政関係は、地方自治の確立に向け、行政責任明確化の
原則や税源分離の原則に基づいた国と地方の財政関係の構築をめざした。そのなかで市町村優
先主義がうたわれ、生活保護を含む民生行政の多くのサービスは市町村が行うことし、所得再
分配機能は地方も担うこととされる。しかし、実現には至らなかった。 
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その後は、この国と地方の財政関係が大きく方針転換される。国と地方が役割を分担し、所
得再分配機能は重複することになり、税源分離主義を転換し、税源重複とした。一方、市町村
優先主義は貫かれた。歳出面については、機関委任事務による統制が、歳入面については税源
の共有だけでなく、課税標準そのものが国税に依存することとなった。課税権が統制されるな
かで、国庫補助負担金と地方交付税による財政移転が地方財政運営を支えていくことになる。
地方の自主性は低く、機関委任事務による歳出の決定権限や課税権の統制により中央集権化が
進み、財政移転を基本とする日本型の財政連邦主義が形成され、現在に至る。 
この中央集権型の日本の財政連邦主義は、国の方針や財政力に大きく影響を受ける。昭和 30
年代から 40 年代にかけては、社会保障制度の整備期であり、国において社会保障関係施策の
優先順位が高く、市町村を中心として全国画一的なサービスを実施できるよう、国庫補助負担
金や地方交付税が増額されていく。これは、高度成長期もあって、国の財政力が強かったこと
も影響している。サービスの増加に伴い、財源が確保できた時期は、地方の課税権を拡大しな
くとも、地方も国庫補助事業に加え、独自施策を行い、所得再分配機能を果たしていた時期で
あるといえる。 
その後、昭和 50 年代から 60 年代は、社会保障制度の進展により、貧困者や低所得者に対
する所得再分配から、一般所得層をも対象とした社会保険、社会福祉へ、さらに、経済社会情
勢の変化により、家族や地域が担ってきた子育てや介護といったサービスへと拡充し、財政が
多くの所得再分配機能を担うことが要請されてきた。一方、国では、社会保障制度を拡充しつ
つも、政策の優先事項に行政改革、財政再建が加わり、それに伴う社会保障制度の見直しも同
時進行する。社会福祉分野の機関委任事務の団体委任事務化は、権限移譲により分権化が進展
し、社会福祉サービスが地方の業務として位置づけられていく。その一方で、行政改革による
国庫補助負担率の引下げが地方負担の増加をもたらし、結果として地方の財源不足を招く。そ
の財源措置は、地方交付税を通じて行われたが、地方交付税の法定率の引上げではなかった。
この時期は、日本の財政連邦主義は、歳出面では分権が進展していくが、歳入面では課税権は
制約されたまま、国庫補助負担金の減額と地方交付税の増額という財政移転の構造が変わった
にすぎなかった。 
平成元年以降、社会保障関係施策は変わらず国の重点的施策にあるが、その一方で、公共部
門の効率化や財政再建が国の施策の優先順位の高い位置にある。そのなかで、地方分権改革は、
行政上の効率化も含みながら、地方の歳出の決定権限を徐々に移譲させていく。歳入面でも課
税権の統制が緩和され、決定権限がわずかに拡大された。しかし、国の施策に従ったサービス
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だけでなく、地域の実情にあった政策が必要とされているなか、構造改革による歳出抑制と社
会保障制度の拡充による歳出拡大が並行して行われており、地方歳出の伸びは抑制され、結果
として地方交付税総額の伸びも抑制され、一般財源の確保が困難になっている。日本型の財政
連邦主義のもとでは、歳入面での権限配分が大きくない限り、国の財政力により、国からの財
政移転の影響を受け、地方自治体の財源確保が厳しい状況になる。 
このような状況を踏まえ、今後の地方財政制度の展開について考察する。 
これまで日本では、国の方針として、社会保障関連施策の拡充を行い、少なからず国と地方
は所得再分配機能を果たしてきた。この施策を大幅に縮小することは、抵抗が大きく、現実的
ではない。近年では、地方自治体による所得再分配機能、特に社会福祉分野における現物給付
によるサービスが不可欠な要素となり、その重要性が高まり、地域の実情に応じたさまざまな
施策をより総合的、計画的に実施し、サービスの充実を図っていくことが求められている。 
その際に、中央集権型の日本の財政連邦主義では、国の財政力が強い場合や全国画一的な社
会保障サービスが不可欠な場合には、行政任務と課税権が非対応であっても、国による財政移
転により、地方自治体の財源確保ができる。しかし、国の財政力が弱まり、地域の実情にあっ
た政策が必要とされる場合には、行政任務と課税権が非対応であることによって、地方自治体
の財源確保が困難となる。地方自治体が国の施策と併せて地域独自の政策を展開し、所得再分
配機能を果たすためには、行政任務と課税権の対応が不可欠であり、その方向性としては、お
のずと、第 2 章で議論した財政社会学的財政連邦主義に近づく。 
歳出の決定権限に関し、国は経済保障に加え、社会福祉分野における基準統一の必要性の高
いもののサービス水準については法令で規定し、具体的なサービスの内容に関し、地方自治体
の施策の実施手段の決定においては自由度を拡大し、目標達成に向けた施策の手段の制約はす
るべきではない。計画の策定によって、国の施策と同時に地方独自のニーズも捉えられ、優先
順位をつけながら、補助金付きのサービスか、国の施策への「上乗せ」「横出し」か、地域独
自の施策か、財源も考慮し、選択、効率的な実施を行うことが可能となる。 
歳入面について、長期的な視点からの見直しが必要である。必要な財源を確保する方法とし
て、(1)歳出の実態に合わせて税源移譲、(2)地方の自主財源、独自財源の強化、(3)地方交付
税制度による財源保障の強化、(4)国庫補助負担金の増額、などが考えられる。このうち、(1)、
(2)、(4)は、地方自治体間の財政力の格差拡大が懸念される。したがって、地方交付税制度に
よる財源保障、財源調整が重要となる。(1)、(2)、(4)を実行した場合はなおさらである。 
国や地方、都道府県や市町村との関係性を完全に無関係なものでなく、「協働・分権型」を
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前提として、国が基準統一の必要性の高いもののサービス水準を法定とし「公平性」を確保し、
地方自治体は、多様化する地域のニーズに応じて効率的な財政運営を行うことができるよう、
国と地方の財政関係を考えていくべきだろう。地方分権改革は、新自由主義に基づく行政改革
ではなく、所得再分配政府と地方自治の両方を維持することを目的として行われなければなら
ないだろう。 
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第4章 生活保護に対する地方交付税の財源保障 
―大阪府門真市における交付税単価と実額単価による分析― 
この章では、財政連邦主義の議論では国が担うべきとする現金給付の所得再分配機能である
生活保護について取り上げ、生活扶助等の保護費における地方交付税の財源保障の一般財源過
不足の状況について検証し、財源保障の考え方とあり方を考察する。 
1. 生活保護費の急増による地方自治体の財政への影響 
全国の月平均の生活保護受給者数は、過去最低であった平成 7 年度の 88.2 万人から増加し
続け、平成 26 年度には過去最高の 216.6 万人に達し、平成 27 年度は 216.4 万人と減少して
いるものの、近年は横ばい傾向にある。また、保護率は、平成 7 年度の 7.0‰から平成 27 年
度には 1.70‰となっている(図 4.1)。 
図 4.1 全国の被保護世帯数・被保護実人員・保護率の推移 
 
（注）被保護世帯数、被保護実人員は月平均。 
（資料）厚生労働省「被保護者調査」平成 27 年度により作成。 
一方、全国の月平均の生活保護受給世帯数は、平成 7 年度の 60.2 万世帯から平成 27 年度
には過去最高の 163.0 万世帯となり、一貫して増加している。これを世帯類型別の構成割合で
みると、世界金融危機後、特に稼働年齢層と考えられる「その他世帯」の割合が大きく増加し
たが、近年は減少傾向となっている一方で、「高齢者世帯」は増加傾向にあり、平成 27 年度に
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は 50.1％となった1。保護開始の主な理由については、平成 20 年度まで最も多かった「傷病
による」を平成 21 年度には「働きによる収入の減少・喪失」が上回り、平成 24 年度以降は
「貯蓄等の減少・喪失」が最も多くなっている。近年は、景気回復基調により、稼働可能な失
業者が減少している一方で、年金だけでは生活できない高齢者が増加し続けていることがうか
がわれる2。 
このように、生活保護受給者は減少に転じているものの、保護率の高い大都市においては、
生活保護に要する負担の増加が財政運営を圧迫するという声が上がっている。第 2 章で述べ
たとおり、マスグレイブよる財政連邦主義によれば、現金給付による所得再分配機能は、元来、
国の政策としている。生活保護制度は、国の責任で、かつては機関委任事務として、現在では
法定受託事務として、実施されている。一方、生活保護の経費負担については、制度創設より、
国と地方で分担されており、現在は、国庫負担 4 分の 3、地方負担 4 分の 1 となっている3。
生活保護費の地方負担は地方交付税で措置される仕組みとなっており、国による全額負担と同
様の意味をもつ。したがって、地方交付税による財源保障機能が十分である限り、生活保護受
給者が増加しても、本来は財政を圧迫することはない。 
近年では、生活保護に対する地方交付税の財源保障をめぐって、多くの議論がなされている。
沼尾(2009)は、ある政令指定都市の決算を用いて、1998 年度から 2006 年度までの生活保護
費の基準財政需要額とそれに相当する地方負担部分を比較して、実額に対して 3％から 10％
不足することを示している。林(2010)は、市部の生活保護費の財源不足度を算出し、それと人
口規模との関係について考察しており、人口規模が大きくなるにつれ(都市部ほど)財源不足度
は増加する傾向にあることを示している。また、林(2011)は、市全体の財源不足額の比率が
2006 年度の約 3%から 2007 年度には約 5%に急増していることを示し、生活保護世帯の急増
に対して、生活保護費にかかる地方交付税の算定の方法に限界がある可能性を指摘している。 
                                                  
1 厚生労働省「福祉行政報告例」および厚生労働省「被保護者調査」では、「高齢者世帯」、「母子世帯」、「傷
病世帯」、「障害者世帯」以外の世帯を「その他世帯」に類型している。 
2 厚生労働省「被保護者調査」(年次調査(個別調査)平成 27 年 7 月末日現在)によると、高齢者世帯のうち、
年金受給割合は 49.7％と約 5 割であり、生活保護受給世帯一世帯当たりの年金受給月額は、50,018 円となっ
ており、受給世帯数では 3 万円台が最も多くなっている(生活保護受給者一人当たり年金受給月額は、47,067
円である)。 
3 昭和 21 年制定の生活保護法(旧法)において、生活保護行政に関する国の負担割合は 10 分の 8 となった。
立法過程で、生活保護を国の責任で機関委任事務として行う以上、全額国庫負担で行うべきであるという意見
が厚生省社会局内にあったが、生活保護世帯を安易に認定するなど濫給を防止するために、一部地方負担を決
めたという経緯がある(厚生省社会局保護課編 1981、289 頁を参照)。その後、国の負担割合は、行政改革の
一環として国庫補助負担率の引下げの実施により、昭和 60 年度から 63 年度は 10 分の 7、平成元年度から 4
分の 3 となった。また、三位一体の改革の一環として、平成 17 年に国の負担割合 2 分の 1 への引下げが議論
となった。 
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一方、星野(2009)は、大阪市の資料をもとに、政令指定都市 15 団体における生活保護費の
扶助費に限定した生活保護費充当一般財源と基準財政需要額の乖離について、平成 16 年度で
は 13 市において算定額が実態に満たないことを示し、生活保護をめぐる基準財政需要額と一
般財源との乖離が生じる可能性が高いのは基準財政需要額の算定に用いられる扶助者一人当
たり扶助費である基準単価と決算額からみた実態の扶助者一人当たりの単価との単価差であ
るとした。また、大阪市は、平成 21 年度の決算で基準財政需要額への算入額は実際の地方負
担額の 8 割程度でしかなく、交付税による多額の措置不足が生じており、この要因は、生活保
護費の需要額算定にあたり、被保護者数は実数で反映されるが、生活扶助等の扶助者一人当た
りの費用である扶助単価は実額で計算されない仕組みであるとし、大阪市は単身高齢者が多い
こともあって基準財政需要額における保護単価よりも実際の単価が高くなるとし、大阪市に偏
在する特定の財政需要が生じていると主張する4。 
これらは、生活保護の地方負担に対し、地方交付税の財源保障が十分になされておらず、財
源不足の団体が生じている実態があり、またその要因として基準財政需要額の算定を問題にし
ている。いずれにせよ、生活保護に対する財源保障が十分であるか否かを判断するには、基準
財政需要額の算定の仕組みや考え方にさかのぼって、より具体的に分析する必要がある。2 節
で示すとおり、生活扶助等の保護費の算定は被生活保護者数の実績に基づいて行われており、
保護費の単価差以外のところでは、追加の財政需要が発生しない仕組みになっている5。そこ
で本章では、基準財政需要額の算定に用いられる扶助者一人当たりの扶助費である基準単価
(以下「交付税単価」という)と生活扶助等の保護費の実績額から算出した扶助者一人当たりの
扶助費(以下「実額単価」という)の単価差に焦点をあて、生活扶助等の保護費に対する地方交
付税の財源保障について分析することとした。制度と実態を詳細に比較する必要から個別団体
に焦点をあてる必要があり、大阪府門真市を対象にすることとした。 
門真市は、大阪府の北東部にあり大阪市と隣接する人口 13 万 282 人(平成 22 年国勢調査)
の都市である。昭和 30 年代後半から 40 年代前半にかけ、大阪の衛星都市として急激な人口
増加により6、基盤整備がなされていないままに木造賃貸共同住宅が爆発的に建設され、密集
                                                  
4 大阪市「大阪府自治制度研究会 財政調整制度に関する議論に対する大阪市の見解」（第 10 回大阪府自治制
度研究会(平成 22 年 12 月 22 日開催)配付資料)。 
5 生活扶助等の保護費とは、本章では、生活保護法に基づく保護費のうち、保護施設事務費を除く、生活扶助、
住宅扶助、教育扶助、医療扶助、介護扶助、出産扶助、生業扶助、葬祭扶助の八つの扶助費の総額をさす。社
会福祉事務所費を含む生活保護費と区別するため、この用語を用いることとする。 
6 門真市の人口は昭和 35 年の 3 万 4,228 人から昭和 40 年には 9 万 5,208 人に急増し、全国 1 位の増加率
178.2％(昭和 40 年国勢調査)を示した。 
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市街地が形成された。現在、その当時の木造賃貸共同住宅が老朽化することによって低家賃住
宅が大量に集積し、そのなかには住宅扶助限度額以下の低家賃住宅が多いこともあって、結果
的に他地域から低所得者が流入し、生活保護受給者が増加している7。門真市の被保護実人員
の保護率は、平成 21 年度は 46.0‰となり、平成 12 年度の 23.1‰に比べて 2 倍超に増加して
いる。また、全国の水準に比べ 3 倍超高く、隣接する大阪市と保護率の水準が同じであり、増
加傾向も似ている。特に、平成 20 年度はリーマンショック以降の急激な景気後退によって保
護率が急増している(図 4.2)。 
図 4.2 保護率の推移 
 
（注）門真市は「太字」、大阪市は「斜字」の数値である。 
（資料）門真市は大阪府『大阪府統計年鑑』、大阪市と全国は厚生労働省『福祉行政報告例』により作成。 
また、門真市の生活扶助等の保護費の総額について、その推移をみると、平成 19 年度に母
子加算の見直しや生活保護受給障害者の人口透析治療にかかる医療扶助を障害者自立支援利
用において支弁したこと等により扶助費が前年度に比べ減少している。平成 12 年度から平成
21 年度の間で生活扶助等の保護費の総額は 86％増加しており、特に、平成 21 年度は保護率
が急増したことに伴い、生活扶助等の保護費も急増している。また、この間に、全国や大阪市
に比べ門真市の増加率が大きくなっている(図 4.3(1))。続いて、門真市の生活扶助等の保護
費の総額の割合をみると、平成 12 年度の 11.2％から 21 年度には 18.9％に拡大している。平
成 21 年度は、先述のとおり、保護率が急増したことに伴い、生活扶助等の保護費も急増して
いるが、構成比はやや縮小しており、総額が増加しても必ずしも構成比は拡大していない。ま
た、この間では全国や大阪市に比べ門真市の水準は大きくなっている(図 4.3(2))。 
このように、門真市は歴史的経緯から比較的低所得者層が多く居住する都市であることか
ら、生活保護費が急増するとともに、国民健康保険事業会計が赤字を出すなど財政状況が逼迫
                                                  
7 門真市財政課聞き取り調査(平成 22 年 7 月 5 日)。 
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している。今後、大都市圏では急速に高齢化が進むと予想されており、比較的低所得者層の高
齢者が急増する都市では、財政状況が逼迫することが懸念される。一般的に、高齢化の進行は、
大都市圏の都市ほど急激であるといわれている。門真市は、そうした大都市圏の都市が共通し
て直面することになる都市財政問題の近未来図ともいうべきものである。 
そこで以下では、保護率は全国的にみると例外的に高い門真市の事例から、生活扶助等の保
護費に対する地方交付税の財源保障について、交付税単価と実額単価の較差とその単価差によ
って生じる生活扶助等の保護費の一般財源過不足の状況について検証し、生活扶助等の保護費
に対する地方交付税の財源保障を考察する。 
図 4.3 生活扶助等の保護費の総額の推移 
(1) 指数（平成 12 年度＝1.00） 
 
(2) 歳出総額に占める生活扶助等の保護費の割合 
 
（注）生活扶助等の保護費は、生活扶助、住宅扶助、教育扶助、医療扶助、介護扶助、出産扶助、生業扶助、葬祭扶助の八
つの扶助費の総額である。 
門真市は「太字」、大阪市は「斜字」の数値である。 
（資料）門真市と大阪市は大阪府『大阪府統計年鑑』、全国は国立社会保障・人口問題研究所編『社会保障統計年報』＜平
成 22・23 年版＞、地方財務協会『市町村別決算状況調』により作成。 
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2. 生活保護費の基準財政需要額の算定の考え方 
生活保護は国庫負担金事業である。生活保護費の経費負担については国と地方で分担され、
国庫負担 4 分の 3、地方負担 4 分の 1 となっている。国庫負担金事業の地方負担の財源保障に
ついて、地方財政法第 11 条 2 で、「第 10 条から第 10 条の 3 までに規定する(国庫負担金事
業)経費のうち、地方公共団体が負担すべき部分は、地方交付税法の定めるところにより地方
公共団体に交付すべき地方交付税の額の算定に用いる財政需要額に算入するものとする」と規
定されている。これは、国庫負担を伴う経費については、地方公共団体の負担部分を地方交付
税の額の算定に用いる財政需要額に算入することによって、これらの経費の地方負担分に対す
る一般財源の裏づけを保障しようとするものである。 
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額は、地方交付税法の規定に基づき、各地方団
体の財政需要を合理的に測定するために客観的かつ画一的な方法により算定されており、具体
的には、各行政項目別にそれぞれ設けられた「測定単位」の数値に必要な「補正」を加え、こ
れに測定単位ごとに定められた「単位費用」を乗じた額を合算することによって行われる(単
位費用 × 測定単位 × 補正係数)。生活保護は、市と都道府県(町村分)が所管であり、市と都
道府県では生活保護費の基準財政需要額の算定のしかたは若干異なる。以下では、平成 21 年
度の市部の生活保護費の基準財政需要額の算定を概観する8。 
生活保護費の測定単位は人口(国勢調査人口)である。単位費用は、標準団体における標準的
な財政需要の見積もりについて測定単位一単位当たりの費用であるので、生活保護費の単位費
用の場合は人口一人当たりの生活保護費である。また、生活保護費の単位費用は、生活保護法
に基づく生活保護費(大部分が生活扶助等の保護費)と社会福祉事務所費(大部分が社会福祉主
事等の人件費)からなる。 
生活保護費の基準財政需要額の算定において、単位費用はすべての市に同一のものが適用さ
れる。しかし、実際の団体の人口一人当たりの生活保護費は、各団体の人口規模、被生活保護
者数、保護費の基準、社会福祉主事の配置、人件費、市間の権能差等によって大きく異なる。
このような差については、その差の生じる理由ごとに測定単位の数値を割り増すまたは割り落
とす方法をとって測定単位の補正を行う。これが補正係数である。生活保護費の補正係数は、
段階補正、密度補正、普通態容補正、寒冷補正Ⅰ、寒冷補正Ⅱからなる。これらの補正係数を
                                                  
8 ここでは、生活保護費の基準財政需要額の算定について、議論に必要な部分のみを扱っている。基準財政需
要額の算定については、地方交付税制度研究会編『地方交付税制度解説』単位費用篇、補正係数・基準財政収
入額篇(地方財務協会)に算定方法が解説されている。生活保護の基準財政需要額の算定については、小西
(2009、第 3 章)に詳しく算定方法が解説されているので、同書を参照せよ。 
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集計するときの算式は次のとおりである。 
段階
補正係数
ൈ普通態容
補正係数
ൈ ቊቆ寒冷補正
Ⅰ係数
൅寒冷補正
Ⅱ係数
ቇ െ 1ቋ ൅ ቆ 密度
補正係数
െ 1ቇ 
以下では、補正係数のうち、本章の内容に直接関わる密度補正である生活扶助等の保護費に
かかる密度補正を中心に述べる。生活扶助等の保護費は、人口とは必ずしも比例せず、より正
確には被生活保護者数と関係がある。この被生活保護者数の違いを反映する補正が密度補正で
ある。密度補正係数は、社会福祉主事費は生活扶助者等の数、生活扶助等の保護費は被生活保
護者数等の数に基づいて設定される。最終的にこの二つの密度補正は合算される。 
密度補正係数െ 1 ൌ ൮
社会福祉
主事費に
係る密度補正
൲൅൮
生活扶助等の
保護費に
係る密度補正
൲ 
社会福祉主事費にかかる密度補正の算定式は次のとおりである。 
൮ 当該団体の
生活扶助者等の数
െ
標準団体の
生活扶助者等の数
（当該団体人口に置換）
൲ ൈ
ۉ
ۈ
ۇ
標準団体の
生活扶助者
一人当たり
社会福祉主事費ی
ۋ
ۊ
単位費用 ൈ当該団体の人口  
上式の分子の部分について、前年度の当該団体の生活扶助者等の数に厚生労働省が予算の調
製で用いる前年度から今年度の生活扶助者数の推定の伸び率を乗じて算出する当該団体の生
活扶助者等の数と、標準団体の人口 10 万人当たりの生活扶助者数を当該団体人口に置き換え
た生活扶助者数との差に、標準団体における生活扶助者一人当たりの費用を乗じて算出する。 
生活扶助等の保護費にかかる密度補正の算定式は次のとおりである。 
൮ 当該団体の
被生活保護者等の数
െ
標準団体の
被生活保護者等の数
（当該団体人口に置換）
൲ ൈ
ۉ
ۈ
ۇ
標準団体の
被生活保護者
一人当たり
算入単価 ی
ۋ
ۊ
単位費用 ൈ当該団体の人口  
算定式は社会福祉主事費にかかる密度補正と同様の構造である。ただし、上式の「当該団体
の被生活保護者等の数」は、次のとおりに算定する。 
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ۉ
ۈ
ۇ 今年度の
当該団体の
被生活保護者等の数
൅
前年度の当該
団体の算定と
実数の要精算
被生活保護者数ی
ۋ
ۊ ൈ
地域ごとの
生活扶助等の
保護費の
単価差率
 
ൌ
ۏێ
ێێ
ێۍ
今年度の
当該団体の
被生活保護
者等の数
൅
ۖە
۔
ۖۓ 前年度の
当該団体の
被生活保護
者数の実数
െ
ۉ
ۈ
ۇ
前年度に
算定した
当該団体の
被生活保護者数
ൈ
前年度
補正予算を
勘案した率ی
ۋ
ۊ
ۙۖ
ۘ
ۖۗ
ൈ
前年度と今年度の
被生活保護者
一人当たりの
算入単価差率 ےۑ
ۑۑ
ۑې ൈ
地域ごとの
生活扶助等の
保護費の
単価差率
 
「当該団体の被生活保護者等の数」は、今年度の当該団体の被生活保護者等の数に前年度の
当該団体の算定と実数を精算する必要のある被生活保護者数を合計したものに、生活扶助等の
保護費の地域による違いを反映させるため、生活扶助等の保護費の地域ごとの単価差を乗じて
算出する9。当該団体の被生活保護者等の数は、次のように算定する。まず、標準団体の被生
活保護者について、生活扶助、住宅扶助、教育扶助、医療扶助(入院分)、医療扶助(入院外分)、
介護扶助、その他の扶助(出産扶助、生業扶助、葬祭扶助)の七つの扶助区分のそれぞれに被生
活保護者等の数が想定されているが、単価の違いを反映させるために、一人当たり生活扶助の
月額単価を基準に被生活保護者等の数を算出する。「今年度の当該団体の被生活保護者等の数」
は、七つの扶助区分ごとに前年度の当該団体の扶助者数の実数に対して、厚生労働省が予算の
調製で用いる前年度から今年度の推定の伸び率を乗じて算出し、それらを合計した数とする。 
次に、「前年度の当該団体の算定と実数を精算する必要のある被生活保護者数」は、年度間
の生活扶助等の保護費の算入単価差を反映させる。前年度の当該団体の実際の被生活保護者数
と、前年度に算定された当該団体の被生活保護者数(前年度補正予算分を反映)との差に、前年
度と今年度の被生活保護者一人当たりの算入単価差率を乗じて算定される。 
このように、生活扶助等の保護費は被生活保護者数の実績に基づいて補正が行われており、
保護費の単価差以外のところでは、追加の財政需要が発生しない仕組みになっている。生活扶
助等の保護費における基準財政需要額と実額との乖離は、被保護者数と単価差のいずれかであ
るので、算定額と実態との乖離が生じる要因は、制度的には単価差にあるといえる。3 節では、
交付税単価と実額単価の単価差を検証し、実額単価が基準財政需要額の算定に反映していない
ことによる財政運営への影響について、大阪府門真市を事例に分析する。 
                                                  
9 前年度の当該団体の算定と実数を精算する必要のある被生活保護者数は、平成 16 年度から普通交付税に導
入されるようになった。その経緯は、原(2004)、佐藤(2005)によると、市部の生活保護費について、普通交
付税において人口を測定単位とし、被生活保護者数の密度によって補正するが、被生活保護者数を前年度実績
に厚生労働省の伸び率を乗じて算出しているため、個別団体では過少が生じることがあり、当該過少分に対し
て特別交付税で措置してきたが、特別交付税総額が減少を続ける状況となってきたこと等を踏まえ、平成 15
年度の特別交付税の交付を廃止し、16 年度から普通交付税において算定されることになった。 
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3. 交付税単価と実額単価の差額の検証 
3.1. 検証 1：交付税単価と実額単価の較差・単価差率 
平成 16 年度から 21 年度の間の交付税単価と実額単価を七つの扶助(生活扶助、住宅扶助、
教育扶助、医療扶助(入院分)、医療扶助(入院外分)、その他の扶助)ごとに比較し、その単価
差と単価差率を考察する。 
各年度の i 扶助の交付税単価ܮܣܶ_ܷ ௜ܲについては、i 扶助の一人当たり扶助費	ܣܷ ௜ܲに地域ご
とに異なる扶助費を反映させるため、地域ごとの扶助費の単価差率ܴ_ܷܲܦܴ௜を乗じて算出する。 
ܮܣܶ_ܷ ௜ܲ ൌ 	ܣܷ ௜ܲ ∙ ܴ_ܷܲܦܴ௜       		    ሺ1ሻ 
データは、各扶助の一人当たり扶助費については、基準財政需要額の算定に用いる 1 カ月扶
助別保護費の基準単価(その他の扶助は、出産扶助、生業扶助、葬祭扶助の単価の平均)、地域
ごとの扶助費の単価差率については、基準財政需要額の密度補正係数の算定に用いる「扶助費
の種地ごとの単価差率」における門真市の種地の数値を用いる。 
各年度の i 扶助の実額単価ܣܣܧ_ܷ ௜ܲについては、門真市の i 扶助の年間扶助費合計額ܶܣܧ_ ௜ܻ
を門真市の i扶助の年間延べ実人員数ܶܲ_ ௜ܻで除して算出する。 
ܣܣܧ_ܷ ௜ܲ ൌ 	ܶܣܧ_ ௜ܻܶܲ_ ௜ܻ                ሺ2ሻ 
データは、門真市提供資料に基づいて、生活保護の年間扶助費合計決算額、年間延べ実人員
を用いる。 
単価差と単価差率は、扶助ごとに、(1)式と(2)式から算出する。各年度の i 扶助の単価差
ܷܲܦ௜は、実額単価ܣܣܧ_ܷ ௜ܲと交付税単価ܮܣܶ_ܷ ௜ܲとの差をとって算出する。また、各年度の i
扶助の単価差率ܷܲܦܴ௜は、実額単価ܣܣܧ_ܷ ௜ܲを交付税単価ܮܣܶ_ܷ ௜ܲで除して算出する。 
ܷܲܦ௜ ൌ 	ܣܣܧ_ܷ ௜ܲ െ ܮܣܶ_ܷ ௜ܲ      				    ሺ3ሻ 
ܷܲܦܴ௜ ൌ 	ܣܣܧ_ܷ ௜ܲܮܣܶ_ܷ ௜ܲ                ሺ4ሻ 
算出した単価差と単価差率について、扶助の種別に示したものが図 4.4 である。図中の単価
差については、プラスの値は実額単価が交付税単価を上回る状況、マイナスの値は実額単価が
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交付税単価を下回る状況を示している。また、単価差率については、1.00 は単価差がない状
況、1.00 超は実額単価が交付税単価を上回る状況、1.00 未満は実額単価が交付税単価を下回
る状況を示している。 
生活扶助の単価差は他の扶助費に比べ比較的小さく、交付税単価との差は-8％から+7%であ
る。平成 16 年度から 19 年度までは実額単価は交付税単価を下回り、平成 20 年度以降は実額
単価が交付税単価を上回っている。 
住宅扶助の単価差は、平成 16 年度から 21 年度の間で実額単価が交付税単価を下回ってお
り、交付税単価との差は-14％から-7％である。実額単価が交付税単価を下回る水準である要
因として、木造賃貸共同住宅が扶助限度額以下の低家賃で提供されていることが考えられる。 
教育扶助の単価差は、平成 16 年度から 20 年度の間では、生活扶助、住宅扶助と同様に単
価差は比較的小さく、交付税単価との差は-8％から-2％であったが、平成 21 年度に実額単価
が交付税単価を上回り、交付税単価に比べ 36％高くなっている。 
医療扶助(入院分)の単価差は、平成 20 年度までは実質単価が交付税単価を下回っていたが、
平成 21 年度は実額単価が交付税単価を大きく上回り、交付税単価に比べ 61％高くなってい
る。門真市によると、医療扶助(入院分)の扶助人員について平成 20 年度まで誤集計され、人
員が多く算出されている可能性があり、平成 20 年度以前も平成 21 年度と同様に実額単価が
交付税単価を大きく上回る傾向と推測できるという10。また、医療扶助(入院外分)の単価差は、
平成 16 年度から 19 年度までは実額単価が交付税単価を大幅に上回り、単価差は 2.3 倍から
2.5 倍であったが、平成 20 年度から単価差は縮小しており、平成 21 年度には交付税単価に比
べ 12％の高さになった。これは、平成 20 年度、平成 21 年度に交付税の額の算定方法におい
て生活扶助等の保護費にかかる密度補正の医療扶助にかかる単価差率を実態に沿って改定し
ため、単価差が縮小したといえる。しかし、医療扶助(入院分)については、実態に沿って改定
されたにもかかわらず、なお実額単価が交付税単価を大幅に上回っており、高額な医療を受診
する受給者が多いことが理由として考えられる。 
  
                                                  
10 門真市保護課聞き取り調査(平成 22 年 11 月 29 日)。 
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図 4.4 門真市の生活扶助等の保護費の単価差 
 
（注）単価差については、プラスの値は実額単価が交付税単価を上回る状況、マイナスの値は実額単価が交付税単価を下回
る状況を示す。単価差率については、1.00 は単価差がない状況、1.00 超は実額単価が交付税単価を上回る状況、1.00
未満は実額単価が交付税単価を下回る状況を示す。 
（資料）地方交付税制度研究会『地方交付税制度解説』補正係数・基準財政収入額篇、門真市財政課提供資料より算出し作
成。 
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介護扶助の単価差は、医療扶助(入院外分)と同様に、平成 16 年度から 19 年度までは実額
単価が交付税単価を大幅に上回り、単価差は約 2 倍であったが、平成 20 年度、平成 21 年度
に交付税の額の算定方法において生活扶助等の保護費にかかる密度補正の介護扶助にかかる
単価差率を実態に沿って改定しため、平成 20 年度から単価差は縮小しており、実額単価が交
付税単価を下回り、交付税単価との差は約-10％となった。 
その他の扶助は、年度ごとに単価差の変動が大きく、平成 16 年度を除き、実額単価が交付
税単価を下回っており、平成 21 年度において単価差はほとんどない。 
全般的に、単価差は年度や扶助費によって異なっている。平成 16 年度から 20 年度の間で
実額単価と交付税単価の単価差は年度ごと縮小されたが、平成 21 年度は、実額単価が交付税
単価を大きく上回り、単価差が拡大する扶助費が見られる。しかし、門真市のケースでは、単
価差はそれほど大きな額ではない。 
3.2. 検証 2：単価差が財政運営に及ぼす影響 
次に、3.1 項の検証 1 で推計した単価差が財政運営に及ぼす影響について分析する。検証は、
平成 16 年度から 21 年度間の交付税単価と実額単価の差を用いて総額を算出する。実額総額
が交付税単価に基づく総額を上回る場合には、生活扶助等の保護費にかかる一般財源が不足し
ている財源不足の状況であり、実額総額が交付税単価に基づく総額を下回る場合には一般財源
が過剰である財源超過の状況を示す。併せて、生活扶助等の保護費一般財源過不足額が一般財
源に占める割合を算出し、財政運営への影響を考察する。 
各年度の門真市の生活扶助等の保護費の一般財源過不足額ܣܨܦは、門真市の i扶助の年間扶
助費合計額ܶܣܧ_ ௜ܻの総計と、検証 1 で算出した i 扶助の交付税単価ܮܣܶ_ܷ ௜ܲに門真市の i 扶助
の年間延べ実人員数ܶܲ_ ௜ܻを乗じてすべての扶助費の合計額との差分をとり、総額の 4 分の 1
が地方負担分であるので 0.25 を乗じた額とし、(5)式のとおり算出する。 
ܣܨܦ ൌ ൝൭෍ܶܣܧ_ ௜ܻ
௜
൱ െ ൭෍ܮܣܶ_ܷ ௜ܲ ∙ ܶܲ_ܻ
௜
൱ൡ ൈ 0.25    	ሺ5ሻ 
また、各年度の門真市の一般財源に占める生活扶助等の保護費一般財源過不足額の割合
ܣܨܦܴについては、門真市の生活扶助等の保護費の一般財源過不足額ܣܨܦを門真市の一般財源
総額ܶܩܴで除して算出する。 
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ܣܨܦܴ ൌ ܣܨܦܶܩܴ 	              	ሺ6ሻ 
門真市の一般財源総額のデータは、総務省「決算カード」に記載されている「一般財源計」
の値を用いる。 
算出した門真市の生活扶助等の保護費一般財源過不足額とその一般財源に占める割合を示
したものが図 4.5 である。図中のプラスの値は財源不足、マイナスの値は財源超過を示してい
る。 
その結果、平成 16 年度から 21 年度の間で扶助費総額の差額は大きく異なっている。平成
16 年度は、約 2,000 万円の財源不足となっているが、その一般財源総額に占める割合は 0.07%
とそれほど大きくない。平成 17 年度から 20 年度は財源超過となっており、平成 18 年度の財
源超過が最大の 1 億 1,399 万円となり、一般財源総額に占める割合は-0.42%である。その後、
平成 19 年度から 20 年度で財源超過は縮小し、平成 21 年度には大幅に財源不足に転じてい
る。平成 17 年度から 20 年度は、交付税単価を上回る扶助費があったとしても、合計すると
財源不足が生じていない。ただし、3.1 項で述べたとおり、その間、医療扶助(入院分)につい
ての実人員に誤集計があり、実額単価が交付税単価を大きく上回る傾向にあり、それを踏まえ
ると、実際には財源不足の状況であることが推測できる。平成 21 年度は、2 億 7,829 万円の
財源不足額となり、その一般財源総額に占める割合の 1.07％である。検証 1 でみたように、
平成 21 年度では、生活扶助、教育扶助、医療扶助の実額単価が交付税単価を上回っており、
これらが財源不足の拡大の要因となっているといえる。 
図 4.5 門真市の生活扶助等の保護費の単価差 
 
（注）プラスの値は財源不足、マイナスの値は財源超過を示す。 
（資料）地方交付税制度研究会『地方交付税制度解説』補正係数・基準財政収入額篇、総務省「決算カード」、門
真市財政課提供資料より算出し作成。 
19.42 
‐76.41 
‐113.99 
‐29.29  ‐17.61 
278.29 
0.07  ‐0.28 
‐0.42 
‐0.11  ‐0.06 
1.07 
‐0.60
‐0.40
‐0.20
0.00
0.20
0.40
0.60
0.80
1.00
1.20
‐150
‐100
‐50
0
50
100
150
200
250
300
H16 H17 H18 H19 H20 H21
%百万円
年度
生活扶助等の保護費の財源過不足額（左軸）
一般財源に占める生活扶助等の保護費一般財源
過不足額の割合 （右軸）
64 
3.1 項および 3.2 項の二つの検証結果は次のように要約できる。①単価差は年度によっても
また扶助費の種別によっても異なり、有利不利がある。これは自治体間で見ても、有利に働く
団体と不利に働く団体がそれぞれ生じる可能性を示している。②単価差があること、つまり実
額単価が基準財政需要額に算入されていないことは、必ずしも財政運営を圧迫するわけではな
いが、単価差の大きさによって、特に保護率が高い団体ほど生活扶助等の保護費に対する財源
不足額が大きくなり、財源措置不足により財政運営を圧迫する可能性がある。 
4. 生活保護に対する地方交付税の財源保障のあり方と財政運営への影響 
単価差の検証から、実額単価が交付税単価を上回る場合、一種の財源不足が発生しているこ
とに対して、基準財政需要額の算定が適切でないという見方もできる。たとえば、林(2011)で
は、地方財政計画において総量としての行政需要額が正しく設定されていたとしても、それを
各団体の基準財政需要額に割り振る段階において、「余剰」を有する団体と「不足」を有する
団体の双方が発生するのであるならば、単位費用や補正係数が不適切に算定されたという見方
を示している。また、単価差で有利不利があることに対して、実額単価を基準財政需要額の算
定に反映させなければ、地方交付税の財源措置が実態に沿って適切に行われているとはいえな
いという見方もある。たとえば、星野(2009)によると、大阪市は、生活保護をめぐる基準財政
需要額と一般財源との乖離は算定の単価差に問題があるとし、扶助費単価の算入にあたって
は、①実績単価、または②生活保護の級地区分(国の基準)における単価差の反映、加えて③単
身者世帯割合等実態の考慮により適実に算入がなされるようするべきである、と述べている。 
これらの見解は、地方交付税の財源保障について、自治体の決算額あるいは自治体が考える
必要額に基準財政需要額が一致することが望ましいという見方に立つものと考えられる。しか
し、地方交付税の財源保障の意味は、法制度の趣旨として、本来的には「ある理念的な財政需
要分のみを基準財政需要額に算入する」というものである。そこでは理念的な財政需要を想定
しながら、決算額との差額は、自治体の個別事情や行政運営上の工夫、あるいは妥当とはいえ
ない制度運営の結果などからなり、それについては留保財源で賄うか、他の財源の圧縮で賄う
ことが、財政運営のあり方として望ましい見方が、伝統的にされてきた。つまり、地方自治体
の独自の政策判断によるものや必ずしも適切とはいえない制度運営の結果として生じる財政
需要は、基準財政需要額として捕捉する必要はない。具体的な実績をその財政需要の算定に用
いるとすれば、個別の事情や独自の判断に基づいて行われるものを取り入れることになり、か
えって不公平な結果をもたらしかねない。 
65 
この法制度の趣旨は、国庫負担金事業である生活保護にも適用される。国庫負担金事業の裏
負担である一般財源は基準財政需要額に算入するという地方財政法の趣旨に照らすと、有利に
働く団体や不利に働く団体があるという意味で基準財政需要額と実額が乖離していることを
もって、算定が不適切とはいえない。必要な経費が発生しているが、基準財政需要額の算定が
適切でなく、自治体の一般財源充当額が増加する可能性がある場合、たとえば、大阪市が主張
する特定の団体だけ単価が高くなる現象が、医療制度や都市的な特性によって同じような都市
的性格をもつた団体で共通して起きているとすれば、算定において実額単価を反映させること
は算定のあり方としてありうるところである。その反面、医療費等が高くなる蓋然性を証明す
ることができない場合、基準財政需要額の算定に反映させることはかえって適切ではないとい
える。 
基準財政需要額と実額が乖離する要因はもう一つ考えられる。それは、乖離が生じることが
財源保障の問題にあるわけではなく、生活保護制度において運営上の問題があり、実額が適正
ではない可能性がある場合である。つまり、基準財政需要額の算定は中立であるが、保護率を
押し上げる生活保護受給者の不正や貧困ビジネス事業者による保護費の詐取、過剰診療や頻回
受診の疑いがあり、これが生活扶助等の保護費を高め、自治体の一般財源充当額が増加する可
能性がある場合である。特に、医療扶助については、生活保護受給者は、医療扶助により原則
無料で受診できるため、生活保護を受けていない人より生活保護受給者のほうが高額な医療を
受けるケースがあるという見方もされる。したがって、この場合には、医療扶助を含め生活保
護の運営の実態を解明し、その原因を明らかにして、生活保護行政にかかる適切な業務執行体
制の確保に向けての是正策を考える必要がある11。 
本章では、門真市の場合、生活扶助等の保護費の増加による地方自治体の財政への影響につ
いて、基準財政需要額の算定において実額単価が反映されていないことが必ずしも財政圧迫の
要因ではないことが検証された。また、被生活保護者の急増は、次年度の地方交付税の算定に
おいて精算措置があり、これらを踏まえれば、基準財政需要額の算定が適切に行われており、
財政運営に支障がないとみることできる。しかし、門真市のように生活保護費が予算総額に占
める割合が高い場合には、当該年度の資金不足が決算における収支を逼迫させ、また、被生活
保護者の急増が長期にわたって続く状況では、毎年度、資金不足に悩まされることとなる。こ
の場合、資金不足が実質収支の赤字への圧力となる。基準財政需要額の算定が適切であっても、
                                                  
11 門真市では、生活保護受給者が医療費を一部自己負担とすることで、頻回受診等の抑制につなげる施策を
国に提言することを考えている(門真市保護課聞き取り調査(平成 22 年 11 月 29 日))。 
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財政運営の担当者として、生活保護が財政圧迫の要因という実感をもつのもやむをえないとこ
ろがある。 
また、保護率の高い都市において生活保護費の増加が財政を圧迫すると訴えるのは、生活保
護費のみの問題というよりも、国民健康保険や年金などと組み合わせて都市における貧困問題
が将来、財政運営の圧迫要因となることを懸念したものとも考えられる。国民健康保険制度は、
高齢者や退職者、失業者といった低所得者の加入の割合が高まっていることから保険料の滞納
者が増えている。門真市の平成 21 年度の保険料収納率は 81.4％であり、全国水準の 88.0％を
下回っており、このことが国民健康保険事業特別会計(国保会計)の収支を悪化させ、一般会計
からの法定外の繰出しが必要となる。またそれができないときには、国保会計に赤字が発生し、
財政健全化法の健全化判断比率の一つである連結実質赤字比率を押し上げる。実際に、門真市
では早期健全化基準の基準には達していないが、赤字は深刻なレベルにある。平成 21 年度は、
単年度赤字の抑制と累積赤字の縮小のため、国保会計へ一般会計より 7 億 8,000 万円の繰出
しを行っている12。この赤字補てん分の一般会計からの繰入金は、法定外分であることから当
然交付税措置はなく、財政運営を圧迫する要因となっている。今後、都市部の保護率の高い団
体では、生活保護費の増加に加え、国保会計への繰出も拡大が予測される。 
こうした国保滞納者は潜在的被生活保護者であり、それに加え、大阪市などの大都市の場合
は、居住地不定者や無年金高齢者の増加による生活保護受給者の急増が予測され、生活扶助等
の保護費のさらなる増加を招くことが懸念される。このように、生活保護だけでなく国保会計
への圧迫も含めた総体として考えた場合に、近年の都市における貧困問題が財政運営にさまざ
まなかたちで影響を与えている。被生活保護者の増加が財政を圧迫するという自治体の実感
は、そのような総合的な観点によるとすれば理解できるところも多い。 
5. 生活保護に対する財源保障の議論と残された課題 
本章では、生活扶助等の保護費の基準財政需要額と実額が乖離する要因として、交付税単価
と実額単価の単価差に焦点をあて、生活扶助等の保護費に対する地方交付税の財源保障につい
て、交付税単価と実額単価の較差とその単価差によって生じる生活扶助等の保護費の一般財源
過不足の状況について検証し、生活扶助等の保護費に対する地方交付税の財源保障について、
門真市を事例として考察を行った。その結果、二つの検証から、①単価差は年度や扶助費によ
                                                  
12 門真市長 園部一成「平成 21 年度決算に基づく「財政健全化法」に係る 4 指標等の状況」(平成 22 年 10 月
26 日)。 
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って異なり有利不利があり、そのことが自治体間で見た場合にも有利に働く団体や不利に働く
団体が生じさせる可能性がある、②単価差があることが必ずしも財政運営を圧迫しないが、単
価差の大きさによって、特に、保護率が高い団体ほど生活扶助等の保護費に対する財源不足額
が大きくなり、財源措置不足により財政を圧迫する可能性があることが見出せた。それと同時
に、地方交付税の財源保障の意味を踏まえ、実額単価を反映させないことで基準財政需要額の
算定が不適切であるとはいいがたい。必要な経費が発生しており、その理由に蓋然性があるに
もかかわらずそのことが基準財政需要額に算入されていない場合に限って、基準財政需要額の
算定が不適切である、地方交付税による財源保障が不十分であることを示した。 
本章の分析で残された課題として、基準財政需要額と実額が乖離する要因について、地方交
付税制度の問題なのか、生活保護行政の運営上の問題なのかを見極めたうえで、生活保護に対
する財源保障のあり方を考察する必要がある。特に、生活保護行政の運営上の問題で生じる財
政需要の拡大に関し、医療扶助については実態を把握し分析する必要がある。 
また、財政連邦主義の観点に照らすと、国の政策である現金給付の所得再分配機能に関し、
日本では、実施基準(決定権限)は全国統一基準で国が設定、地方が実施し、財源は国と地方で
分担するので、地方自治体から全額国庫負担の要請が続くことが考えられる。これは、垂直的
財政調整における「行政任務の決定権と執行権の非対応」と「行政任務と課税権の非対応」が
構造化していると捉えることもできる。 
諸外国の公的扶助制度を概観すると、たとえば、イギリスの所得補助では、実施基準は全国
統一基準で国が設定、地方が実施し、財源は全額国庫負担である。一方、ドイツの生計扶助で
は、実施基準は連邦政府が全国標準を示し、州や地方自治体(郡および郡に属さない市)が独自
の基準を設定、地方自治体が実施し、財源は州や地方自治体である13。また、スウェーデンで
は、大半の所得保障制度が国で実施されているのに対し、社会扶助では、市(コミューン)に多
くの権限が配分されている。実施基準は食費、医療費、日常消耗品費などは全国標準を示し、
市がその額を下回らない額を設定、住居費、電気代相当は市が独自の基準を設定、市が実施し、
財源は全額市の負担である14。これは、各国が所得再分配機能を地方に配分しているか、また、
財政権限の分権化の度合いによって異なっているといえる。 
日本では、これまで国と地方の費用負担をめぐり、地方負担の増加が度々議論されてきたが、
                                                  
13 例外として、旧ドイツ領東部地域生まれの在外ドイツ人への給付費用は連邦が負担する(山本他 2013、7
頁を参照)。 
14 詳細は、岩名(2013、30-31 頁)を参照。また、岩名(2013、32 頁)は、給付額の設定をコミューンが行うこ
とに対し、財政状況が脆弱なコミューンにおいては、ナショナル・ミニマムの保障も危うくなるという問題も
指摘している。 
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地方の要請は、地方分権よりも、負担軽減の側面が強かったようにみえる。生活保護は、現金
給付が主であるが、現物給付で対応できることあるだろう。その場合には、地方自治体に財政
権限が移譲されることが条件となるが、生活保護の制度設計についても併せて考える必要もあ
るだろう。そのようにすることが、財政連邦主義の徹底という意味でも重要であることはいう
までもない。 
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第5章 市町村国保の運営の限界に関する実証的分析 
この章では、現物給付の所得再分配機能に係る医療保障のうち、市町村の国民健康保険を取
り上げ、国保の財政運営の悪化は制度に起因し、地方自治体だけの努力によって解決しがたい
状況であることを検証し、今後の国保の財政運営の課題を考察する。 
1. 悪化する市町村国民健康保険の財政 
近年、市町村国民健康保険(以下「国保」という)において、高齢化に伴う医療費の増大や低
所得者の加入増加に伴う財政基盤の脆弱化といった構造的問題が生じているといわれており、
その財政運営は厳しい状況となっている。事業勘定において、実質収支から財源補てん的な他
会計繰入金と都道府県支出金を控除し、繰出金を加えた再差引収支の推移をみると、財政基盤
の強化のための支援措置がされており、また、平成 26 年度、平成 27 年度には社会保障・税
の一体改革の一環として、消費税収による公費の拡充によって保険料負担の軽減が行われてき
た。それにもかかわらず、国保財政は赤字が続いており、平成 27 年度では 2,780 億円の赤字
となっている(図 5.1(1))。一方、赤字の団体数は、平成 19 年度まで増加、その後は減少傾向
となったが、平成 24 年度には再び増加し、平成 27 年度には 852 団体であり、全団体の 49%
を占めており、その赤字額は 4,125 億円となっている(図 5.1(1)、(2))。 
国保財政の悪化は次のようなメカニズムで生じる(図 5.2)。まず、高齢化、所得増、生活習
慣病の増加などの需要側の要因や、病院・診療所等の医療機関数、病床数に起因する供給側の
要因によって生じる医療費の増加に伴い、保険料(税)(以下「保険料」という)が引き上げられ、
保険料の負担増から保険料の未納・滞納が増加、保険料収入が減少し、財政が悪化する。また、
低所得の加入世帯(者)の増加に伴い、保険料の負担増から保険料の未納・滞納が増加、保険料
の収納率が低下し、財政が悪化する。こうした状況に対し、市町村独自の保険料の軽減・減免
や決算補てんのために一般会計からの法定外繰入(以下「法定外繰入金」という)を行っている
団体もある。したがって、国保の持続可能な運営には、安定的な収入確保、強固な財政基盤の
確立が重要である。 
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図 5.1 再差引収支の推移 
(1) 実額 
 
(2) 構成比 
 
（注）(2)構成比の図中の数値は、団体数である。 
（資料）地方財政調査研究会『地方財政統計年報』地方財務協会、総務省「地方財政統年報」(総務省ウェブサイト)により
作成。 
図 5.2 国保財政悪化のメカニズム 
 
（資料）筆者作成。 
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国保制度の構造上の問題と国保財政について、湯田(2010)では、国保財政が悪化するのは
医療費の非効率性の拡大であるとし、その要因について実証分析を行い、加入者の高齢化によ
ることが最も影響を与えていることを見出している。一方、小泉(2009)は、大都市財政が悪化
していることに焦点をあて、福岡市を事例として分析を行い、財政の安定化は構成している被
保険者の就業構造や所得階層に大きく左右されることを見出し、一般会計の法定外繰入金を増
やせば保険料の水準を引き下げ、滞納者問題の解決になるとし、一般会計の法定外繰入金に交
付税措置を講ずることや自治体独自の減免措置を法定繰入れに替えるなど検討の余地がある
という。同様に、木村(2007)は、低所得者が多く加入する国保の財政について、市町村の軽減
相当額に着目した保険基盤安定繰入金の想定を超えた範囲で国保の財政基盤が脆弱になって
いるとし、保険料の賦課・減額・減免はワーキングプアの支援を観点に設計すべきであり、自
治体独自の保険料の減免と一部負担金の減免は国保制度の法定事業にすべきと提言している。
さらに、小松(2005)は、国保財政の保険料負担について、保険料賦課政策と保険者負担との関
係を保険者の規模に応じて分析し、収入が同じであっても所属する保険者が異なることで負担
する保険料に差が生じていることを見出し、公平性の原則に反するとし、特に高齢者の所得計
算上の優遇措置の見直しが必要であると指摘する。 
これらの先行研究では、加入者の高齢化や所得が一般会計の法定外繰入金や保険料負担のあ
り方、収納率に大きく影響を及ぼしていることがうかがわれる。したがって、今後の国保財政
のあり方を考えるにあたり、保険者の規模ではなく、制度や保険者(加入者全体)の所得に着目
して、市町村の国保財政の状況について全国レベルで詳細に検証する必要があると考える。 
また、Boadway and Shah(2009)による財政連邦主義の議論では、医療は準私的財であり、
現物給付による所得再分配が重要である場合には、地方政府がその機能を果たすのが望ましい
とする。ただし、世界的に見ても、市町村単位で組織された医療保険制度という形態は例外的
である。国保は、昭和 13 年に国家総動員法の一環で、健兵健民策として市区町村単位で国民
健康保険制度が設立、戦後も引き継がれ、昭和 23 年法改正により市町村公営化原則が図られ
た。しかし、常に赤字が問題となり、多くの公費が投入されている。本来、保険はリスクを分
散するために、より大きな単位で組織されるのが望ましい。国保は、平成 30 年度から都道府
県と市町村との共同運営となり、都道府県が中心的な役割を担うことになっている1。しかし、
                                                  
1 国保の保険者の運営規模や区域をどの範囲にするかという議論は、昭和 13 年の創設当時から度々行われて
きた。近年では、平成 14 年の医療保険制度改革で、保険者の再編・統合において、都道府県単位を軸とする
保険運営を目指すことの一つとして、市町村国保における財政調整の拡大が進められた。その後も運営の都道
府県単位化が進められ、平成 25 年の社会保障制度改革国民会議による報告書(～確かな社会保障を将来世代
に伝えるための道筋～)では、「国保の財政運営を担う主体を都道府県とし、財政運営を始めとする国保の運営
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加入者の高齢化や所得水準が大きく変わるわけではないので、医療保障の制度設計の見直しも
必要であると考える。 
本章では、国保財政の運営の問題について、制度に着目して、(1)保険料、(2)一般会計から
の繰入金、(3)保険料の収納、(4)医療費の抑制、を取り上げて市町村を対象に統計分析を行う。
続いて、一般会計の法定外繰入金と被保険者の保険料負担の関係について、保険者の所得に着
目して、市町村を対象に統計分析を行い、低所得者の保険料負担緩和や決算の補てんによる一
般会計の法定外繰入金の増加は、当該自治体の努力によってこれらに関連する問題が解決され
る状況にあるか、保険者の責めに帰することのできない特別の事情が大きく、やむをえない状
況であることを検証し、今後、国保が都道府県と市町村の共同運営になるにあたり、解決すべ
き国保の財政運営の課題を考察する。 
2. 市町村国保財政の概要 
市町村の国保事業に要する費用は、「保険給付に必要な経費(大部分が療養の給付に要する費
用)」、「保健事業に要する費用」、事業の管理運営のための「事務的経費」の三つに大別される。
これらの費用は被保険者が負担する保険料、国が負担する国庫負担金や補助金、都道府県の補
助金、市町村の一般会計繰入金、被用者保険等の保険者が拠出する療養給付費等交付金等によ
って賄われている。市町村は、国保事業に要する費用から国庫負担金等を控除した額を保険料
として確保しなければならないが、これを不当に確保しなかった場合には、国は国庫負担金の
額を減額することができる(図 5.3)2。 
国保の主たる財源は保険料であり、国庫負担金や保険基盤安定制度など法律に基づく地方負
担を国保事業の財源、保険料で賄うことを建前としている。市町村は、保険料に代えて、目的
税である国民健康保険税(以下「保険税」という)を課すことができ、いずれかの徴収を選択す
ることができる。保険税は、課税に当たっては、応益負担原則を相当程度加味し、課税限度額
を設けることによっても目的税の性格を反映させている。保険料も保険税と同様に国保事業に
                                                  
業務を都道府県が担うことを基本としつつ、保険料の賦課徴収・保健事業など引き続き市町村が担うことが適
切な業務が存在することから、都道府県と市町村が適切に役割分担を行い、市町村の保険料収納や医療費適正
化へのインセンティブを損なうことのない分権的な仕組みを目指すべき」とされ、今回の制度改正に至った。 
2 収納割合による減額の対象となった市町村において、翌年度の収納割合が一定割合以上改善した市町村に対
しては、減額された調整交付金の額の一部を翌年度の特別調整交付金で交付することとされている。また、保
険料収納割合による減額措置については、当該市町村の属する都道府県において、当該都道府県が定める広域
化等支援方針において保険者規模別目標収納率を定めるとともに、その達成状況に応じて都道府県が技術的
助言もしくは勧告を行い、その達成に資する取組に対し都道府県調整交付金で支援することを定めている場
合には、当該市町村には適用しないこととされている。 
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要する費用を徴収するという目的では同じものであることから、保険税の賦課等に関する規定
と基本的には変わらない。 
図 5.3 市町村国保財政の概略図 
 
（資料）筆者作成。 
保険料は、医療費の一部に充当するための「基礎分(医療分)」、後期高齢者支援金として拠
出するための「後期高齢者支援金分」、介護納付金として拠出するための「介護納付金分」の
合計額とされている。市町村は保険料の標準賦課総額を定める。標準賦課総額は、応能割(所
得割・資産割)50%、応益割(被保険者均等割・世帯別平等割)50％で構成されている。賦課方
法としては、次の三つの方式が定められており、市町村はいずれか一つの方式をその市町村の
実情に応じて選択することになっている(図 5.4)。 
図 5.4 保険料賦課割合 
 
（注）4 方式：所得割額、資産割額、被保険者均等割額、世帯別平等割額の合算額によって課税。 
3 方式：所得割額、被保険者均等割額、世帯別平等割額の合算額によって課税。 
2 方式：所得割額、被保険者均等割額の合算額によって課税。 
（資料）筆者作成。 
応能割のうち、所得割額は「旧ただし書方式」によって算定する。「旧ただし書方式」とは、
所得割総額を市町村民税所得割の総所得金額等から基礎控除額のみを控除した後の総所得金
額等により算定するものである。「旧ただし書方式」を採用している理由として、所得控除(基
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礎控除分を除く)の影響を受けないようにすること、中間所得者階層の税負担が高くなること
への配慮がある。また、資産割額は、応能原則における所得割額を補完する役割を持たせるた
めに設けられたもので、特に農村漁村等町村部においてその必要性が認められるが、大都市部
においては実情に即しないため、資産割額を採用していない都市が多い。資産割額の算定は、
資産割総額を①固定資産税額による算定、②固定資産税額のうち土地及び家屋の部分に係る税
額による算定のいずれかの方法によって按分して算定するものとし、いずれの方法によるか
は、市町村の実情に応じて条例で定めることになっている。 
応益割のうち、被保険者均等割額は、応益原則を端的に表しているものであり、被保険者数
を基礎として、その多寡により算定するものである。また、世帯別平等割額は、応益原則にお
ける被保険者均等割額を補完する役割を持っており、一世帯当たりの被保険者数の多い小都市
か町村部に採用されている。 
被保険者等均等割と世帯別平等割額は、被保険者(世帯)の所得の状況に関わらず、全被保険
者(全世帯)に同じ金額が賦課されることになるので、低所得者層に対する保険料の負担の軽減
を図るため、一般被保険者にかかる減額分は保険基盤安定制度で公費による措置がなされてい
る(図 5.5)3。 
図 5.5 保険安定基盤制度の概要 
 
（出所）「保険基盤安定制度の概要」(厚生労働省保険局「市町村国保の現状等について」(第 1 回国民健康保険制度の基盤
強化に関する国と地方の協議(平成 23 年 10 月 24 日開催)資料 2)、15 頁)に加筆。 
保険料の軽減は、応益割合(被保険者均等割総額と世帯別平等割の合算額の保険料の課税総
額に対する割合)に応じて、政令に定める基準に従い、その市町村の条例で定める額を減額す
ることができる。保険料軽減分の軽減割合は表 5.1 に示すとおりである。保険基盤安定制度の
                                                  
3 退職者被保険者等にかかる減額分は療養給付費交付金により措置される。 
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保険者にかかる支援分として、中間所得者層を中心に保険料負担を軽減するため、保険料軽減
の対象となった一般被保険者数に応じて、平均保険料の一定割合が公費で補てんされる。 
表 5.1 保険基盤安定制度の保険料軽減分の軽減割合 
保険者の前年度または当該年度における応益割合 
35％未満 35～45％未満 45～55％未満 55％以上 
5 割減額 6 割減額 7 割減額 6 割減額 
3 割減額 4 割減額 5 割減額 4 割減額 
  2 割減額  
（資料）筆者作成。 
保険料の減免は、市町村独自の基準によって市町村の条例の定めるところにより行われる。
保険基盤安定制度での軽減分は国や都道府県により補てんされ、市町村分に対しては地方交付
税による財源措置が行われる。一方、保険料の減免は、市町村の財源による負担となり、一般
会計からの法定外繰入金によって賄われる。減免の内容の例として、災害減免、生活困窮減免、
所得減少減免などがある。 
また、先に述べたとおり、保険料は、応益負担原則を相当程度加味しているため、課税(賦
課)限度額を設けている。課税限度額は表 5.2 に示すとおりである。中間所得層の負担軽減を
図るため、平成 21 年度から 27 年度までに、16 万円(基礎分 5 万円、後期高齢者支援金分 5 万
円、介護給付分 6 万円)引き上げられた。 
表 5.2 保険料の課税限度額 
年 度 基礎分 後期高齢者 支援金分 介護給付金分 合 計 
平成 21 年度 47 万円 12 万円 10 万円 69 万円 
平成 22 年度 50 万円 13 万円 10 万円 73 万円 
平成 23－25 年度 51 万円 14 万円 12 万円 77 万円 
平成 26 年度 51 万円 16 万円 14 万円 81 万円 
平成 27 年度 52 万円 17 万円 16 万円 85 万円 
（資料）筆者作成。 
さらに、今後とも厳しい状況が続くものと見込まれる国保の財政運営に対し、国保財政基盤
強化策として、財政基盤強化策を実施している(図 5.3 の保険者支援制度等の部分)。内容は表
5.3に示すとおりである。なお、高額医療費共同事業と保険財政共同安定化事業の地方負担分、
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国保財政安定化支援事業の全額については、その所要額を地方交付税によって財源措置される
(図 5.3 の一般会計繰入金(法定分))。 
表 5.3 国保財政基盤強化策(平成 27 年 4 月 1 日現在) 
⾼額医療費共同事業 ・ ⼀件 80 万円を超える医療費についての都道府県単位での再保険事業 (負担区分)市町村国保 1/2、都道府県 1/4、国 1/4 
保険財政共同安定化事業 ・ 都道府県内の国保の医療費における各国保からの拠出⾦を財源とする都道府県単位での再保険事業 
国保財政安定化⽀援事業 ・ 市町村の⼀般会計から国保特会への繰⼊れを地⽅財政措置で⽀援 (1,000 億円程度) 
（注）保険財政共同安定化事業は、平成 14 年 10 月に導入され、当初は 1 件当たり 30 万円を超える医療費を対象とし
ていたが、平成 27 年度からは全医療費を対象とすることとなった。 
（資料）筆者作成。 
一般会計からの法定繰入は、これらに加え、先に述べた保険基盤安定制度、基準費用超過額
に関する繰入金4、職員給与費に関する繰入金、出産育児一時金等に関する繰入金であり、こ
れらの地方負担分は地方交付税によって財源措置される。一般会計繰入金(法定外分)は、法定
繰入以外の繰入金のことであり、決算補てん、自治体独自の保険料の負担緩和、保険事業や事
務費への充当等を目的としており、地方交付税による財源措置は行われず、市町村の財源で賄
われる。 
3. 市町村国保の財政運営の検証 
2 節の国保財政の制度に基づき、市町村国保財政の運営の問題について、(1)保険料、(2)一
般会計からの繰入金、(3)保険料の収納、(4)医療費の抑制、の四つの視点から統計分析を行い、
検証する。分析は、平成 22 年 3 月 31 日現在で、国民健康保険事業を実施する一部事務組合
5 団体の構成市町村を除く市区町村 1,718 団体を対象に、平成 21 年度の国民健康保険事業の
状況について、厚生労働省『国民健康保険事業年報』、『国民健康保険実態調査報告』などのデ
ータを用いて行う。 
3.1. 保険料 
保険料調定額について、「被保険者一人当たり保険料調定額」、「応能割率」、「応益割額」、「所
                                                  
4 指定市町村の給付費等が地域の特別の事情を勘案してもなお被保険者の年齢構成等をもとに定める基準を
超える場合、その基準を超える著しく高い給付費等の一定部分のことであり、国、都道府県、市町村の三者が
負担する費用額の算出に用いられる。 
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得に占める保険料調定額」の四つの視点について、再差引収支の黒字団体と赤字団体に区分し
て考察する。 
被保険者一人当たり保険料調定額をみると、黒字団体、赤字団体とも 7.5 万円を上回り 10
万円以下である団体が最も多く、約 6 割の団体が占める(図 5.6(1))。全体的にみると、黒字
団体に比べ赤字団体は被保険者一人当たり保険料調定額が低い団体が多いことが分かる。所得
に占める応能割額(所得割額＋資産割額)の割合をみると、黒字団体、赤字団体とも 7.5%を上
回り 10%以下である団体が最も多く、約 5 割の団体が占める(図 5.6(2))。被保険者一人当た
り応益割額(均等割額＋平等割額)は、4 万円を上回り 5 万円以下である団体が最も多く、4 割
強の団体が占める(図 5.6(3))。黒字団体では、3 万円を上回り 4 万円以下である団体も 40.2％
であり、赤人団体に比べ多くなっている。所得に占める保険料調定額は 15%を上回り 20%以
下である団体が最も多く、黒字団体では 47.6％、赤字団体では 42.6%である(図 5.6(4))。 
図 5.6 再差引収支区分別保険料(平成 21 年度) 
(1) 被保険者一人当たり保険料調定額    (2) 応能割率 
 
(3) 応益割額    (4) 所得に占める保険料調定額 
 
（注）保険料調定額は、基礎分(医療給付分)と後期高齢者支援金分の合計額として算出している。応能割率は所得に占める
応能割額の割合、応益割額は被保険者一人当たり応益割額である。所得は「旧ただし書方式」により算定された所得
総額(基礎控除前)に相当するものを用いている。 
図中の数値は、各団体の構成割合である。 
（資料）厚生労働省『国民健康保険事業年報』平成 21 年度、厚生労働省『国民健康保険実態調査』平成 21 年度、総務省
「平成 21 年度決算カード」により作成。 
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黒字団体と赤字団体の保険料の差をみると、被保険者一人当たり保険料調定額には団体間で
差があるが、応能割率、応益割額、所得に占める保険料調定額では団体間で差がないことが分
かる(表 5.4)。ここから、赤字団体では、応能割率や応能割額、所得に占める保険料調定額は
黒字団体と差がないにもかかわらず被保険者一人当たり保険料調定額は低いことから、低所得
者や保険料軽減者が多いことがうかがわれる。平成 21 年度では、政令市 18 団体のうち 17 団
体、中核市 41 団体のうち 28 団体が赤字団体であり、比較的所得の高い団体で赤字団体が多
い。したがって、赤字団体では、所得は高いが低所得者や保険料軽減者が多いことが分かる。 
表 5.4 再差引収支区分別保険料に関する基本統計量(平成 21 年度) 
 
（注）保険料調定額は、基礎分(医療給付分)と後期高齢者支援金分の合計額として算出している。応能割率は所得に占める
応能割額の割合、応益割額は被保険者一人当たり応益割額である。所得は「旧ただし書方式」により算定された所得
総額(基礎控除前)に相当するものを用いている。 
黒字団体と赤字団体の保険料の差はウィルコクソンの順位和検定の Z 値であり、*は有意水準 5％で有意であること
を示す。 
（資料）厚生労働省『国民健康保険事業年報』平成 21 年度および厚生労働省『国民健康保険実態調査』平成 21 年度によ
り作成。 
3.2. 一般会計からの繰入金 
一般会計からの繰入れは、保険料負担の軽減・減免や累積赤字の解消を目的として行われて
いる。2 節で述べたとおり、一般会計からの繰入金は法定分と法定外分に分かれる。ここでは、
法定分の「国保財政安定化支援事業」と自治体単独の繰入金である「法定外繰入金」について
再差引収支の黒字団体と赤字団体に区分して考察する。 
国保財政安定化支援事業の趣旨は、被保険者の応能割保険料負担能力が低いこと、病床数が
特に多いことによる医療費の増加、被保険者の年齢構成が高齢者に偏していること、といった
保険者の責めに帰することができない特別の事情に基づくと考えられる要因に着目して、国民
黒字 赤字 全　体
団 体 数 700 1018 1718
平 均 値 79,814円 79,814円 78,786円
中 央 値 80,376円 79,185円 80,024円
最 小 値 37,077円 30,907円 30,907円
最 大 値 133,682円 115,638円 133,682円
平 均 値 9.1% 9.1% 9.1%
中 央 値 9.0% 9.1% 9.1%
最 小 値 3.2％ 4.2％ 3.2％
最 大 値 23.7％ 15.9％ 23.7％
平 均 値 40,172円 39,271円 39,805円
中 央 値 40,348円 40,122円 40,269円
最 小 値 11,489円 15,449円 11,489円
最 大 値 65,392円 57,888円 65,392円
平 均 値 16.3% 16.2% 16.2%
中 央 値 16.0% 16.1% 16.0%
最 小 値 4.9％ 7.3％ 4.9％
最 大 値 41.2％ 31.9％ 41.2％
所得に占める
保険料調定額 0.6568
黒字団体と赤字団
体の保険料の差
被保険者
一人当たり
保険料調定額
-3.129*
応能割率 0.9946
応益割額 0.1398
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健康保険財政の健全化や保険料負担の平準化に資するために限定的に一般会計からの繰入れ
を講じているものである。国保財政安定化支援事業に対する財源措置は地方交付税により行わ
れている。一般会計からの繰入れの要否およびその額は、繰入れ対象経費の範囲内で各市町村
がそれぞれの地域の実情に即して独自に決定すべきものであるとし、交付税は、単位費用には
算入せず、密度補正により加算的に措置し、算入率 0.8 であり、事業規模のうち、8 割が交付
税措置、2 割が留保財源対応となっている。 
平成 12 年度からの推移をみると、事業規模について、平成 12 年度は 1,250 億円であった
が、平成 13 年度は地方歳出全般にかかる見直しが行われた結果、1,000 億円と減額計上され、
その後暫定措置として継続されている(図 5.7)。各団体において措置された事業費について、
平成 15 年までは事業規模を上回っているが、平成 16 年度以降は事業規模を下回っており、
平成 22 年度は、総額 992 億円となっている。 
図 5.7 国保財政安定化支援事業の推移 
 
（資料）厚生労働省『国民健康保険事業年報』により作成。 
続いて、歳入に占める国保財政安定化支援事業の割合について、再差引収支の黒字団体と赤
字団体を区分別にみると、黒字団体、赤字団体とも 0%を上回り 1%以下である団体が最も多
く、黒字団体では 63.6％、赤字団体では 55.6％である(図 5.8)。0%である団体は、黒字団体
では 9.6%、赤字団体では 7.3%であり、これらの団体は、低所得者数、高齢者数、病床数によ
って保険料が影響を受けない団体である可能性がある。全体的にみると、黒字団体に比べ赤字
団体はその割合が高い団体が多いことが分かる。また、黒字団体と赤字団体の歳入に占める国
保財政安定化支援事業の割合の差をみると団体間で差があることが分かる。 
次に、法定外繰入金についてみる。法定外繰入金は、①決算補てん等目的と②それ以外に分
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類される。①は主に事後的な決算の補てん、自治体独自の保険料の負担緩和等に充てることを
目的とし、②は主に保険事業や事務費への充当を目的としている。保険料の負担緩和等の保険
料の減免は、2 節で述べたとおり、市町村独自の基準によって市町村の条例の定めるところに
より行われるので、市町村ごとに制度が異なる。国による財源の補てんはなく、市町村の全額
負担、都道府県の補助事業の場合は一部負担となるが、一般会計からの繰入れは全額留保財源
対応である。 
図 5.8 再差引収支区分別歳入に占める国保財政安定化支援事業(平成 21 年度) 
 
（注）黒字団体と赤字団体の保険料の差はウィルコクソンの順位和検定の Z 値であり、*は有意水準 5％で有意であること
を示す。 
棒グラフ中の数値は、各団体の構成割合である。 
（資料）厚生労働省『国民健康保険事業年報』平成 21 年度、総務省「平成 21 年度決算カード」により作成。 
一般会計の法定外繰入金の推移をみると、平成 12 年度から 17 年度まで増加し、近年では
わずかであるが減少し、平成 22 年度には増加し 3,979 億円となり前年度と比べ 9.5%増加し
ている(図 5.9(1))。法定外繰入金のうち、決算補てん等を目的とするものは、平成 12 年度か
らわずかに減少している年度もあるが増加傾向にあり、その構成比も拡大している。平成 22
年度では決算補てん等分は 3,582 億円、構成比は 90.0％であり、法定外繰入金のほとんどが
決算補てん等目的であることが分かる(図 5.9(1)、(2))。 
  
黒字 赤字 全　体
団 体 数 1018 700 1718
平 均 値 0.7% 0.9% 0.8%
中 央 値 0.5% 0.7% 0.5%
最 小 値 0.0％ 0.0％ 0.0％
最 大 値 13.1％ 13.8％ 13.8％
黒字団体と赤字団
体の国保財政安定
化支援事業の差
4.726*
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図 5.9 一般会計法定外繰入金の推移 
(1) 実額     (2) 構成比 
 
（資料）図 5.7 と同じ。 
続いて、歳入に占める法定外繰入金の割合について、再差引収支の黒字団体と赤字団体を区
分別にみると、黒字団体、赤字団体とも 0%を上回り 2.5%以下である団体が最も多く、黒字団
体では 47.1％、赤字団体では 39.3％である(図 5.10）。0%である団体は、黒字団体では 37.8%、
赤字団体では 23.6%である。全体的にみると、黒字団体に比べ赤字団体はその割合が高い団体
が多いことが分かる。また、黒字団体と赤字団体の歳入に占める法定外繰入金の割合の差をみ
ると団体間で差があることが分かる。 
図 5.10 再差引収支区分別歳入に占める一般会計法定外繰入金(平成 21 年度) 
 
（注）黒字団体と赤字団体の保険料の差はウィルコクソンの順位和検定の Z 値であり、*は有意水準 5％で有意であること
を示す。 
棒グラフ中の数値は、各団体の構成割合である。 
（資料）図 5.8 と同じ。 
この二つの一般会計繰入金「国保財政安定化支援事業」と「法定外繰入金」は、異なる制度
に裏づけられているが、両者とも保険料負担の軽減・減免を目的の一つとしている。これらと
保険料の関係についてみると、両者とも一定の効果がある(図 5.11(1)、(2))。国保財政安定
化支援事業について、繰入金を実施していない団体を除いた 1,569 団体の被保険者一人当た
黒字 赤字 全　体
団 体 数 1018 700 1718
平 均 値 1.2% 2.5% 1.7%
中 央 値 0.2% 1.1% 0.4%
最 小 値 0.0％ 0.0％ 0.0％
最 大 値 38.4％ 19.8％ 38.4％
黒字団体と赤字団
体の法定外繰入金
の差
10.122*
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り保険料調定額との関係をみる。保険料について被保険者一人当たり保険料調定額とする理由
は、この事業の対象は保険者である市町村に対する支援であり、保険料そのものに影響を与え
るものであるからである。国保財政安定化支援事業と保険料の関係において、歳入に占める国
保財政安定化支援事業の割合が高いと一人当たり保険料調定額の割合が低くなっており、相関
係数は-0.4425 で有意であり、やや負の相関がみられる。また、法定外繰入金についても、同
様に繰入金を実施していない団体を除いた 1,179 団体の保険料との関係をみる。保険料につ
いて所得に占める保険料調定額とする理由は、被保険者の保険料の負担感に影響を与えるもの
であるからである。法定外繰入金と保険料の関係において、歳入に占める法定外繰入金の割合
が高いと所得に占める保険料調定額の割合が低くなっており、相関係数は-0.3504 で有意であ
り、やや負の相関がみられる。 
低所得者が多い、高齢者が多い、病床数が多いという事象は、国保を運営する市町村の要因
ではない。国保が産業構造の変化や高齢化により、加入者の高齢者や非正規雇用者の割合の増
加が不可避の構造であるため、保険料の大幅な引上げは難しいと考えられる。したがって、国
保事業を維持していくためには、今後も一般会計からの繰入金は不可欠であるといえる。しか
し、留保財源が少ない団体では一般会計からの繰入れは非常に厳しい状況にある。 
図 5.11 一般会計繰入金と保険料調定額の関係 
(1) 国保財政安定化支援事業   (2) 法定外繰入金 
  
（注）保険料調定額は、基礎分(医療給付分)と後期高齢者支援金分の合計額として算出している。所得は「旧ただ
し書方式」により算定された所得総額(基礎控除前)に相当するものを用いている。 
相関係数の r2の*は、(1)、(2)ともに、p 値が 0.0000 であり、有意水準 1%で有意であることを示す。 
（資料）表 5.4 と同じ。 
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3.3. 保険料の収納 
国保の主たる財源は保険料収入であり、負担の公平性の確保と、国保財政の安定確保に向け
て、収納率の向上は重要である。しかし、高齢化に伴う医療費の増大や低所得者の加入増加に
伴う財政基盤の脆弱化といった構造的問題や近年の景気後退による保険料収入の伸び悩みに
より、厳しい財政状況となっている団体が増加している。保険料収入が低下するのは、被保険
者の保険料負担が高いことが理由としてあげられる。所得に占める保険料調定額の割合の推移
について、所得階級別にみると、低所得世帯の所得に占める保険料調定額の割合は高く、年を
経るにつれ、その割合は高くなっている(図 5.12(1))。保険基盤安定制度による保険料軽減世
帯(以下「軽減世帯」という)別にみると、軽減措置がなされているにもかかわらず、所得に占
める保険料調定額の割合は、近年上昇傾向にある。特に 7 割軽減世帯(6 割軽減世帯を含む)に
おいては、平成 22 年度には 34.1%であり、低所得世帯の保険料負担が重い傾向にあることが
分かる(図 5.12(2))。 
次に、平成 18 年度から 22 年度の一世帯当たり保険料調定額、収納率および保険基盤安定
制度による保険料軽減世帯比率の推移をみる(図 5.13)。一世帯当たり保険料調定額は、平成
21 年度まで増加し続けたが、平成 22 年度は 154,872 円で前年度に比べて 3.3％の減少してい
る。収納率は平成 19 年度から 21 年度まで低下し続けたが、平成 22 年度は 88.6%で前年度に
比べて 0.6%上昇している。軽減世帯比率は、平成 20 年度の後期高齢者医療制度の施行以降、
上昇し続け、平成 22 年度には 46.8%となり、前年度に比べて 4.6%上昇している。平成 22 年
度は軽減世帯が増加したことによって一世帯当たり保険料調定額が減少し、保険料の軽減・減
免措置の拡大により収納率が上昇したことがうかがわれる。 
図 5.12 所得に占める保険料調定額の割合 
(1) 所得階級別    (2) 軽減世帯別 
 
（資料）厚生労働省『国民健康保険実態調査』により作成。 
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図 5.13 一世帯当たり保険料調定額・収納率・軽減世帯比率の推移 
 
（注）収納率は、現年分の保険料収納額を保険料調定額で除して算出している。保険料調定額は居所不明者
分調定額を控除した調定額を用いて算出している。平成 18 年度から 19 年度の調定額は、介護納付
金分を含む。平成 20 年度以降の調定額は、介護納付金分および後期高齢者支援金分を含む。 
市町村における被保険者数は 3-2 月の年度平均を用いて計算しており、平成 19 年度以前は老人医療
受給対象者を含む。 
（資料）厚生労働省『国民健康保険事業年報』平成 22 年度、厚生労働省『国民健康保険実態調査』平成
22 年度より作成。 
収納率について、再差引収支の黒字団体と赤字団体を区分別にみると、黒字団体、赤字団体
とも 90%を上回り 95%以下である団体が最も多く、黒字団体では 51.0％、赤字団体では 44.3％
である(図 5.14)。100%である団体は、黒字団体では 1.3%(13 団体)、赤字団体では 0.3%(2 団
体)である。黒字団体と赤字団体の収納率の差をみると団体間で差があることが分かる。全体
として、黒字団体に比べ赤字団体は収納率が低い団体が多い。 
図 5.14 再差引収支区分別収納率(平成 21 年度) 
 
（注）収納率は、現年分の保険料収納額を保険料調定額で除して算出している。保険料調定額は居所不明者分調定額を控除
した調定額を用いて算出している。 
黒字団体と赤字団体の保険料の差はウィルコクソンの順位和検定の Z 値であり、*は有意水準 5％で有意であること
を示す。 
棒グラフ中の数値は、各団体の構成割合である。 
（資料）図 5.8 と同じ。 
2 節で述べたとおり、市町村の保険料収納率が一定割合を下回る場合に、普通調整交付金が
黒字 赤字 全　体
団 体 数 1018 700 1718
平 均 値 92.2% 90.6% 91.6%
中 央 値 92.6% 90.9% 92.0%
最 小 値 78.0％ 77.2％ 77.2％
最 大 値 100.0％ 100.0％ 100.0％
黒字団体と赤字団
体の収納率の差
-8.013*
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被保険者の規模ごとに 5%から 20%(7 段階)の範囲で減額されることとなっている5。普通調
整交付金の減額対象となる保険料収納率の基準は、被保険者 1 万人未満では 93%未満、1 万人
以上 5 万人未満では 92%未満、5 万人以上 10 万人未満では 91%、10 万人以上 90%未満であ
る。以下は、収納率の基準未満はこの数値を下回る収納率が低い団体のケース、基準以上はこ
の数値以上の収納率が高い団体ケースに区分して分析を行う。 
まず、収納率と再差引収支の関係をみる(図 5.15)。収納率を区分別でみると、収納率が低い
基準未満の団体が 942 団体あり、全団体の 54.8%を占めている。特に、基準未満の団体にお
いて 47.1%にあたる 444 団体で再差引収支が赤字であり、収納率が高い基準以上の団体でも
33.0％にあたる 256 団体で再差引収支が赤字であり、国保財政の運営が厳しいことがうかが
われる。収納率の低い基準未満の団体と収納率の高い基準以上の団体の再差引収支の差をみる
と、団体間で差があることが分かる。全体として、基準未満の団体は基準以上の団体に比べ赤
字団体が多い。 
図 5.15 収納率と再差引収支の関係(平成 21 年度) 
 
（注）収納率は、現年分の保険料収納額を保険料調定額で除して算出している。保険料調定額は居所不明者分調定額を控除
した調定額を用いて算出している。 
収納率の基準は普通調整交付金の減額対象となる保険料収納率の基準のことであり、被保険者 1 万人未満では 93%
未満、1 万人以上 5 万人未満では 92%未満、5 万人以上 10 万人未満では 91%、10 万人以上 90%未満である。 
棒グラフ中の数値は、各団体の構成割合である。 
（資料）図 5.8 と同じ。 
続いて、収納率と保険料の滞納の関係をみる。保険料の滞納に対する措置で、被保険者資格
証明書(以下「資格証明書」という)が災害などの特別の事情がないのに、納期限から 1 年以上
保険料を滞納している世帯に交付される。こうした世帯の人が医療機関にかかる場合、窓口で
いったん医療費の全額を支払う必要がある6。ここでは、資格証明書の発行世帯の有無と収納
                                                  
5 普通調整交付金とは、定率の国庫負担のみでは解消できない、市町村の産業構造、住民所得、家族構成等の
差異による市町村間の財政力の不均衡を調整するための交付金である。普通調整交付金は、政令が定めるとこ
ろによる画一的な算定方法によって算定され、交付される。 
6 被保険者資格証明書は、保険医療機関等での療養の給付が行われず、世帯主の申請により事後的に特別療養
費として給付を行われることとなり、被保険者証が有する二つの性格、①被保険者であることを示す証明書、
黒 字 赤 字 全 体
基 準 未 満 498 444 942
基 準 以 上 520 256 776
全 体 1018 700 1718
収
納
率
団体数
Pearson X2 = 35.2565*
再差引収支
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率の関係をみる。 
資格証明書を発行している団体は、1,218 団体であり、全団体の 70.9%を占めている。収納
率が低い基準未満の団体で資格証明書を発行している団体は 761 団体あり、81.1%を占めてお
り、ほとんどの団体で保険料の滞納に対する措置が実施されている(図 5.16)。また、収納率が
高い基準以上の団体でも 58.5％にあたる 454 団体が資格証明書を発行している。収納率の低
い基準未満の団体は、基準以上の団体に比べ資格証明書を発行している団体が多いことが分か
る。収納率の低い基準未満の団体と収納率の高い基準以上の団体の資格証明書発行の差をみる
と、団体間で差があることが分かる。全体として、基準未満の団体は基準以上の団体に比べ資
格証明書を発行する団体が多い。厚生労働省の調査によると、被保険者資格証明書交付世帯に
おける保険料の納付状況は低く、平成 20 年度では 8.86%から平成 21 年度には 7.14%に低下
している7。収納率の低い基準以下の団体で資格証明書を交付している団体が多いことから、
収納率の向上は難しい状況であるといえる。 
収納率の向上に対し、口座振替の促進、定期的な支払の催告、保険料が納付できない事情等
について調査等、各団体で努力しているが、低所得者の保険料の負担が重く収納率を上げるこ
とが難しい状況である。なお、保険料を支払うことができない特別の事情がないにもかかわら
ず滞納する世帯については適切に滞納処分を行って収納率の向上を図ることができる。 
図 5.16 収納率と被保険者資格証明書発行世帯の関係(平成 21 年度) 
 
（注）収納率は、現年分の保険料収納額を保険料調定額で除して算出している。保険料調定額は居所不明者分調定額を控除
した調定額を用いて算出している。 
収納率の基準は普通調整交付金の減額対象となる保険料収納率の基準のことであり、一般被保険者 1 万人未満では
93%未満、1 万人以上 5 万人未満では 92%未満、5 万人以上 10 万人未満では 91%、10 万人以上 90%未満である。 
X2の値の*は有意水準 5%で有意であることを示す。 
棒グラフ中の数値は、各団体の構成割合である。 
                                                  
②被保険者が療養の給付等を受けることができる受診券、のうち、①のみの性格のみを有し、受診券としての
性格は有していない。 
7 厚生労働省保険局国民健康保険課「被保険者資格証明書交付世帯における保険料(税)の納付状況サンプル調
査結果」(平成 21 年 12 月 21 日)。 
あ り な し 全 体
基 準 未 満 764 178 942
基 準 以 上 454 322 776
全 体 1218 500 1718
Pearson X2 = 105.3155*
被保険者資格証明書交付世帯
収
納
率
団体数
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（資料）厚生労働省『国民健康保険事業年報』平成 21 年度、厚生労働省保険局国民健康保険課「資格証明書世帯に属する
中学生以下の子どもに対する短期被保険者証の交付状況及び資格証明書世帯に属する高校生等の人数に関する調
査(平成 21 年 9 月時点)の結果について」(平成 21 年 12 月 16 日)の添付 1 のデータにより作成。 
3.4. 医療費の抑制 
医療費の増加において、高齢化、所得増、生活習慣病の増加などの需要側の要因や、病院・
診療所等の医療機関数、病床数が多いことで受診率が高くなるという供給側の要因がある。そ
のため、医療費の団体間格差は宿命であるといえる。 
平成 18 年度から 22 年度の被保険者一人当たり医療費の推移をみると、年々増加している
(図 5.17(1))。平成 20 年度に後期高齢者医療制度が施行されたにもかかわらず、それ以降も
上昇し続けており、平成 22 年度には合計で 29 万 9,333 円であり、うち入院外にかかる費用
は 15 万 7,513 円、入院にかかる費用は 11 万 3,769 円である。また、伸び率をみると、平成
20 年度の後期高齢者医療制度施行に伴い伸び率は低くなっている(図 5.17(2))。平成 22 年度
は前年度に比べ、合計では 3.3 と%高くなっており、特に入院にかかる費用の伸び率が 4.9%
と高くなっている。今後、さらなる高齢化の進行に伴い、被保険者一人当たり医療費は伸び続
けることが予測される。 
図 5.17 被保険者一人当たり医療費の推移 
(1) 実額        (2) 伸び率 
 
（注）医療費は療養の給付等、療養費、移送費の合計である。 
（資料）図 5.7 と同じ。 
続いて、被保険者一人当たり医療費について、再差引収支の黒字団体と赤字団体に区分別に
みると、黒字団体、赤字団体とも 25 万円を上回り 30 万円以下である団体が最も多く、黒字
団体では 45.7％、赤字団体では 44.4％である(図 5.18)。黒字団体と赤字団体の被保険者一人
当たり医療費の差をみると団体間で差がないことが分かる。 
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国民健康保険の医療費については、平成 21 年度に「国民健康保険法に基づく保健事業の実
施等に基づく指針」が改正され、各保険者は保健事業の実施計画を策定し、公表することとさ
れ、高医療費市町村はその要因分析や実効性のある医療費適正化対策などに取り組むことが定
められた。高医療費市町村に該当しない団体も含め、国民健康保険医療費適正化計画を策定し、
各種保健事業や給付費の適正化事業等の推進を行っている団体が多くなっている。医療費適正
化計画の内容は、主に二つに分けられる。一つは保健事業であり、たとえば、糖尿病性腎性重
症化予防事業、生活習慣病予防ガイドラインなどの健康づくりに関する事業を推進するもので
ある。もう一つは給付費適正化事業であり、たとえば、レセプト内容点検、ジェネリック医薬
品使用促進事業、柔道整復レセプトの調査や分析による柔道整復施術療養費の適正化である。
しかし、高齢化の進行による医療費の自然増は避けられないため、こうした医療費適正化政策
における自治体の努力は医療費を抑制するには限界があり、医療費抑制による保険料の引下げ
は難しいといえる。 
図 5.18 再差引収支区分別被保険者一人当たり医療費(平成 21 年度) 
 
（注）医療費は療養の給付等、療養費、移送費の合計である。 
黒字団体と赤字団体の保険料の差はウィルコクソンの順位和検定の Z 値である。 
棒グラフ中の数値は、各団体の構成割合である。 
（資料）図 5.8 と同じ。 
4. 一般会計法定外繰入金と保険料負担にかかる分析 
2 節の国保財政の制度に基づき、一般会計法定外繰入金と被保険者の保険料負担の関係につ
いて、所得区分別に統計分析を行う。所得区分は、生活保護による扶助を行う際に用いる級地
区分に基づいて分類する。生活保護制度における地域格差を是正する級地は、当該市町村の人
口規模・必要とされる生計費・物価の地域差・消費水準や消費実態・生活様式や慣行等々を勘
案して市区町村単位で区分しており、生計費や物価水準を反映する所得や同質の団体を分類す
るのに適していると考える。級地区分は、1 級地－1、1 級地－2、2 級地－1、2 級地－2、3 級
黒字 赤字 全　体
団 体 数 1018 700 1718
平 均 値 298,475円 298,632円 298,539円
中 央 値 291,656円 295,099円 293,064円
最 小 値 127,349円 164,597円 127,349円
最 大 値 549,175円 458,063円 549,175円
黒字団体と赤字
団体の一人当た
り医療費の差
0.465
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地－1、3 級地－2 の 6 区分であり、1 級地－1 が一般生活費の基準額が最も高く、大都市およ
びその周辺市町が区分されており、上述の順に低くなり、3 級地－2 は地方の町村が多く分類
されている。所得区分は、1 級地－1 を「Ⅰ－１」、1 級地－2 を「Ⅰ－２」、2 級地－1 を「Ⅱ
－１」、2 級地－2 を「Ⅱ－２」、3 級地－1 を「Ⅲ－１」、3 級地－2 を「Ⅲ－２」とし、Ⅰ－
１が最も所得が高いグループであり、上述の順に低くなり、Ⅲ－２は所得が最も低いグループ
とする。分析は、特別区、一部事務組合を除く市町村を対象に、平成 22 年 4 月 1 日現在の級
地区分に基づいて所得区分を行い、平成 21 年度の国民健康保険事業の状況について、厚生労
働省『国民健康保険事業年報』、厚生労働省『国民健康保険実態調査報告』などのデータを用
いて行う8。 
4.1. 所得区分別にみた市町村国保財政の現状 
まず、再差引収支についてみると、Ⅰ－１、Ⅰ－２、Ⅱ－１、Ⅱ－２が赤字である。Ⅰ－１
が最も赤字額が大きく 2,123 億円であり、57 団体のうち赤字団体は 55 団体である。一方で、
Ⅲ－１、Ⅲ－２は 6 割程度の団体が黒字団体であり、黒字額をみるとⅢ－１は 22 億円、Ⅲ－
２は 194 億円である。したがって、所得が高くなるにつれ、赤字団体、赤字額が拡大し、財政
運営が厳しい状況となっているといえる(図 5.19(1)、(2))。 
図 5.19 再差引収支(平成 21 年度) 
(1) 実額    (2) 構成比 
 
（注）(2)構成比の図中の数値は、団体数である。 
（資料）総務省「市町村決算カード」平成 21 年度により作成。 
次に、一般会計法定外繰入金についてみると、すべての所得区分で赤字団体の繰入金が多く
                                                  
8 所得区分は、厚生労働省社会・援護局保護課「平成 22 年度 生活保護基準・生活保護実施要綱等」に掲載
されている市町村の級地区分に基づいて分類した。 
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なっている。再差引収支の赤字額が高く、比較的所得が高い団体で法定外繰入金が多額になる
傾向にあり、その多くが決算補てんや累積赤字補てんに充てられると考えられる。一方、Ⅲ－
１、Ⅲ－２は全体で黒字であるが、全団体に占める黒字団体の繰入金比率が他の団体に比べ高
い。その理由として、保険料の減免分、保険料の水準を据え置くための繰入の目的で繰入れが
行われていると考えられる。 
図 5.20 一般会計の法定外繰入金(平成 21 年度) 
(1) 実額 
 
(2) 収入に占める一般会計法定外繰入金の割合 
 
（資料）厚生労働省『国民健康保険事業年報』平成 21 年度により作成。 
また、収入に占める一般会計法定外繰入金をみると、すべての所得区分で 0-5％未満の繰入
れを行っている団体が多く、その割合は 5 割を超えている。所得が低い団体で黒字団体が多い
ことから、収入に占める法定外繰入金は小さくなり、図 5.20 で示していないが、Ⅲ－２では
74.0%の団体(619 団体)が 1％未満となっている。一方、所得が高くなるにつれ、赤字団体が
多いことから、収入に占める法定外繰入金は大きくなり、Ⅰ－１では 5％以上の繰入れを行っ
ている団体の比率が最も高い。したがって、一般会計法定外繰入金は、所得が高くなるにつれ
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多額になる傾向にあり、それは、低所得者支援措置としての保険料減免に加え、決算補てんに
充てるための繰入金によって総額が多くなることがうかがわれる(図 5.20(1)、(2))。 
4.2. 所得区分別にみた保険料負担の現状 
4.1 項から、所得が高い団体で国保財政の悪化が深刻であり、その決算補てんや累積赤字補
てんに充てられる一般会計法定外繰入金が多額になる傾向があることが分かった。所得が高け
れば保険料負担は低くなることが考えらえるが、赤字団体は所得が高い団体が多いことから、
低所得者層の被保険者の保険料負担が大きいことによる保険料の滞納が法定外繰入金を増大
させていることも推測できる。ここでは、保険料負担に関わる統計分析を行う。 
まず、被保険者の年齢構成をみると、すべての所得区分で 40-64 歳が最も多く、次いで 65-
74 歳であり、被保険者は高齢化していることが分かる。20-39 歳をみると、所得が高くなる
につれ、わずかに構成比が高くなっており、Ⅰ－１は 22.0％である(図 5.21)。 
図 5.21 国保被保険者の年齢構成(平成 21 年度) 
 
（資料）厚生労働省『国民健康保険実態調査報告』平成 21 年度により作成。 
また、70 歳以上で現役並みの所得(住民税の課税所得が 145 万円以上)の被保険者の割合を
みると、所得が高くなるにつれ、現役並みに所得が高い高齢の被保険者が多く、Ⅰ－１は10.6％
を占める(図 5.22)。Ⅰ－１は、他の団体に比べ所得の低い若年所得者と高額高齢者の割合が
高いことから、所得が高い団体では、団体内での所得のばらつきが大きく、格差も大きいこと
がうかがわれる。 
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図 5.22 70 歳以上一般被保険者に占める現役並み所得者の割合(平成 21 年度) 
 
（資料）図 5.20 と同じ。 
次に、被保険者一人当たり平均保険料調定額(医療給付費分と後期高齢者支援分の合計)をみ
ると、最も高いのはⅡ－1 の 15.4 万円、最も低いのはⅠ－１の 13.8 万円であるが、所得区分
間での差はみられない。また、すべての所得区分において再差引収支が黒字団体で被保険者一
人当たり平均保険料調定額が赤字団体に比べ高くなっており、その差が最も大きいのはⅠ－１
の 2 万円、最も低いのはⅠ－２の 1,000 円である(図 5.23(1))。 
図 5.23 被保険者一人当たり平均保険料調定額(平成 21 年度) 
(1) 再差引収支別 
 
(2) 構成別 
 
（資料）図 5.20 と同じ。 
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次に、被保険者一人当たり平均保険料調定額を構成別にみると、8-10 万円未満の団体が最
も多い所得区分は構成比の高い順に、Ⅰ－２(84.0％で 42 団体)、Ⅱ－１(71.9％で 87 団体)、
Ⅱ－１(65.8％で 52 団体)、Ⅰ－１(54.4％で 31 団体)、Ⅲ－１(52.7％で 291 団体)である。
最も所得の高いⅠ－１に分類される団体の被保険者一人当たり平均保険料調定額は 6-10 万円
未満であり、他の所得区分に比べ金額のばらつきが小さい。一方で、所得が低くなるにつれ金
額のばらつきが大きくなり、Ⅲ－２では、6 万円未満から 10 万円以上の団体まである(図
5.23(2))。これらの分析から、被保険者一人当たり平均保険料調定額が最も低いのは所得が最
も高いⅠ－１であり、次いで所得が最も低いⅢ－２である。 
さらに、保険料負担をみるため、所得に対する保険料調定額をみる。ここでいう所得は、「旧
ただし書方式」により算定された所得総額(基礎控除前)に相当するものである。分析にあたり、
実際の保険料負担をみるためには、所得に生計費・物価の地域差から生じる所得差を反映させ
る必要がある。この所得の差額は、生活保護基準額に基づく級地区分ごとの差額を用いる。所
得差額率は、平成 22 年度一般生活費認定基準表第 1 類から算出し、所得区分ごとにⅠ－１：
1.29、Ⅰ－２：1.23、Ⅱ－１：1.17、Ⅱ－２：1.12、Ⅲ－１：1.06、Ⅲ－２：1、とした9。 
所得区分 i における所得に対する保険料調定額ܰ_ܪܫܴ௜は、保険料調定額ܪܫ௜を所得 ௜ܻで除し
て算出する。 
ܰ_ܪܫܴ௜ ൌ ܪܫ௜௜ܻ                 ሺ1ሻ 
修正所得に対する保険料調定額ܴ_ܪܫܴ௜は、保険料調定額ܪܫ௜を所得区分 i の所得 ௜ܻに所得差
ܻܦܴ௜を乗じてもので除して算出する。 
ܴ_ܪܫܴ௜ ൌ ܪܫ௜௜ܻ ∙ ܻܦܴ௜               ሺ2ሻ 
まず、(1)式で算出した修正前の所得に占める保険料調定額をみると、所得が低くなるにつ
れ保険料負担の割合が高い団体が多く、所得が高くなるにつれ保険料負担の割合が低い団体が
多い(図 5.24(1))。次に、(2)式で算出した修正後の所得に占める保険料調定額をみると、所
得の高い団体で保険料負担の割合が増加し、20％以上の団体が多くなっており、Ⅰ－１を除く
所得区分では、所得に占める保険料調定額のばらつきが類似している(図 5.24(2))。所得が高
いⅠ－１においても、10％未満の団体が減少し 20％以上の団体が多くなっているが、他の所
得区分に比べ 10％未満の団体が多い。これは、一般会計法定外繰入金が高いことから、低所
                                                  
9 注 8 の資料から算出した。 
94 
得者の保険料負担の軽減措置の結果として、所得に占める保険料調定額が低くなっていること
が推測され、大都市とその周辺都市では、他の団体に比べ低所得者の保険料負担が非常に大き
いことがうかがわれる。 
図 5.24 所得に占める保険料調定額(平成 21 年度) 
(1) 修正前 
 
(2) 修正後 
 
（資料）表 5.4 と同じ。 
そして、保険料負担が大きいことによる保険料の滞納がある世帯について、市町村国保の全
世帯数に占める滞納世帯の割合をみると、最も高いのはⅡ－１の 21.7%、次いでⅠ－１の
21.1%であり、所得が高くなるにつれ割合が高いことが分かる(図 5.25(1))。また、Ⅰ－１と
Ⅱ－２以外の所得区分において再差引収支が赤字団体で滞納世帯率が黒字団体に比べ高くな
っており、その差が最も大きいのはⅠ－２で 5.5％の差がある。次に、滞納世帯率を構成別に
みると、所得が高いⅠ－１、Ⅰ－２で 20-30％未満の団体が最も多く、所得が低くなるにつれ、
滞納世帯率が低い団体が多くなっている(図 5.25(2))。これは、所得に占める保険料調定額が
低い所得が高い団体で滞納世帯率が高いことから、所得が高い団体で保険料の負担が非常に大
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きいことがうかがわれる。 
図 5.25 滞納世帯率 
(1) 再差引収支別 
 
(2) 構成別 
 
（資料）厚生労働省保険局国民健康保険課「資格証明書世帯に属する中学生以下の子どもに対する短期被保
険者証の交付状況及び資格証明書世帯に属する高校生等の人数に関する調査(平成 21 年 9 月時点)
の結果について(平成 21 年 12 月 16 日)の添付 1 のデータにより作成。 
4.3. 一般会計法定外繰入金と保険料負担との関係の検証 
4.2 項における保険料負担に関わる統計分析の結果を踏まえ、一般会計法定外繰入金で被保
険者の保険料負担の関係について検証する。 
まず、一般会計法定外繰入金と保険料負担に関わる相関関係をみる。収入に占める一般会計
法定外繰入金と所得に占める保険料調定額について、全団体の相関係数は-0.3617 でやや負の
相関があり(表 5.5)、所得区分別にみると、Ⅰ－２は-0.8065 で強い負の相関があり、Ⅰ－１
は-0.6964 で負の相関があり、所得が高くなるにつれ負の相関が強くなる(図 5.26)。したがっ
て、所得の高い団体で所得に占める保険料調定額が高いと一般会計法定外繰入金が少なく、所
得に占める保険料調定額が低いと一般会計法定外繰入金が高くなる傾向がみられる。これは、
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所得が高い団体では一般会計からの繰入金によって被保険者の保険料負担の軽減が行われて
いることが考えられる。 
また、一般会計法定外繰入金と保険料算定額に占める保険料軽減額との相関関係をみると、
全団体の相関係数は-0.3025 でやや負の相関があるが(表 5.5)、所得区分別にみると、Ⅰ－２
は-0.7293、Ⅰ－１は-0.7037 で強い負の相関があり、所得が高くなるにつれ、負の相関が強
くなる(図 5.27)。したがって、所得の高い団体で保険料算定額に占める保険料軽減額が高い
と一般会計の法定外繰入金が少なく、保険料算定額に占める保険料軽減額が低いと一般会計法
定外繰入金が高くなる傾向がみられる。これは、所得が高い団体では、保険料調定額の算定に
おいて保険料軽減額が高く、その額は一般会計からの繰入金で賄っているためであると考えら
れる。 
表 5.5 一般会計法定外繰入金と保険料負担に関わる相関係数 
 収入に占める一般会計法定外繰入金 
 所得に占める 保険料調定額 
保険料算定額に 
占める保険料軽減額 
 相関係数 p 値 相関係数 p 値 
全団体 
（1672 団体） -0.3617
* 0.0000 -0.3025* 0.0000 
Ⅰ－１ 
（57 団体） -0.6964
* 0.0000 -0.7037* 0.0000 
Ⅰ－２ 
（50 団体） -0.8065
* 0.0000 -0.7293* 0.0000 
Ⅱ－１ 
（121 団体） -0.5404
* 0.0000 -0.5655* 0.0000 
Ⅱ－２ 
（79 団体） -0.4951
* 0.0000 -0.3930* 0.0003 
Ⅲ－１ 
（549 団体） -0.3231
* 0.0000 -0.2725* 0.0000 
Ⅲ－２ 
（816 団体） -0.1259
* 0.0031 -0.0602 0.1590 
（注）* は、1％の有意水準を表す。 
（資料）筆者作成。 
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図 5.26 収入に占める一般会計法定外繰入金 図 5.27 収入に占める一般会計法定外繰入金と 
と所得占める保険料調定額の散布図      保険料算定額に占める保険料軽減額の 
         散布図 
 
（資料）筆者作成。 
続いて、保険料軽減と保険料負担に関わる相関関係をみる。保険料軽減については、保険料
算定額に占める保険料調定額を用いる。この値が大きい団体では保険料の負担が非常に大きい
被保険者が多いといえる。保険料算定額に占める保険料軽減額と被保険者一人当たり所得につ
いて、全団体の相関係数が-0.7396 で強い負の相関があり(表 5.6)、これを所得区分別でみる
と、所得が高くなるにつれ、負の相関が強くなる(図 5.28)。所得に占める保険料調定額につい
て、全団体の相関係数が 0.5988 で弱い正の相関があり(表 5.6)、所得区分別にみると、Ⅰ－
１は 0.8628、Ⅰ－２は 0.8245、Ⅱ－１は 0.7784 で強い正の相関があり、所得が高くなるに
つれ正の相関は強くなる(図 5.29)。したがって、被保険者一人当たり所得が低いと保険料算
定額に占める保険料軽減額が高く、また、所得に対する保険料負担率が高いと保険料算定額に
占める保険料軽減額が高くなる傾向がみられる。これらは、保険料負担が大きいため、被保険
者の保険料負担の軽減が行われていることが考えられる。 
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表 5.6 保険料軽減と保険料負担に関わる相関係数 
 保険料算定額に占める保険料軽減額 
 被保険者一人 当たり所得 
所得に占める 
保険料調定額 
 相関係数 p 値 相関係数 p 値 
全団体 
（1672 団体） -0.7396
* 0.0000 0.5988* 0.0000 
Ⅰ－１ 
（57 団体） -0.7951
* 0.0000 0.8628* 0.0000 
Ⅰ－２ 
（50 団体） -0.8597
* 0.0000 0.8245* 0.0000 
Ⅱ－１ 
（121 団体） -0.7942
* 0.0000 0.7794* 0.0000 
Ⅱ－２ 
（79 団体） -0.7358
* 0.0000 0.6034* 0.0000 
Ⅲ－１ 
（549 団体） -0.7318
* 0.0000 0.5961* 0.0000 
Ⅲ－２ 
（816 団体） -0.6621
* 0.0000 0.4741* 0.0000 
（注）* は、1％の有意水準を表す。 
（資料）筆者作成。 
図 5.28 保険料算定額に占める保険料軽減額と 図 5.29 保険料算定額に占める保険料軽減額と 
被保険者一人当たり所得の散布図        所得に占める保険料調定額の散布図 
 
（資料）筆者作成。 
このほか、保険料負担に関わる項目として、収納率、滞納世帯率、一人当たり保険料調定額
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について、これらの相互の相関関係や一般会計法定外繰入金との相関関係の検証を試みたが、
相関がみられなかった。これは、各保険者が一人当たり保険料調定額の多寡に関係なく、未納
保険料の確保を促進するなど未納対策に取り組み、保険料の徴収努力を行っていることが考え
られる。 
4 節の検証結果は次のように要約できる。①所得の高い団体で国保財政の状況が深刻であり、
一般会計法定外繰入金が多い。②所得が高い団体では、被保険者一人当たりの平均保険料調定
額が最も低いが、所得差を修正した所得に占める保険料調定額を推計すると、保険料の負担割
合が 20％以上である団体が多くなる一方で、低所得者の保険料負担の軽減措置の結果として
その割合が 10％未満の団体も存在し、大都市とその周辺都市では他の団体に比べ低所得者の
負担が非常に大きい。③滞納世帯率は、所得に占める保険料調定額が低く所得が高い団体で高
いことから、所得が高い団体で保険料の負担が非常に大きい。④一般会計繰入金と保険料負担
の相関分析では、所得の高い団体で負の相関がみられ、保険料の負担が低いと一般会計繰入金
が高いことから、低所得者の被保険者の保険料の負担緩和等に一般会計から多額の法定外繰入
金を行っていることが推測できる。⑤保険料負担と保険料軽減との相関分析では、所得の高い
団体で正の相関がみられ、保険料の負担が大きいと保険料軽減額が大きいことから、低所得者
の被保険者の負担緩和等が行われている。 
5. 市町村国保の財政運営のあり方 
本章では、市町村を対象に統計分析を行い、国保財政の運営の問題について、(1)保険料、
(2)一般会計からの繰入金、(3)保険料の収納、(4)医療費の抑制、を取り上げて統計分析を行
い、当該自治体の努力によってはこれらに関連する問題が解決されない状況にあるかを検証し
た。その結果、保険料については、再差引収支の赤字団体では、低所得者や保険料軽減者が多
ので、被保険者一人当たり保険料調定額は低い団体が多い。一般会計繰入金の「国保財政安定
化支援事業」と「法定外繰入金」については、赤字団体で両者とも歳入に占める割合が高い。
国保の構造上の理由により保険料の大幅な引上げは難しいと考えられ、一般会計繰入金は不可
欠であるが、留保財源が少ない団体では一般会計からの繰入れは非常に厳しい状況にある。収
納率については、低所得世帯の保険料負担が重い傾向にあり、赤字団体で収納率の低い団体が
多い。また、収納率の低い基準未満の団体は資格証明書を発行している団体が多く、資格証明
書交付世帯の収納率が低いことから、収納率の向上は難しい状況であるといえる。医療費につ
いては、今後、さらなる高齢化の進行に伴い、被保険者一人当たり医療費は伸び続けることが
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予測され、それに伴い保険料の引上げとなりうる。高齢化の進行による医療費の自然増は避け
られないため、医療費適正化政策における自治体の努力で医療費を抑制するには限界があり、
医療費抑制による保険料の引下げは難しいといえる。 
また、一般会計法定外繰入金と保険料負担に関する分析を行った結果、国保の加入者の低所
得者の増加に伴う厳しい財政運営の状況は、所得の高い大都市とその周辺都市で顕著に生じて
いることが分かった。加入者の低所得者の増加は、景気の低迷や雇用情勢の悪化の影響による
ものであっても、国保財政の安定的な運営のために、保険者内の被保険者の保険料負担の軽減
に対し、一般会計法定外繰入金を行う必然性がある。これは、黒字団体であっても同様であり、
現在、低所得者の被保険者の支援措置として、一般会計法定外繰入金を行っている団体もある。
仮に、財政基盤の強化として保険料の引上げを行ったために、保険料の負担が大きくなり、被
保険者の滞納が増加して保険料収入が減少した場合、決算補てんのために一般会計から繰入れ
を行うことが考えられ、いずれの場合にも法定外の繰入れが行われる。2 節で述べたとおり、
国保財政は法令による規定が多く、また、近年の自治体の財政状況では、多額の財源を国保事
業に投入することは考えにくい。こうした事情に鑑みると、低所得者の保険料負担緩和や決算
の補てんによる一般会計の法定外繰入金の増加は、保険者の責めに帰するできない特別の事情
が大きく、やむをえない状況であるといえる。 
この都市における貧困問題に起因する国保財政の赤字は、自治体の財政運営に影響を及ぼ
す。たとえば、国保会計の赤字は「財政健全化法」にかかる 4 指標の一つである「連結実質赤
字比率」を押し上げることになり、一般会計からの法定外繰入金の増加に伴い、自治体財政を
圧迫する可能性がある。また、国保加入者の失業や所得減少により、国保から離脱して生活保
護の医療扶助を受ける場合、生活保護費の扶助の 4 分の 1 は自治体の負担であり、生活保護
の扶助のなかで最も高額である医療扶助の増加により、財政を圧迫する可能性がある。今後、
国保制度の維持と自治体の財政運営をどのように調和させていくかが課題の一つとなるだろ
う。 
最後に、国保事業は、平成 30 年度から都道府県と市町村の共同運営となる10。国保財政に
関しては、都道府県に国保特別会計が設置され、市町村の国保特別会計は残されて、引き続き
責任を負う。都道府県が市町村ごとの標準保険料を設定、各市町村がそれを参考にしながら保
険料を設定、徴収し、都道府県に納付金として納付する。保険料の収納不足に起因して赤字が
発生する場合は、都道府県に設置される財政安定化基金が市町村に貸付されることになってい
                                                  
10 平成 30 年度からの国保事業については、新田(2015)を参考にしている。 
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る。貸付の返済は、一般会計法定外繰入金が認められなければ、被保険者の保険料の引上げに
より賄うことになる。また、保険給付費の想定外の増加に起因して赤字が発生した場合は、都
道府県が基金を取り崩し、都道府県特別会計に繰り入れ、都道府県が償還するものとしている。
都道府県はこの分を上乗せして各市町村に納付金を課すことが想定されているので、この場合
も被保険者の保険料の引上げになる。結局、市町村は、保険料の収納不足により発生した財政
赤字と保険給付費の増加により発生した赤字の一定部分を補てんする責任を引き続き担うこ
とになる。このような共同運営では、市町村への都道府県の関与が強化されるだけで、現状の
国保運営とほとんど変わらない状況であり、国保財政を安定化させる制度設計としては限界が
あると考えられる。国保の被保険者の年齢構成が変わることがないので、保険料の引上げとな
れば、低所得者の負担増となり、安定的な収入確保は必ずしも期待できないだろう。 
Boadway and Shah(2009)による財政連邦主義の議論からは、医療は準私的財であり、現物
給付による所得再分配が重要である場合には、地方政府がその機能を果たすのが望ましいとす
る。医療サービスという現物給付による所得再分配は、都道府県がその機能を果たすのが望ま
しい。国保の事業の共同運営という制度設計ではなく、現在、都道府県が担っている医療提供
に関する計画や実施(サービスの提供範囲)と財政運営を一致させること、すなわち国保の財政
を都道府県が担うことは妥当であるといえる。医療保障の安定化に向け、長期的には、職域や
地域別を変更して医療保険制度を一元化して都道府県での運営やその財源のあり方(税で賄う
のか、保険料で賄うのか)についても視野に入れ、新たな医療保障の構築を考えていかなけれ
ばならないだろう11。 
 
                                                  
11 たとえば、松本・高端(2006)では、長期的には、都道府県を主体とした税方式による医療保障システムの
構築を提案している。 
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第6章 個人住民税の非課税限度額に関する考察 
この章では、地方税の基幹税である個人住民税における非課税限度額を取り上げ、地方税制
による所得再分配機能としての意義を検証し、個人住民税における所得再分配機能のあり方を
考察する。 
1. 生活保護基準引下げによる個人住民税非課税限度額への影響 
生活扶助基準は、一般低所得世帯の消費実態との均衡が適切に図られているかを定期的に見
極めるため、『全国消費実態調査』等をもとに 5 年に 1 度検証を行うこととされている。平成
25 年 1 月公表の社会保障審議会生活保護基準部会における検証結果に基づき、生活扶助基準
等の見直しが平成 25 年度から 3 年間の経過措置を設け、段階的に行われることとなった1。具
体的には、検証結果に基づき年齢・世帯人員・地域差といった制度内の「歪み」を調整すると
ともに、近年デフレ傾向が続いているにもかかわらず生活扶助基準が据え置かれてきたことを
踏まえ、物価動向を勘案し、生活扶助等の基準が引き下げられる。 
生活保護の基準の引下げは、生活保護受給世帯における生活扶助費等が減額になるだけでは
ない2。就労援助や生活福祉資金貸付制度等、生活保護の基準を目安にしている制度とその利
用者に影響が及ぶことが予測される3。また、個人住民税の非課税限度額についても、標準的
な生活保護の基準を勘案して設定されている。この引下げに伴う非課税限度額の改正は、平成
26 年度以降の税制改正において対応することとなり、大幅な引下げが見込まれる。さらに、
医療保険の自己負担限度額の軽減等の社会保障分野において、低所得者の軽減措置等の非課税
限度額を参照している制度にも影響が及ぶ。 
個人住民税の非課税限度額に関して考察された研究は多くなく、税制改正の経緯と課題のな
かの一部として触れられている。たとえば、仁藤(2001)は、個人住民税所得割(以下「所得割」
という)の非課税措置と課税最低限について整理しており、個人住民税においては、課税最低
限及び所得割の非課税措置によって、納税者の個別の事情に応じその担税力に相応した課税が
                                                  
1 社会保障審議会生活保護基準部会「社会保障審議会生活保護基準部会報告書」(平成 25 年 1 月 18 日)を参
照。 
2 本章では、生活保護の基準は、厚生労働省告示の生活保護法による保護の基準をさす。 
3 池田(2012、41-42 頁)では、「生活保護基準の引下げは、生活保護を必要とする貧困層を拡大させ、結果的
には保護率をさらに高める。また、生活保護基準が各種社会保障制度の給付水準を規定しているため、生活保
護基準の引下げに伴い賃金や社会保障の水準を低下させることができる」と指摘している。 
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行われていると指摘している4。田中(2009)は、均等割の納税義務者の決定に関し、個人住民
税均等割(以下「均等割」という)の非課税限度額と一人当たりの国民所得との関係について、
正の相関関係があり、非課税限度額はその時代の経済状況に沿った形で変更が加えられてお
り、適正に制度が規定されてきたとし、非課税限度額制度を評価している5。石田(2013)では、
所得割の非課税限度額と所得最低限の関係について、それらの制度の趣旨は「最低限度の生活」
であるにもかかわらず、現在、課税最低限ではその趣旨が完全に放棄されており、もっぱら非
課税限度額の制度に任せているといえるとしている6。小林・西川(2010)では、生活保護基準
と市町村民税非課税者等の基準の妥当性を考察しており、生活扶助の第 1 類費及び第 2 類費
の基準額の数値を合計した額と収入ベースの均等割課税最低限とを比較し、貧困線≒生活保護
基準≒均等割課税最低限≒市町村民税非課税者等≒低所得者という関係が成り立つとしてい
る。 
これらの先行研究では、個人住民税の非課税限度額の改正の経緯についての考察や生活保護
の基準と非課税限度額との関係についての実証が十分になされているとはいえない。また、今
後、税と社会保障を直接連動づけるシステムのあり方を考えるにあたり、現行の非課税限度額
制度を詳細に考察する必要がある。 
さらに、財政連邦主義の議論では、税制による所得再分配という視点から、地方の課税権が
統制されているなか、地方の基幹税である個人住民税にどの程度、所得再分配機能をもたせる
べきかについて考慮する必要がある。 
そこで、本章では、個人住民税の非課税限度額の創設・改正の経緯を整理し、非課税限度額
の見直しとその水準の推移を分析し、それらを踏まえ、非課税限度額の水準の決定と、非課税
限度額制度の意義と課題について考察する。 
2. 個人住民税の非課税限度額制度の概要 
個人住民税の非課税限度額制度は、低所得者の税負担に配慮するため、所得金額が一定水準
以下である者について非課税とする措置である7。均等割の非課税限度額は、昭和 51 年度の税
                                                  
4 仁藤(2001、123 頁)を参照。 
5 田中(2009、95-96 頁)を参照。 
6 石田(2013、211-12 頁)を参照。 
7 個人住民税において、昭和 24 年のシャウプ勧告を受け、全く担税力のない者や担税力が著しく薄弱である
者に対し税負担を求めることは租税政策上適当ではなく、税負担の公平の見地からも好ましくないというこ
とから、昭和 25 年度の地方税法制定当時から、人的非課税制度として設けられている。平成 25 年 4 月 1 日
現在、生活保護法の規定により生活扶助を受けている者、障害者、未成年者、寡婦または寡夫で前年の合計所
得金額が 125 万円以下の者については、均等割、所得割とも非課税である。人的非課税措置に関し、均等割
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制改正における標準税率の引上げに伴い、低所得者の税負担軽減を図るために設けられたもの
である。「地方税法の施行地に住所を有する者で均等割のみを課すべきもののうち、前年の合
計所得金額が政令で定める基準に従い当該市町村の条例で定める金額以下の者」に対して非課
税とされる(法第 295 条第 3 項)8。なお、この規定を受ける者は道府県民税均等割も非課税と
される(法第 24 条の 5 第 3 項)。 
政令で定める基準は次のとおりである(令 47 条の 3)9。平成 25 年 4 月 1 日現在、①控除対
象配偶者及び扶養親族の数に 1 を加えた数を「基本額として定める一定金額」に乗じて得た金
額(その者が控除対象配偶者又は扶養親族を有する場合には、当該乗じて得た金額に当該条例
で「加算額として定める一定金額」を加算した金額)とすること、②「基本額として定める一
定金額」は 35 万円の範囲内において 35 万円に、「加算額として定める一定金額」は 21 万円
の範囲内において 21 万円に、それぞれ生活保護法の規定により厚生労働大臣が定める保護の
基準における前年の 12 月 31 日現在の地域の級地区分ごとに、総務省令で定める世帯につき
前年において同法の生活扶助、教育扶助、住宅扶助に要した費用として算定される金額を勘案
して総務省令で定める率で、当該市町村が同日において該当した当該地域の級地区分に係るも
のを乗じて得た金額を参酌して定める、とされている。政令で定める世帯とは、①夫、妻及び
2 人の子からなる世帯、②借家に居住する世帯、③収入のない世帯、のいずれにも該当する世
帯とする(則 9 の 2 の 3①)10。また、総務省令で定める率とは、生活保護法における地域の級
地区分に応じ、1 級地 1.0、2 級地 0.9、3 級地 0.8 とされている(則 9 の 2 の 3②)。 
所得割の非課税限度額は、昭和 56 年度に、厳しい地方財政の状況にあって課税最低限の引
上げを行うことが困難であるなかで、生活保護基準額程度の収入しかない低所得者層の税負担
に配慮するため、単年度限りとして講じられた措置である。その後、昭和 58 年度まで更新さ
れ、昭和 59 年度以降は「当分の間」とし、特例として存続している。平成 25 年 4 月 1 日現
                                                  
の納税義務を負う夫と生計を一にする妻に対しては、夫婦を社会生活上の単位として一体とみなして、夫に課
税した場合には妻に対して二重に課税しないとするという趣旨から、均等割が非課税とされていたが、妻も地
方自治体から行政サービスを受けており、一定の所得を稼得する妻は税負担能力(担税力)を有するため、個人
単位課税の観点から、生計同一の妻に対する非課税措置を平成 17 年度から段階的廃止、18 年度分から全額課
税することとした。また、65 歳以上の一定の所得金額以下の者も昭和 26 年度から非課税であったが、現役世
代と高齢者間の税負担の公平を確保するため、平成 18 年度分の個人住民税から廃止することとされた。 
8 合計所得金額とは、純損失、居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失、特定居住用財産の譲渡損失及び雑損
失の繰越控除前の総所得金額、分離短期、長期譲渡所得金額(特別控除前)、分離課税の上場株式等にかかる配
当所得の金額(譲渡損失との損益通算後で繰越控除前)、株式等にかかる譲渡所得等の金額(譲渡損失の繰越控
除前)、先物取引にかかる雑所得等の金額(損失の繰越控除前)、山林所得金額及び退職所得金額の合計額であ
る。法は「地方税法」を示す。以下同様である。 
9 令は「地方税法施行令」を示す。 
10 夫婦子 2 人世帯とは、夫 35 歳、妻 30 歳、小学 3 年 9 歳男子、4 歳女子である。則は「地方税法施行規則」
を示す。以下同様である。 
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在、総所得金額等の合計額が 35 万円に本人、控除対象配偶者及び扶養親族の合計数を乗じて
得た金額(控除対象配偶者又は扶養親族を有する場合には当該金額に 32 万円を加算した金額)
以下の者について、所得割(退職所得の分離課税にかかる所得割を除く)が非課税とされる(法
附則 3 の 3①④)11。 
上記の非課税措置に伴い、非課税基準の金額を若干上回る所得を有する者の税引後の所得金
額が非課税基準の金額を下回ることのないよう税額を減ずる調整措置が講じられている。具体
的には、総所得金額等の合計額から市町村民税所得割及び道府県民税所得割の算出税額の合計
額を控除した金額が、非課税基準を下回るときはその下回る額を算出税額から控除するもので
ある(法附則 3 の 3②⑤)12。 
非課税限度額の基準を示したものが図 6.1 である。非課税限度額の基準は、生活保護の基準
額の改定を踏まえ、翌年度の税制改正において所要の見直しを検討することとしている13。そ
の基準額は、均等割については前年の生活扶助基準額、所得割については前年の生活保護基準
額(生活扶助、教育扶助、住宅扶助の合計額)である。 
図 6.1 非課税限度額の基準 
 
（注）所得金額は給与所得者の場合収入金額から給与所得控除を引いた後の金額である。 
世帯人員数は、本人、控除対象配偶者及び扶養親族の合計数である。 
加算額は控除対象配偶者及び扶養親族を有する場合のみ加算する。 
均等割の非課税限度額は、基本額及び加算額に生活保護の基準の級地区分に応じた率(1 級地：1.0、2 級地：0.9、3
級地：0.8)を乗じた額を基準として条例で設定する。所得割の非課税限度額は全国一律である。 
非課税限度額は平成 25 年 4 月 1 日現在のものである。 
（資料）筆者作成。 
具体的には、生活扶助は、飲食物費、被服費、光熱水費等、日常生活の需要を満たすための
給付である。基準額は、基準生活費の「第 1 類費」(年齢区分別個人単位の経費)、「第 2 類費」
                                                  
11 総所得金額等とは、純損失、居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失、特定居住用財産の譲渡損失及び雑
損失の繰越控除後の総所得金額、分離短期、長期譲渡所得金額(特別控除前)、分離課税の上場株式等にかかる
配当所得の金額(譲渡損失との損益通算及び繰越控除後)、株式等にかかる譲渡所得等の金額(譲渡損失の繰越
控除後)、先物取引にかかる雑所得等の金額(損失の繰越控除後)、山林所得金額及び退職所得金額である。ま
た、法附則は「地方税法附則」を示す。 
12 調整額の算式は、「35 万円×(本人、控除対象配偶者及び扶養親族の合計数)＋32 万円－(総所得金額等-算
出税額)」である。 
13 本章では、生活保護の基準額は、非課税限度額の設定に勘案される生活扶助基準額(均等割)と生活保護基
準額(所得割)を合わせた名称として用いる。 
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(世帯人員別世帯単位の経費、11 月から 3 月の間は地区別冬季加算を合わせて計上)、年末年
始の特別需要への対応のための期末一時扶助費(12 月支給、世帯構成員人数分)の合計額であ
る。教育扶助は、義務教育に伴う費用を対象とする給付であり、算定には一般基準の基準額と
学習支援費を用いる。住宅扶助は、家賃、住宅維持費等を対象とする給付であり、算定には家
賃等の一般基準額を用いる14。 
3. 個人住民税の非課税限度額制度の創設・改正の経緯 
ここでは、個人住民税の非課税限度額の創設・改正の経緯を整理する。改正に伴う非課税限
度額の算式の推移については表 6.1 に示した。 
3.1. 個人住民税均等割における非課税限度額の創設・改正の経緯 
均等割の非課税限度額制度は、昭和 51 年度の税制改正における個人の均等割の税率の引上
げに伴い、低所得者層の税負担の軽減を図るため、新たに均等割のみを課すべき者のうち一定
の基準に従い市町村の条例で定める所得の金額以下の者について均等割を課さないものとす
る措置として創設された。 
創設時の軽減基準は、①市町村の条例で定める金額は、法の施行地に住所を有する者の控除
対象配偶者及び扶養親族の数に 1 を加えた数を当該「条例で定める一定金額」に乗じて得た金
額とするものとする、②「条例で定める一定金額」は扶養控除の金額の範囲内において「生活
保護法の扶助額」から自治省令で定める金額を控除した金額を自治省令で定める世帯に属する
者の数で除して得た金額を参酌して定めるものとすること、とされていた15。また、自治省令
で定める世帯は、①夫、妻及び 2 人の子からなる世帯、②借家に居住する世帯、③収入のない
世帯、のいずれにも該当する世帯(市町村税課長内かんにより、「生活保護法の扶助額」の算定
上必要な年齢等は、厚生省の予算見積り上の標準世帯を参考にして夫 35 歳、妻 30 歳、小学 3
年生 9 歳男子、4 歳女子)とされ、自治省令で定める金額は 40 万円であった16。 
この基準は、低所得者層に対する負担軽減措置としての性格においても最も適切なものとし
て考えられたものであるが、この基準によって生活保護法の地域の級地区分を通じ、地方税法
第 295 条第 1 項第 2 号の生活保護法による生活扶助を受けている者についての非課税措置の
地域差との均衡も図られているものである17。各市町村について該当する生活保護の基準の級
                                                  
14 生活扶助等の解説については、池田・砂脇(2009)を参照した。 
15 ②は「(生活保護法における扶助額－40 万円)／4」を参酌して定めることとされた。 
16 地方財務協会編『改正地方税制詳解』昭和 51 年版、221-23 頁。 
17 前掲書、223 頁参照。 
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地区分に関係なく「生活保護法の扶助額」から同額の 40 万円を一律に控除することとしたの
は、均等割のみを課すべき者についての措置であること等から、主として給与所得者を基準に
収入ベースの金額を所得ベースの金額に換算するため、経費相当分を考慮したことによる。な
お、「条例で定める一定金額」は、当該市町村の生活保護の基準の級地区分に応じて前年の生
活扶助等の金額を算定し、昭和 51 年度においては、1 級地 15 万円、2 級地 13 万円、3 級地
11 万円、4 級地 9 万円とした(表 6.1「均等割 S51 年度」参照)。この級地区分は前年の 12 月
31 日現在の地域の級地区分によるものとされた18。 
昭和 53 年度には、基本的な仕組みは継承しつつ、「条例で定める一定金額」の算定に当たり
参酌すべき額の算出方法が改正された。「生活保護法の扶助額」から同額 40 万円の一律控除
が地域間の均衡を図る上で不十分とされたため、「前年の 12 月 31 日における生活保護の基準
における地域の級地区分ごとに自治省令で定める率で、市町村が該当した地域の級地区分に係
るものを乗じて得た金額を参酌して定めることとされた。具体的には、昭和 52 年の生活保護
の基準の級地区分ごとの生活保護法の扶助額の較差に応じて、1 級地 1.0、2 級地 0.9、3 級地
0.8、4 級地 0.7 とされた19。 
その後は、表 6.1 の均等割の算式の推移で示すとおり、平成 14 年度までは非課税限度額が
引き上げられた。非課税限度額は、均等割のみの納税義務者の税負担の実情、生活保護法によ
る扶助額の引上げを勘案し、また、昭和 56 年度に所得割の非課税限度額が創設されてからは
所得割の非課税限度額の見直しも勘案して、1 級地における前年の生活扶助基準額を上回るよ
うに設定された。なお、昭和 59 年度には、非課税基準に該当するかどうかの判定を「所得の
金額」から「合計所得金額」により行うよう改正された。これは、課税技術上の理由からくる
捕捉の難易による実質上の不公平を避け、課税事務の合理化を図りつつ、かつ納税者にとって
も有利な結果とするためであった20。 
平成 3 年度には、表 6.1「均等割 H3 年度」で示すとおり、控除対象配偶者又は扶養親族を
有する場合には平成 2 年度の基本額 34 万円に 4 万円を加算した金額とすることとした。基本
額を据え置いたのは、単身者の給与所得者の場合、平成 2 年度において給与収入ベースで 99
万円であり、所得税が課税されない給与収入の限度額が 100 万円であることや、老年者や障
害者、寡婦等の社会的な弱者に対しては非課税措置が別途講じられていること等を勘案する
と、単身者の非課税限度額はすでに相応の水準にあると考えられ、控除対象配偶者又は扶養親
                                                  
18 前掲書、223-24 頁。 
19 地方財務協会編『改正地方税制詳解』昭和 53 年版、244-46 頁。 
20 地方財務協会編『改正地方税制詳解』昭和 59 年版、144、146 頁。 
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族を有する低所得世帯について特に配慮したものである。なお、加算額についても基本額と同
様、生活保護の基準の級地区分に応じた率を乗じている21。 
平成 16 年度において、初めて非課税限度額が引き下げられた(表 6.1「均等割 H16 年度」
参照)。それは、平成 13 年度、平成 14 年度に、生活保護の基準が国民消費動向や社会経済情
勢を総合的に勘案して据え置かれ、平成 15 年度には国民の消費支出や物価の下落により引き
下げられたことによる。これに伴い、平成 16 年度の生活扶助基準額は引下げとなり、非課税
限度額は見直され、加算額が 24 万円から 22 万円に引き下げられた22。平成 18 年度の非課税
限度額は、平成 17 年 4 月の生活扶助第 2 類費の引下げ、また、生活扶助第 1 類費の 4 人世帯
以上の算定に乗じる逓減率の導入により生活扶助基準額が引下げとなったことを踏まえ、表
6.1「均等割 H18 年度」に示すとおり、加算額が 22 万円から 21 万円に引き下げられた23。そ
の後、生活保護の基準は平成 25 年 7 月まで据え置かれ、従って、生活扶助基準額は変更され
ず、非課税限度額は据え置かれている。 
3.2. 個人住民税所得割における非課税限度額制度の創設・改正の経緯 
所得割の非課税限度額制度は、昭和 56 年度に創設されたが、それは、課税最低限と生活保
護基準等の国民生活水準との関係をめぐる問題に対する臨時的、例外的措置であった。 
所得割の課税最低限に関し、過去の政府税制調査会答申では、所得税の課税最低限と関連し
て最低生計費は歴史的、社会的環境に支配される相対的なものであり、確定的な数字を挙げる
ことができないとの見解を示している。一方、生活保護の基準は、生活保護法によって最低限
度の生活を満たすものであって、かつこれを超えないと定められているのであるから、現実の
生活保護の基準はそのような法律の要請を満たしていると認識できる。課税最低限と生活保護
基準との関連については、租税制度と社会保障制度の双方にわたる問題として多くの論議があ
り、課税最低限が最低生計費を絶対に下回ってはならないとは言い切れないとの見解もある。
しかし、常識論としては、生活保護基準程度の収入を得ている者に対してその所得に課税する
のは適当ではないといえる24。 
所得割の課税最低限についても、所得税と同様、従来少なくとも最低生計費には課税しない
という観点に立ちながら、その時々の国民生活水準、住民税の納税義務者数の推移、地方財政
                                                  
21 地方財務協会編『改正地方税制詳解』平成 3 年版、226-27 頁。 
22 地方財務協会編『改正地方税制詳解』平成 16 年版、313-14 頁参照。 
23 地方財務協会編『改正地方税制詳解』平成 18 年版、333-35 頁参照。 
24 地方財務協会編『改正地方税制詳解』昭和 56 年版、137-39 頁。 
110 
の状況等を総合的に勘案して、その額を定めてきた経緯がある25。そのような点をも考慮し、
政府税制調査会の昭和 56 年度の税制改正に関する答申は、「現下の厳しい地方財政の状況に
かんがみ、課税最低限の引上げ等大幅な減収につながる措置を講ずることは極めて困難である
と考えられる。しかしながら、国民生活水準等との関連で特に低所得者層の税負担について配
慮を加える必要があると認められることから、一定の所得金額以下の者については住民税所得
割を課さないこととする措置を講ずることもやむを得ない」とされた。それを踏まえ、すべて
の納税者にとって共通の非課税部分である基礎控除等の所得控除の引上げによって課税最低
限が引き上げられることを避け、国民生活水準等の関連で特に低所得者層の税負担について配
慮をするため、また、低所得者層のみを対象として減税を行えば減収額も少なくすむため、昭
和 56 年度限りの措置として、一定の所得金額以下について非課税措置を講ずることとした26。
なお、昭和 57 年度以降の非課税措置について、「国民生活水準の推移等を勘案して、引き続き
検討する必要がある」との答申がなされた。 
昭和 56 年度の非課税措置は、表 6.1「所得割 S56 年度」で示すとおり、所得の金額が 27 万
円に本人、配偶者及び扶養親族の合計額を乗じて得た金額以下である者に対し、所得割を課税
しないこととしている27。非課税の基準を 27 万円に家族数を乗じたものとしているのは、①
所得割の課税されない収入金額の水準である非課税限度額が典型的な世帯類型の生活保護基
準額を上回る水準になるようにすること28、②非課税の基準は各人の担税力の程度を示すとみ
られる所得のレベルで捉えること、③簡明な基準とすること、に配慮したものである29。 
非課税措置は、所得を基準として一定の所得金額以下の者を非課税としており、かつその金
額が課税最低限に見合う所得金額より高く定められているので、非課税基準の金額を若干上回
る所得を有する者については、その所得割控除後の所得の金額が非課税基準の金額を下回ると
いうことが起こる。制度を複雑にすることなく簡易な方法によって逆転現象の解消を図るた
め、所得の金額から所得割の金額を控除した残額が非課税基準の金額を下回る場合には、その
下回る金額を所得割の金額から控除することとした30。なお、非課税の水準は、課税最低限と
                                                  
25 前掲書、228 頁。 
26 前掲書、133 頁参照。当時、課税最低限について生活保護基準額を上回る水準にまで引き上げるには、基
礎、配偶者、扶養の 3 控除それぞれ 3 万円の引上げが必要であり、この場合の減収額は約 2 千億円と見込ま
れた。 
27 夫婦 2 人の給与所得者の場合の非課税限度額は、27 万円×4 人の金額に給与所得控除の最低保障額を加え
た額 175.7 万円となる。 
28 生活保護基準額は、生活扶助、教育扶助、住宅扶助の合計額である。 
29 前掲書、134-35 頁。 
30 調整額の算式は「27 万円×(本人、控除対象配偶者及び扶養親族の合計額)－(総所得金額等－算出税額)」
である。 
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非課税限度額のいずれか高いほうが適用される。 
単年度限りとされた非課税限度額制度の存続について、昭和 57 年度においては、昭和 56 年
度の場合と同様の趣旨に基づき、所得割の課税最低限の引上げが見送られ、低所得者層への配
慮については、昭和 56 年度限りの措置として設けられた所得割の非課税限度額制度の存続に
より引き続き対応することとした。非課税限度額は、生活保護基準額の上昇と同程度引き上げ
られ、控除対象配偶者又は扶養親族を有する場合には、昭和 56 年度の基本額 27 万円に一律
9 万円を加算した金額として算定された(表 6.1「所得割 S57 年度」参照)。非課税限度額の引
上げ方法として、単身者を除いて加算するとしたのは、単身者の非課税限度額はすでに相当の
水準にあり、さらに引き上げることは他とのバランス上問題があること、低所得の家族世帯に
配慮する場合にもできるだけ簡便な方法で、かつ地方財政に与える影響を最小限にする必要が
あったことによる。また、所得割の非課税措置の継続に伴い、昨年度と同様の税額の調整措置
を講じた31。 
昭和 58 年度においても、昭和 56 年度、昭和 57 年度の場合と同様の趣旨に基づき、単年度
限りの措置として、所得割の非課税措置及びこれに伴う税額の調整控除は存続された。昭和 59
年度において、「国民生活水準等との関連で、特に、低所得者層の税負担に配慮を加える必要
があるという趣旨に基づき設けられている住民税所得割の非課税措置については、地方財政の
状況、課税最低限の水準等を総合的に勘案しつつ、必要に応じ、存続させることとすべきであ
る」という昭和 58 年 11 月の政府税制調査会の中間答申を踏まえ、昭和 59 年度以降におい
て、「当分の間」、所得割の非課税措置を存続させることとした。なお、この非課税措置の存続
に伴う税額の調整控除についても、当分の間存続された32。 
昭和 62 年度の税制の抜本的見直しにおいても、この非課税限度額の制度について検討がな
されたが、特段状況の変化がないことから継続とされた。なお、昭和 63 年度から配偶者特別
控除の創設によって、標準世帯の課税最低限 223 万円が非課税限度額 213.5 万円を超えるこ
ととなり、非課税限度額制度は不要とも考えられるものの、配偶者特別控除の適用がない者の
場合、たとえば妻がなく子供 3 人の父子世帯の場合には、制度の廃止によって新たに課税対象
となるので、その意味からも継続の必要があるとされた33。 
非課税限度額は、表 6.1 の所得割の算式の推移で示すとおり、生活保護の基準の引上げを勘
                                                  
31 地方財務協会編『改正地方税制詳解』昭和 57 年版、99-100 頁。 
32 地方財務協会編『改正地方税制詳解』昭和 59 年版、272 頁。 
33 地方財務協会編、昭和 62 年版、162 頁参照。当時、20 代・30 代の単身世帯において、課税最低限は 89.2
万円であり、非課税限度額 88 万円を超え、非課税限度額制度が必要ない状況となった。一方、妻がなく子供
3 人の世帯の場合の課税最低限は 203.9 万円であり、非課税限度額 213.5 万円を下回る状況であった。 
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案し、1 級地における前年の生活保護基準額を上回るように平成 14 年度までは非課税限度額
が引き上げられた。平成 16 年度において初めて非課税限度額が引き下げられた(表 6.1「所得
割 H16 年度」参照)。それは、平成 13 年、平成 14 年度に、生活保護の基準が国民消費動向や
社会経済情勢を総合的に勘案して据え置かれ、平成 15 年度には国民の消費支出や物価の下落
により引き下げられたことによる。これに伴い、平成 16 年度の生活保護基準額は引下げとな
り、非課税限度額は見直され、加算額が 36 万円から 35 万円に引き下げられた34。平成 18 年
度の非課税限度額は、平成 17 年 4 月の生活扶助第 2 類費の引下げ、また、生活扶助第 1 類費
の 4 人世帯以上の算定に乗じる逓減率の導入により生活保護基準額が引下げとなったことを
踏まえ、表 6.1「所得割 H18 年度」に示すとおり、加算額が 35 万円から 32 万円に引き下げ
られた35。その後、平成 21 年 4 月に教育扶助の小学校の学習支援費が導入され、生活保護基
準額は引上げとなったが、非課税限度額は据え置かれている。 
表 6.1 非課税限度額の算式の推移 
 
（注）単位は万円である。 
均等割の非課税限度額は生活保護の基準の級地区分 1 級地の場合を示している。 
n は、本人、控除対象配偶者及び扶養親族の合計数である。 
（資料）地方財務協会編『改正地方税制詳解』により作成。 
4. 個人住民税の非課税限度額と生活保護の基準額の差額の検証 
3 節で示したとおり、均等割および所得割の非課税限度額は、均等割については生活扶助基
準額を、所得割については生活保護基準額を勘案して設定されている。非課税限度額は「勘案
して定める」としているが、非課税限度額と生活保護の基準額の較差については示されていな
い。この節では、生活保護の基準の級地区分 1 級地－1 における夫婦子 2 人の標準世帯の給与
所得者について、非課税限度額と生活保護の基準額の水準の推移とその較差を考察し、併せて、
                                                  
34 地方財務協会編『改正地方税制詳解』平成 16 年版、313-14 頁参照。 
35 地方財務協会編『改正地方税制詳解』平成 18 年版、333-35 頁参照。 
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標準世帯以外の世帯について、単身世帯、夫婦 2 人世帯、3 人世帯(夫婦子 1 人)、4 人世帯(夫
婦子 2 人)のモデル世帯を想定し、同様の分析を行う。 
4.1. 均等割の非課税限度額と生活扶助基準額の推移 
4.1.1. 標準世帯の非課税限度額と生活扶助基準額の推移 
昭和 51 年度から平成 25 年度の均等割の非課税限度額と生活扶助基準額を比較し、その較
差を分析する。 
ݐ年度の均等割の非課税限度額ܶܧ_ܲܥܴ௧については、非課税限度額の算式をもとに、所得金
額に給与所得控除を加えて給与収入額を算出する。勘案される生活扶助基準額について、昭和
51 年度、昭和 52 年度は、『改正地方税制詳解』で示されている金額を用いる。昭和 53 年度以
降、ݐ年度に勘案される生活扶助基準額ܮܣ௧については、前年の生活保護の基準の級地区分 1 級
地－1 における生活扶助(第 1 類費、第 2 類費、期末一時扶助費の合計額)であり、厚生労働省
告示の「生活保護法による保護の基準」に示された金額(月額)を用いて算出する36。 
ܮܣ௧ ൌ ෍ ܮܣ_ܫ௠,௧ିଵ
ଵଶ
௠ୀଵ
൅ ቌ෍ ܮܣ_ܪݏ௠,௧ିଵ
ଵଶ
௠ୀଵ
൅෍ܮܣ_ܪݓ௠,௧ିଵ
௠
ቍ ൅ 4・ܻܧܣ௧ିଵ  		ሺ1ሻ 
LA_Im,t-1：t-1 年 m 月の第 1 類費、LA_Hsm,t-1：t-1 年 m 月の第 2 類費世帯人員数 4 人の基準額、LA_Hwm,t-
1：t-1 年 m 月の第 2 類費 4 人Ⅵ区の冬季加算額(ただし、m=1, 2, 3, 11, 12)、YEAt-1：t-1 年の期末一時扶
助費(居宅) 
また、夫婦子 2 人の第 1 類費ܮܣ_ܫ௠,௧ିଵはそれぞれの年齢区分の合計額とする。ただし、平成
17 年 4 月以降、4 人以上世帯について第 1 類費の算定に逓減率を乗じることとされたので、
その合計額に逓減率݀௠,௧ିଵを乗じた額とする。 
ܮܣ_ܫ௠,௧ିଵ ൌ ൫ܮܣ_ܫ݉௠,௧ିଵ ൅ ܮܣ_ܫ ௠݂,௧ିଵ ൅ ܮܣ_ܫܾ௠,௧ିଵ ൅ ܮܣ_ܫ݃௠,௧ିଵ൯・݀௠,௧ିଵ 
LA_Imm,t-1：t-1 年 m 月の夫 35 歳の第 1 類費、LA_Ifm,t-1：t-1 年 m 月の妻 30 歳の第 1 類費、LA_Ibm,t-1：
t-1 年 m 月の小学 3 年 9 歳男子の第 1 類費、LA_Igm,t-1：t-1 年 m 月の 4 歳女子の第 1 類費 
ݐ年度の較差ܮܣܵܦ௧は(2)式、ݐ年度の較差率ܮܣܵܦܴ௧は(3)式によって算出する。 
ܮܣܵܦ௧ ൌ ܶܧ_ܲܥܴ௧ െ ܮܣ௧                   ሺ2ሻ 
                                                  
36 ここで算出した生活扶助基準額は『改正地方税制詳解』で示されているそれと金額が一致しない年度があ
る。児童養育加算の取扱いが年によって異なるためであり、算出データから除いている。4.2.1 で算出する生
活保護基準額も同様である。また、平成 25 年度の生活扶助基準額は、平成 25 年 4 月 1 日現在の基準額を使
用して算出している。 
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ܮܣܵܦܴ௜ ൌ
ሺܶܧ_ܲܥܴ௧ െ ܮܣ௧ሻ
ܮܣ௧ ൈ 100               ሺ3ሻ 
均等割の非課税限度額と生活扶助基準額の推移をみると、昭和 58 年度と昭和 60 年度を除
き、非課税限度額が生活扶助基準額を上回っている(図 6.2)。これらの年度では非課税限度額
の改正は行われていない。非課税限度額は生活扶助基準額を「勘案して定める」としているの
で、著しい差異がなければ生活扶助基準額を上回らなくても問題はない。 
図 6.2 標準世帯の均等割の非課税限度額と生活扶助基準額の推移 
(1) 実額 
 
(2) 較差 
 
（注）生活保護の基準の級地区分 1 級地の場合を示している。 
千円単位未満は切り捨てている。 
較差率は、0 を超えると非課税限度額が生活扶助基準額を上回る状態、0 未満では非課税限度額が生活扶助基準額を
下回る状態を示している。 
（資料）非課税限度額は表 6.1、生活扶助基準額は『生活保護手帳』(中央法規出版)により算出し作成。 
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均等割の非課税限度額と生活扶助基準額の較差は、非課税限度額の算式が生活扶助基準額と
連動していないので、一律ではなく年度ごとに異なる。平成 25 年度の非課税限度額は 255.7
万円、生活扶助基準額は 235.2 万円であり、較差は 20.5 万円で較差率は 8.7％となっている。
較差率の最小は昭和 58 年度で-5.5％、最大は昭和 51 年度の 13.2％である。較差は、創設時
は比較的高くなっているが、昭和 61 年度以降は 10%の範囲内で推移している。 
非課税限度額が引き上げられた年度についてみると、税率が引き上げられた昭和 55 年度と、
税率引上げの翌年の昭和 61 年度の較差率が大きい。非課税限度額と生活扶助基準額の改定率
は、昭和 55 年度ではそれぞれ 10.1％、8.9％であり、昭和 61 年度ではそれぞれ 9.4％、2.9％
であり、改定率は生活扶助基準額に比べ非課税限度額のほうが大きい。これは、低所得者層の
税負担の軽減に対する配慮であることがうかがわれる。平成元年度以降をみると、較差率の最
小は平成 12 年度で 0.2％、最大は 2 年度で 4.1％である。 
一方、非課税限度額が引き下げられた年度についてみると、較差率は、平成 16年度は 2.4％、
平成 18 年度は 5.4％となっている。平成 16 年度に比べ 18 年度の較差率が高いのは、平成 16
年度の非課税限度額の改定率は-1.1％、生活扶助基準額の改定率-0.7％であり、両者はほぼ同
水準であったが、平成 18 年度では生活扶助基準額の改定率の-2.9％に比べ非課税限度額の改
定率は-0.5％と低いためである37。また、平成 17 年 4 月から導入された生活扶助第 1 類費の
4 人世帯以上の算定に乗じる逓減率 0.98 は平成 19 年度までに 0.95 まで引き下げられ、生活
扶助基準額が引下げとなったが、この間には非課税限度額の引下げは行われていない。非課税
限度額の引下げは影響が大きいと考えられるので、配慮がなされたことがうかがわれる。 
なお、補足ではあるが、均等割の非課税限度額は、3 節で示したとおり、生活扶助基準額を
勘案して設定されている。標準世帯における非課税限度額と生活扶助基準額の相関係数を推計
すると 0.987 であり、正の強い相関がある。 
4.1.2. 標準世帯以外の世帯の非課税限度額と生活扶助基準額の推移 
次に、非課税限度額の算定を行うために規定された標準世帯以外の世帯について、均等割の
非課税限度額と生活扶助基準額を比較し、その較差を分析する。対象とする世帯は、単身世帯
（20-30 代）、夫婦 2 人世帯（30 代・20 代）、夫婦子 1 人の 3 人世帯については、平成 25 年
4 月 1 日現在の厚生労働省告示の生活保護の基準の標準世帯である 30 代・20 代・4 歳の構成
                                                  
37 平成 18 年度の標準世帯の給与所得者の均等割非課税限度額は、平成 16 年度の 257.1 万円から 255.7 万円
に引下げとなった。 
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と 40 代夫婦・中学生の世帯、夫婦子 2 人の 4 人世帯（40 代・大学生・中学生）とする。非課
税限度額と生活扶助基準額は、4.1.1 の算式をもとに算出する。分析期間は昭和 53 年度から
平成 25 年度とする38。 
較差率をみると、すべての世帯において、非課税限度額が生活扶助基準額を上回っているわ
けではない(図 6.3)。平成 25 年度において、非課税限度額が生活扶助基準額を上回る世帯は、
標準世帯(較差率 8.7％)、4 歳の子がいる 3 人世帯(較差率 3.5％)と中学生の子がいる 4 人世
帯(較差率 0.1％)であり、非課税限度額が生活扶助基準額を下回る世帯は、単身世帯(較差率-
3.3％)、夫婦 2 人世帯(較差率-1.9％)、中学生の子がいる 3 人世帯(較差率-5.5％)である。 
その理由は、非課税限度額と生活扶助基準額のもとになる生活扶助の基準の算定の相違であ
ると考えられる。非課税限度額の算式が政令で定める標準世帯に基づいて画一的に設定される
のに対し、厚生労働省告示の生活扶助の基準は、保護対象者及びその家族の性別・年齢・居住
する地域等の具体的状況に対応して積算して定められる。その際、家計の弾力性に乏しい少人
数世帯の特性や世帯人員別の消費構造の差異を勘案し、一般低所得世帯の世帯人員別の消費支
出に合わせるよう改定されており、第 2 類費については、世帯人員が少人数世帯においては標
準世帯を上回る改定率とし、多人数世帯においては抑制されてきた39。第 1 類費については、
平成 17 年度に 4 人世帯以上の第 1 類費の算定に際して適用する逓減率が導入された。また、
第 1 類費は、栄養所要量の年齢別格差をもとに設定されているので、中学生・高校生の基準額
が高く、20 歳を超えると年齢が高くなるにつれ基準額が低くなる。 
その他の理由として、4.1.1 の分析から、非課税限度額が生活扶助基準額と連動していない
ので、非課税限度額の改定率と生活扶助基準額の変化率が異なること、非課税限度額が扶養家
族を有しない単身世帯を含む基本額の改定か、扶養家族を有する世帯のみを考慮した加算額の
改定かによって異なることが考えられる。 
したがって、夫婦 2 人世帯、4 歳の子がいる 3 人世帯では、非課税限度額が生活扶助基準額
を上回る年度が多い一方、中学生の子がいる 3 人世帯では、非課税限度額が生活扶助基準額を
下回る年度が多く、他の世帯に比べその較差も大きい。中学生の子がいる 4 人世帯では、逓減
                                                  
38 均等割の非課税限度額は昭和 51 年度に創設されたが、昭和 51 年度と昭和 52 年度において斟酌される生
活保護基準額の算式が不明なため、ここでは 53 年度以降の分析を行っている。また、平成 25 年度の生活扶
助基準額は、平成 25 年 4 月 1 日現在の基準額を使用して算出している。 
39 厚生労働省告示の生活保護の基準における標準世帯は、ここでの分析期間では昭和 53 年度から 60 年度ま
では 4 人世帯(35 歳男、30 歳女、9 歳男、4 歳女)であり、昭和 61 年度以降は 3 人世帯(33 歳男、29 歳女、
4 歳子)である。この標準世帯は生活扶助基準の算定を行うために想定した世帯構成であり、被保護世帯の代
表的(平均的)世帯構成ではない。 
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率の導入により生活扶助基準額が減少し、非課税限度額が改定されなくても、非課税限度額と
生活扶助基準額の較差は縮小し、平成 21 年度以降、非課税限度額が生活扶助基準額を上回っ
ている。 
また、昭和 53 年度から 58 年度まで較差率が低下しており、生活扶助基準額との較差が縮
小している。ただし、単身者の非課税限度額は、所得税のかからない給与収入の限度額や老年
者や障害者等の社会的な弱者に対しては人的非課税措置が講じられていること等が勘案され
ることや生活扶助基準額において少人数世帯の改定率が高くなっていることもあり、平成 8 年
度から非課税限度額が生活扶助基準額を下回っている。 
図 6.3 世帯類型別均等割の非課税限度額と生活扶助基準額の較差率の推移 
 
（注）生活保護の基準の級地区分 1 級地の場合を示している。 
標準世帯とは、非課税限度額の算定を行うために想定された世帯のことである。 
較差率は、0 を超えると非課税限度額が生活扶助基準額を上回る状態、0 未満では非課税限度額が生活扶助基準額を
下回る状態を示している。 
（資料）非課税限度額は表 6.1、生活扶助基準額は『生活保護手帳』(中央法規出版)より算出し作成。 
4.2. 所得割の非課税限度額と生活保護基準額の推移 
4.2.1. 標準世帯の非課税限度額と生活保護基準額の推移 
昭和 56 年度から平成 25 年度の所得割の非課税限度額と生活保護基準額、課税最低限を比
較し、その較差を分析する。 
ݐ年度の所得割の非課税限度額ܶܧ_ܫܴ௧については、非課税限度額の算式をもとに、所得金額
に給与所得控除を加えて給与収入額を算出する。ݐ年度に勘案される生活保護基準額ܲܣ௧につ
いては、前年の生活保護の基準の級地区分 1 級地－1 における生活扶助(第 1 類費、第 2 類費、
期末一時扶助の合計額)、教育扶助、住宅扶助の合計額であり、厚生労働省告示の「生活保護
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法による保護の基準」に示された金額(月額)を用いて算出する40。 
ܲܣ௧ ൌ ܮܣ௧ ൅ ෍ ܧܣ_ܧݏ௠,௧ିଵ
ଵଶ
௠ୀଵ
൅ ෍ ܪܣ௠,௧ିଵ
ଵଶ
௠ୀଵ
            ሺ4ሻ 
EA_Esm,t-1：t-1 年 m 月の教育扶助、HAm,t-1：t-1 年 m 月の住宅扶助 
ただし、教育扶助は小学校の一般基準の基準額(平成 21 年 4 月以降小学校の一般基準の学
習支援費を加算)、住宅扶助は家賃等の一般基準(居宅)である。 
ݐ年度の較差ܲܣܵܦ௧は(5)式、ݐ年度の較差率ܲܣܵܦܴ௧は(6)式によって算出する。 
																																												ܲܣܵܦ௧ ൌ ܶܧ_ܫܴ௧ െ ܲܣ௧																																																																																ሺ5ሻ 
																																												ܲܣܵܦܴ௧ ൌ
ሺܶܧ_ܫܴ௧ െ ܲܣ௧ሻ
ܲܣ௧ ൈ 100																																																												ሺ6ሻ 
所得割の非課税限度額と生活保護基準額の推移をみると、すべての年度で非課税限度額が生
活保護基準額を上回っている(図 6.4)。また、所得割の非課税限度額と生活保護基準額の較差
は、均等割と同様、非課税限度額の算式が生活保護基準額と連動していないので、一律ではな
く年度ごとに異なる。平成 25 年度の非課税限度額は 271.4 万円、生活保護基準額は 256.5 万
円であり、較差は 14.9 万円で較差率は 5.8％となっている。較差率の最小は平成 11 年度、平
成 13 年度で 0.2％、最大は昭和 56 年度の 8.3％である。較差は、創設時は比較的高くなって
いるが、非課税措置が「当分の間」となった昭和 59 年度以降は 8%を超えない範囲内で推移
しており、均等割に比べやや小さい。 
非課税限度額が引き上げられた年度について昭和 59 年度以降をみると、較差率の最小は平
成 11 年度で 0.2％、最大は昭和 61 年度で 4.2％である。 
一方、非課税限度額が引き下げられた年度についてみると、較差率は、平成 16年度は 2.4％、
平成 18 年度は 4.0％となっている。平成 16 年度に比べ平成 18 年度の較差率が高いのは、平
成 16 年度の非課税限度額の改定率は-0.5％、生活保護基準額の改定率は-0.6％であり、両者
はほぼ同水準であったが、平成 18 年度では生活保護基準額の改定率の-2.7％に比べ非課税限
度額の改定率は-1.6％と低いためである。平成 17 年 4 月から導入された生活扶助第 1 類費の
4 人世帯以上の算定に乗じる逓減率 0.98 は 19 年度までに 0.95 まで引き下げられ、生活保護
                                                  
40 平成 25 年度の生活保護基準額は、平成 25 年 4 月 1 日現在の基準額を使用して算出している。 
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基準額が引下げとなったが、この間には非課税限度額の引下げは行われていない。非課税限度
額の引下げは影響が大きいことが考えられるので、配慮がなされたことがうかがわれる。 
図 6.4 標準世帯の所得割の非課税限度額、課税最低限と生活保護基準額の推移 
(1) 実額 
 
(2) 較差 
 
（注）課税最低限は、夫婦 2 人世帯であり、昭和 56 年から平成元年は、子 2 人は 13 歳未満、平成 2 年度以降は、子は中
学生 1 人、大学生 1 人としている。 
千円単位未満は切り捨てている。 
較差率は、0 を超えると非課税限度額が生活保護基準額を上回る状態、0 未満では非課税限度額が生活保護基準額を
下回る状態を示している。 
（資料）非課税限度額は表 6.1 より算出、生活保護基準額は『生活保護手帳』(中央法規出版)より算出、課税最低限は『財
政金融統計月報』租税特集(財務省財務総合政策研究所編)により作成。 
課税最低限に関し、単純に比較はできないが、非課税限度額の創設時から昭和 62 年度まで
課税最低限が生活保護基準額を下回っており、非課税限度額の存続の理由がうかがわれる。昭
和 63 年度に課税最低限が大幅な引上げとなり、非課税限度額が課税最低限より低い年度では、
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非課税限度額の引上げは微調整であり、生活保護基準額との較差率は低くなっている。平成 17
年度の配偶者特別控除の上乗せ部分の廃止、平成 18 年度の老年者控除の廃止により課税最低
限が引下げとなり、平成 17 年度から課税最低限が非課税限度額を下回っている。さらに、平
成 24 年度には、年少扶養者控除等の廃止により課税最低限が引き下げられ、課税最低限が非
課税限度額を大幅に下回っている。総じて、非課税限度額の改定年度で非課税限度額が課税最
低限より高い年度(昭和 56 年度から 62 年度、平成 17 年度から 25 年度の間の非課税限度額の
改定年度)では、非課税限度額と生活保護基準額の較差率は、非課税限度額が課税最低限より
低い改定年度に比べ高くなっている41。課税最低限と非課税限度額が最低生活費免税という同
じ趣旨をもつことから、近年では、非課税限度額がその機能を果たしているといえる。 
なお、補足ではあるが、所得割の非課税限度額は、3 節で示したとおり、生活保護基準額を
勘案して設定されている。標準世帯における非課税限度額と生活保護基準額の相関係数を推計
すると 0.984 であり、正の強い相関がある。 
4.2.2. 標準世帯以外の世帯の非課税限度額と生活保護基準額の推移 
次に、非課税限度額の算定を行うために規定された標準世帯以外の世帯について、所得割の
課税限度額と生活保護基準額、課税最低限を比較し、その較差を分析する。対象とする世帯は、
均等割と同じ世帯とする。非課税限度額と生活保護基準額は、4.2.1 の算式をもとに算出する。
分析期間は昭和 56 年度から平成 25 年度とする42。 
較差率をみると、すべての世帯において、非課税限度額が生活保護基準額を上回っているわ
けではない(図 6.5)。平成 25 年度において、非課税限度額が生活保護基準額を上回る世帯は、
標準世帯(較差率 5.8％)、4 歳の子がいる 3 人世帯(較差率 3.3％)であり、非課税限度額が生
活保護基準額を下回る世帯は、単身世帯(較差率-16.0％)、夫婦 2 人世帯(較差率-2.7％)、中
学生の子がいる 3 人世帯(較差率-9.1％)と中学生の子がいる 4 人世帯(較差率-3.5％)である。 
その理由は、4.1.2 で示したものに加え、生活保護基準額の教育扶助が小学生、中学生に加
算され、中学生の扶助額のほうがが高くなっていること、4.2.1 の分析から、課税最低限の水
準と関係があることが考えられる。 
  
                                                  
41 図 6.4 では分かりにくいが、平成 17 年度から 23 年度の標準世帯の給与所得者の所得割非課税限度額は
271.4 万円、課税最低限は 270 万円であり、非課税限度額が課税最低限を上回っている。 
42 平成 25 年度の生活保護基準額は、平成 25 年 4 月 1 日現在の基準額を使用して算出している。 
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図 6.5 世帯類型別所得割の非課税限度額、課税最低限と生活保護基準額の推移 
 
（注）標準世帯とは、非課税限度額の算定を行うために想定された世帯のことである。 
較差率は、0 を超えると非課税限度額が生活扶助基準額を上回る状態、0 未満では非課税限度額が生活扶助基準額を
下回る状態を示している。 
（資料）非課税限度額は表 6.1、生活扶助基準額は『生活保護手帳』(中央法規出版)により算出し作成。 
したがって、夫婦 2 人世帯では、非課税限度額が生活保護基準額を上回る年度が多い。4 歳
の子がいる 3 人世帯では、すべての年度で非課税限度額が生活保護基準額を上回る一方、中学
生の子がいる 3 人世帯では、すべての年度で非課税限度額が生活保護基準額を下回る。中学生
の子がいる 4 人世帯でも、すべての年度で非課税限度額が生活保護基準額を下回るが、逓減率
の導入により、非課税限度額が改定されなくても、非課税限度額と生活保護基準額の較差は縮
小したが、平成 21 年 4 月に創設された教育扶助における学習支援費の加算により生活保護基
準額が拡大し、その較差はマイナス方向に拡大した。単身者の非課税限度額は、所得税のかか
らない給与収入の限度額や老年者や障害者等の社会的な弱者に対しては人的非課税措置が講
じられていること等が勘案されることや生活保護基準額において少人数世帯の改定率が高く
なっていることもあり、特に平成 3 年度から非課税限度額が生活保護基準額を下回り、その較
差はマイナス方向に拡大し、他の世帯に比べその較差も大きい。 
続いて、非課税限度額と課税最低限の関係をみると、単身世帯以外の 4 つの世帯では、標準
世帯と同様の傾向がある(図 6.6)。すなわち、昭和 62 年度まで課税最低限が生活保護基準額
を下回っており、非課税限度額の存続の理由がうかがわれる。平成 17 年度の配偶者特別控除
の上乗せ部分の廃止、平成 18 年度の老年者控除の廃止により課税最低限が引下げとなってか
らは、課税最低限が非課税限度額を下回っている。さらに、平成 24 年度には、年少扶養者控
除等の廃止により課税最低限が引き下げられ、課税最低限が非課税限度額を大幅に下回ってい
る。課税最低限と非課税限度額が最低生活費免税という同じ趣旨をもつことから、近年では、
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非課税限度額がその機能を果たしているといえる。一方、単身世帯は、昭和 58 年度、昭和 59
年度を除くと、課税最低限が非課税限度額を上回っており、非課税限度額の改定が行われない
理由の一つとして考えられる。 
図 6.6 世帯類型別所得割の非課税限度額と生活保護基準額の較差率の推移 
(1) 単身世帯 
 
(2) 夫婦 2 人世帯 
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(3) 3 人世帯（夫婦・子：4 歳） 
 
 (4) 3 人世帯（夫婦・子：中学生） 
 
(5) 4 人世帯（夫婦・子：大学生・中学生） 
 
（資料）非課税限度額は表 6.1 より算出、生活保護基準額は『生活保護手帳』(中央法規出版)より算出、課税最低限は『財
政金融統計月報』租税特集(財務省財務総合政策研究所編)により、作成。 
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4.3. 小括：個人住民税の非課税限度額と生活保護の基準額の差額の検証 
本節での分析結果は次のように要約できる。①非課税限度額と生活扶助基準額の較差率、生
活保護基準額の較差率は年度ごとに異なっており、それらは 10％を超えない範囲である。②
生活扶助基準額および生活保護基準額の上昇率・下落率に応じて、非課税限度額が改正されて
いるわけではない。③所得割の非課税限度額と課税最低限との関係で、非課税限度額の改定年
度で非課税限度額が課税最低限より高い年度は、低い改定年度に比べ較差率は高い。④標準世
帯以外の世帯では、生活保護の基準の改定の影響をうけ、必ずしも非課税限度額が生活扶助基
準額、生活保護基準額を上回っておらず、較差率もさまざまである。 
5. 個人住民税の非課税限度額の水準の決定と非課税限度額制度の意義 
最後に、非課税限度額の水準の決定や非課税限度額制度の意義について、個人住民税の非課
税限度額の創設・改正の経緯と非課税限度額の見直しと水準の推移の分析を踏まえて考察す
る。 
個人住民税の非課税限度額は、標準的な生活保護の基準を勘案して設定されている。非課税
限度額と生活保護の基準との関係について理論的に考えれば、非課税限度額が税制上の問題で
あるのに対し、生活保護の基準は社会保障制度上のものであり、制度の趣旨等を異にする。し
たがって、両者を直接関連づけて考えるべきとは必ずしもならない。しかし現実問題として、
生活保護の基準程度の収入しか得ていない低所得者に対してまで課税されることはできる限
り避けることが望ましいとの判断もありうる。 
非課税限度額が生活保護の基準を勘案するのは、国民生活水準の動向との関連を考慮するか
らである。それは、生活保護の基準が生活保護受給世帯と隣接した一般低所得世帯の消費実態
だけでなく、物価動向等の経済社会情勢に鑑みて設定されるからである。他に適切な基準がな
いことや制度の複雑化が避けられるため、非課税限度額が生活保護の基準を勘案することには
制度として合理性があると考えらえる。 
したがって、現行の非課税限度額制度のもとで、生活保護の基準が大幅に引き下げられる場
合、現行の非課税限度額が適正水準ではなく、かつ生活扶助基準の改定の根拠となる生活保護
基準部会の検証結果や物価動向の調査結果が、低所得者の生活状況を適切に捉えているのであ
れば、非課税限度額は相応に引き下げられるべきである43。担税力を有する者が非課税対象と
                                                  
43 池田(2013)では、厚生労働省の物価動向の調査が不十分とし、独自の検証を行った結果、生活扶助基準の
引下げではなく、引上げを検討するべきと指摘している。 
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なることは避けなければならない。 
また、「勘案して」とは非課税限度額と生活保護の基準額との関係においてどの程度ならば
よいのか。非課税限度額が引き下げられる場合、4 節の分析より、非課税限度額と生活保護の
基準額の較差率 10％を超えない範囲で、生活扶助基準額、生活保護基準額の改定率よりも小
幅となることが推測できる。しかし、非課税限度額は生活保護の基準額をどの程度上回ってい
ればよいのかの判断は難しい。最終的には政策的判断ということになろうが、均等割において
は、法令で示した額を参酌して自治体が条例で定める金額が非課税限度額となるので、2 級地、
3 級地においては、現在の非課税対象者の状況等に鑑み、非課税限度額を法令で規定された額
よりも高く設定することが可能である。 
それと関連して、均等割の非課税限度額は、税負担の境界線を示すだけでなく、低所得者層
の判定基準として機能している。均等割の非課税限度額は、自治体の社会保障分野における低
所得者の軽減措置の基準として参照されている。生活保護の基準の引下げに伴い、非課税限度
額が引下げとなればこれらの施策にも影響が及ぶ44。先に述べたとおり、2 級地、3 級地にお
いては、非課税限度額を法令で規定された額よりも高く設定することで大きく影響が及ぶのを
避けられる可能性はある。 
しかし、そこでの問題は、税と社会保障という異なる制度が直接関連づけられて運用される
システムとなっていることにある。小林・西川(2010)は、厚生行政上の諸制度が複雑化する中
で、個人を単位とする税システムと厚生行政上のシステムと連動させることは、実務面でも効
率的であり、低所得者の選別基準としても有効であるが、施策適用の公平面では疑問が残ると
し、現行システムに頼る以外に方法はないと指摘する45。現在のところ、そのような対応が次
善の策であると考えられるが、低所得者に対する新たな軽減措置を考えるのか、税と社会保障
の制度を直接関連づけるシステムを再検討する必要があるだろう。 
非課税限度額制度について、低所得者層に対する税制の対処としては一定の評価ができる。
非課税限度額制度があることで、担税力のない者には課税されない一方で、担税力を有する者
に対する課税が適切に実施できるからである。 
ただし、所得割の非課税限度額制度については議論がある。財政連邦主義の議論に関連する
税制による所得再分配の機能についてである。3 節で示したとおり、所得割の非課税限度額制
                                                  
44 吉永(2007, 2012)では、生活保護基準額の引下げによる広範囲にわたる影響を整理している。また、厚生
労働省社会・援護局保護課「生活扶助基準の見直しに伴い他制度に生じる影響について」(平成 25 年 2 月 19
日)では、影響が生じる国の制度や地方単独事業について 38 の制度が掲げられている。 
45 小林・西川(2010、31-32 頁)を参照。 
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度は、当時の厳しい地方財政に鑑み、課税最低限の引上げ等大幅な減収につながる措置を講ず
ることが極めて困難という状況のもとで、国民生活水準などとの関連で特に低所得者層の税負
担に配慮を加える必要という趣旨に基づいて、臨時的な措置として設けられたものである。非
課税限度額制度のあり方は、課税最低限との関係において検討されてきた。非課税限度額制度
について、課税最低限と非課税限度額の二つの基準があることは、住民税制を理解しにくくし
ており、簡素な税制という視点から問題があるという意見がある46。 
一方、課税最低限は、所得課税全体の負担水準を含めて考えるべきであり、低所得者に対す
る配慮については、所得課税全体の負担水準が適正であるならば、非課税限度額の制度による
ほうがより適切であるとし、非課税限度額制度を積極的に評価すべきとの考え方もある47。非
課税限度額制度を最低生活費免税点として機能させるならば、算定を行うために想定した標準
世帯に変更するなど、一般世帯の実態に合わせて改正していく必要があるだろう。また、低所
得者層への措置の一つとして、納税者に対して税額控除を与え、控除しきれない者や課税最低
限以下の者に対して現金給付を行う給付付き税額控除制度もあり、導入の是非を考慮すべきで
あろう。 
さらに、低所得者支援とは別の視点、財政連邦主義の議論における歳入の自主性を高める地
方税の拡充確保の視点からも、所得割の非課税限度額制度の廃止を検討する必要があると考え
る。地方税原則の一つに負担分任の原則がある。負担分任の原則は、地方税をすべての地域住
民が相互に負担し合う租税であるとする背後理念があり、応益性の性格をもつ。生活保護基準
程度の所得層に対しては、税制による所得再分配機能は、国の所得税によって行い、地方自治
体が所得再分配として現物給付(対人サービス)を担い、これらのサービスで対応していくのが
望ましい。 
このように、所得割の非課税限度額制度のあり方については様々な課題があり、その廃止や
継続は、その適用実態を考慮しながら、新たな制度の導入も含め、検討する必要があるだろう。 
 
                                                  
46 碓井(2001)は、所得割の非課税措置を「当分の間」の措置として存続したことは所得割をきわめて分かり
にくいものにしている典型的場面であると指摘している。また、石田(2011)は、個人住民税の課税最低限のあ
り方に関する議論のなかで、非課税限度額の制度が導入されたことは、課税最低限の意味を大きく変質(喪失)
させたと指摘している。 
47 地方財務協会編『改正地方税制詳解』昭和 62 年版(162 頁)、平成 5 年版(113-14 頁)を参照。 
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第7章 日本型の地方財政制度の構築に向けて 
財政連邦主義を「地方財政制度において、各政府レベルへの財政機能の配分や事務配分と、
それらの配分に見合う適切な財政権限の移譲を求める考え方」と定義し、これに基づき、日本
の社会保障サービスにおける地方財政制度と運営の実態を解明し、地方自治体が社会保障サー
ビスを自主的・自立的に提供することができる地方財政制度の構築に向けた課題を考察した。 
第 2 章では、財政連邦主義について、財政学の二つの潮流に則って、政治経済学の視点か
ら、市場原理に基づく公共部門の効率化が公共の利益と整合的であるとする「経済学的視点」
と、協力原理に基づき、結節点としての公共部門の必要性を強調する「財政社会学的視点」と
の二つの観点に基づいて議論を整理し、所得再分配機能に着目して、財政連邦主義の類型化を
行い、日本の地方財政制度の運営における視点を考察した。その結果、日本は、行政任務と課
税権が対応していないという特徴をもつため、経済学的財政連邦主義にも財政社会学的連邦主
義にも分類されないことを示した。 
財政連邦主義の議論として、地方政府が現物給付の所得再分配機能を担っているカナダや北
欧の地方財政制度を概観したが、財政権限の分権化が進展しており、歳出と歳入の決定権限の
整合性がとれた制度となっている。こうした行政任務と課税権の対応の相違が日本における地
方自治体が社会保障サービスを自主的・自立的に提供することができる地方財政制度に関わる
重要な点であることを示唆した。 
第 3 章では、第 2 章の財政連邦主義の分析に照らして、戦後から現在までの国と地方の財
政関係と所得再分配機能について、事務配分や税源配分、財政移転の観点から整理し、今後の
日本の地方財政制度の展開の方向性を考察した。その結果、地方の自主性は低く、歳出と歳入
の決定権限は中央集権となり、財政移転を基本とする中央集権型の日本の財政連邦主義では、
国の財政力が強い場合や全国画一的な社会保障サービスが不可欠な場合には、行政任務と課税
権が非対応であっても、国による財政移転により、地方自治体の財源確保ができる。しかしな
がら、国の財政状況が悪化し、その一方で地域の実情にあった政策が必要とされる場合には、
行政任務と課税権が非対応であることによって、地方自治体の財源確保が困難となることを示
した。地方自治体が国の施策と併せて地域独自の政策を展開し、所得再分配機能を果たすため
には、行政任務と課税権の対応が不可欠であり、その方向性としては、おのずと、第 2 章で議
論した財政社会学的財政連邦主義に近づくことを示唆した。 
続いて、第 4 章から第 6 章では、日本の地方自治体が担う所得再分配政策のうち、低所得者
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に関連する社会保障サービスや税制を取り上げ、財政連邦主義の視点を踏まえて分析した。 
第 4 章では、財政連邦主義の議論では国が担うべきとする現金給付の所得再分配機能につ
いて、日本では国と地方が分担している生活保護における財源保障を検証した。生活保護は、
法定受託事務であり歳出の決定権限は国にあるが、費用負担に関しては、国と地方で分担し、
地方負担分は地方交付税で措置される仕組みとなっている。これは、国による全額負担と同様
の意味をもち、検証の結果、財源保障が不十分ではない水準であることを示した。 
しかし、地方からは全額国庫負担の要請もある。この問題は、財政連邦主義の議論に照らす
と、垂直的財政調整における「行政任務の決定権と執行権の非対応」と「行政任務と課税権の
非対応」が構造化していると捉えることができる。法令で定められている事業にも、財政の説
明責任から、一定の財政権限は移譲されるほうが望ましい。また、生活保護は現金給付が主で
あるが現物給付で対応できることもある。再分配のパラドックスを避けるためにも、生活保護
も対人社会サービスを重視していることが重要である。この点からも、地方税源の拡充と課税
自主権の強化を通じた一定の財政権限は、地方自治体に移譲される必要があることを示唆し
た。 
第 5 章では、現物給付の所得再分配に係る医療保障のうち、制度上、高齢者や低所得者が多
く加入する市町村国民健康保険の財政運営について、(1)保険料、一般会計からの繰入金、保
険料の収納、医療費の抑制、の 4 項目の統計分析と、(2)一般会計法定外繰入金と保険料負担
に関する分析を行い、当該自治体の努力によってはこれらに関連する問題が解決されない状況
にあるかを検証した。その結果、(1)については、再差引収支の赤字団体では、黒字団体に比
べ、低所得者や保険料軽減者の加入が多いことにより、一人当たり保険料調定額は低い団体が
多く、保険料の引上げや収納率の向上が困難であり、歳入に占める一般会計繰入金の割合が高
くなることを見出した。また、医療費の抑制は高齢化の進行により地方自治体の医療費適正化
政策によっても困難であることを見出した。(2)については、国保への低所得者の加入増加に
伴い、一般会計法定外繰入金が増加し、厳しい財政運営が強いられる状況は、所得の高い大都
市とその周辺都市で顕著に生じていることを見出した。総じて、こうした状況は、自治体の財
政運営に問題があるわけではなく、個々の自治体での解決は困難であることを示した。 
このような市町村国保の財政問題として、財政連邦主義の視点から、小規模な自治体である
市町村に国保の事務を配分していることにも起因することが考えられる。つまり、現物給付の
所得再分配として医療保障をどのレベルの政府に配分するかの問題であり、小規模である市町
村に国保の事務を配分することが適切ではないといえる。市町村国保は、平成 30 年度から都
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道府県と市町村との共同運営になるが、基本的な構造は変わらないので、保険料の引上げが低
所得者の負担増となり、安定的な収入確保は必ずしも期待できず、国保財政を安定化させる制
度設計としては限界がある。分権的所得再分配のもとでは都道府県に事務を配分することは適
切であるが、長期的な視点で医療保障サービスのあり方を考える必要があることを示唆した。 
第 6 章では、税制の所得再分配機能について、地方税の基幹税である個人住民税における非
課税限度額について、現行の非課税限度額制度を精査し、非課税限度額制度の意義と、財政連
邦主義の議論における地方の課税権の制約の視点から、地方の基幹税である個人住民税にどの
程度の所得再分配機能を配分すべきかについて考察した。その結果、個人住民税の非課税限度
額制度は、一定の所得再分配機能を果たしていることを示した。 
しかし、個人住民税に課税最低限と非課税限度額制度の二つの所得再分配機能をもたせるこ
とは、機能配分として適切であるのかという問題がある。また、課税権がさらに制約されてい
るという問題もある。地方自治体が医療や福祉などの地域社会の共同作業や相互扶助に代替す
る対人社会サービスを提供しているので、個人住民税は、応益原則に基づいた地方税の基幹税
として位置づけられる。したがって、生活保護基準程度の所得層に対しては、税制による所得
再分配機能は、国の所得税によって行い、地方自治体は所得再分配として現物給付(対人サー
ビス)で対応していくのが適切であることを示唆した。 
本論文の分析の結果、所得再分配機能を果たすべく日本の地方財政制度の構築への視点は、
(1)機能配分や事務配分を適切な政府レベルに行うこと、(2)地方の公共サービスの決定権の
配分を拡大すること、(3)地方の税源や課税権の配分を拡大すること、(4)機能する財政調整制
度を国の責任で負うこと、である。 
地域社会の多様化するニーズに対応する社会保障サービスを提供するには、地方自治体に決
定権が適切に配分される必要がある。またニーズに即応したサービスを提供するためには、地
方自治体がみずから財源を調達できるよう、課税権の配分や地方への税源配分を拡大する必要
がある。そして、一定レベルの財源保障する地方交付税制度を通じた財政調整を国が有効的に
機能させることが重要となる。現行の制度の理解と課題を正しく認識し、日本型の地方財政制
度を構築することが喫緊の課題であるといえる。 
もっとも、現在の日本の地方財政制度を維持するならば、地方財政が所得再分配機能を果た
すためには、国税による増税が必要である。地方自治の観点からは、課税権の移譲が重要であ
るが、この場合には地方税も増税しなければ、地方財政の所得再分配機能は果たせなくなる。
いずれにせよ、財源不足は明らかなので、国と地方で増税も視野に入れなければ、所得再分配
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機能は徐々に弱まっていくことが考えられる。 
最後に、本論文では、地方自治体が社会保障サービスを自主的・自立的に提供することがで
きる地方財政制度の構築に向けた視点を見出しただけで、具体的な制度設計が議論できなかっ
た。この点を含め、本論文で検討できなかった事項について示し、今後の研究課題としたい1。 
一つ目は、社会保障分野において、地方自治体、とりわけ市町村が多く担っている社会福祉
サービスにおける歳出面での実態の把握である。地方分権により、法令による義務付け・枠付
けの緩和が実施されているが、歳出の決定権限がどの程度拡大し、地方自治体の効率的な財政
運営につながっているのか、地域の実情にあったサービスの提供状況など、データでは把握で
きないので、聞き取り調査などを行い、実態と課題を見出し、検討する必要がある。 
二つ目は、社会保障サービスにおける市町村と都道府県の関係である。市町村が実施する自
主財源と都道府県交付金からなる事業は、地方財政統計上、単独事業として分類される。現在
も都道府県と市町村との事業で、乳幼児医療費の無料化などを実施している団体もある。今後、
人口減少に伴い、小規模自治体が増加し、市町村優先主義による社会保障サービスの提供が困
難になることが推測される。現在、複数市町村が連携し共同で行政サービスを行っている一部
事務組合や広域連合などがあるが、隣接する地方自治体は、類似する財政構造や人口構造をも
つことが多く、特に、人口減少や高齢化が進行している地方では、都道府県が果たすべき役割
が大きくなることが考えられる。都道府県がどのような機能を担うのが適切か、行財政体制に
ついて検討する必要がある。 
三つ目は、課税権の拡大や地方税源の拡充と、それに伴う財政調整制度のあり方についてで
ある。課税権の拡大や地方税源の拡充には、偏在性が低く、安定的な財源確保に適切な地方税
の基幹税の検討が必要である。また、課税権の拡大や地方税源の拡充が進むと、税源の偏在性
の問題が伴うので、財政調整制度がこれまで以上に重要となる。現在の地方交付税制度におい
て、各地方自治体の交付税配分額は、基準財政需要額から基準財政収入額を控除して求める。
地方税の分権化が進んだ状態として地方税法の標準税率の考え方が徹底され、地方自治体ごと
に税率が大幅に異なるようになると、どこを基準にして標準的な税収とするのか、また、何を
基準にして標準的な一人当たり税負担とするのか、を検討する必要がある。また、交付税の原
資の税目についても課題となる。こうした場合、現在の地方交付税制度の見直しでよいのか、
新たに財政調整制度を創設すべきなのか、も含めて検討する必要があるだろう。 
                                                  
1 本論文では、社会保険制度による所得分配機能には言及しなかった。今後、国と地方による所得分配機能に
ついて総合的に論じるには、社会保険を含め議論する必要がある。 
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